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4. 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故

4.1 想定事故 1 

4.1.1 想定事故 1 の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある

事故」において，使用済燃料プールにおける燃料損傷防止対

策の有効性を確認するために想定する事故の一つには，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事

故 1 として「使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪

失することにより，使用済燃料プール内の水の温度が上昇し，

蒸発により水位が低下する事故」がある。 

(2) 想定事故 1 の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故 1 では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機

能が喪失することを想定する。このため，使用済燃料プール

水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって

使用済燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置

がとられない場合には，使用済燃料プール水位の低下により

燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能

を喪失したことによって燃料損傷に至る事故を想定するもの

である。このため,重大事故等対策の有効性評価には，使用済

燃料プールの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待す

ることが考えられる。 

したがって，想定事故 1 では，燃料プール代替注水系によ

り使用済燃料プールへ注水することによって，燃料損傷の防

止を図る。また，燃料プール代替注水系により使用済燃料プ

ール水位を維持する。 

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故 1 における機能喪失に対して，使用済燃料プール

内の燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を

可能とするため，燃料プール代替注水系※1 による使用済燃料

プールへの注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図

を第 4.1.1 図に，手順の概要を第 4.1.2 図に示すとともに，

4. 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故

4.1 想定事故１ 

4.1.1 想定事故１の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある

事故」において，使用済燃料プールにおける燃料損傷防止対

策の有効性を確認するために想定する事故の一つには，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事

故１として「使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪

失することにより，使用済燃料プール内の水の温度が上昇し，

蒸発により水位が低下する事故」がある。 

(2) 想定事故１の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故１では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機

能が喪失することを想定する。このため，使用済燃料プール

水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって

使用済燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置

がとられない場合には，使用済燃料プール水位の低下により

燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能

を喪失したことによって燃料損傷に至る事故を想定するもの

である。このため，重大事故等対策の有効性評価には，使用

済燃料プールの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待

することが考えられる。 

したがって，想定事故１では，可搬型代替注水中型ポンプ

による代替燃料プール注水系（注水ライン）（以下「代替燃料

プール注水系」という。）により使用済燃料プールへ注水する

ことによって，燃料損傷の防止を図る。また，代替燃料プー

ル注水系により使用済燃料プール水位を維持する。

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故１における機能喪失に対して，使用済燃料プール

内の燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を

可能とするため，代替燃料プール注水系※１による使用済燃料

プールへの注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図

を第 4.1－1 図に，手順の概要を第 4.1－2 図に示すととも

4. 燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故

4.1 想定事故１ 

4.1.1 想定事故１の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」

において，燃料プールにおける燃料損傷防止対策の有効性を

確認するために想定する事故の一つには，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事故１として

「燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失することによ

り，燃料プール内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低

下する事故」がある。 

(2) 想定事故１の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故１では，燃料プールの冷却機能及び注水機能が喪

失することを想定する。このため，燃料プール水温が徐々に

上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって燃料プール水

位が緩慢に低下することから，緩和措置がとられない場合に

は，燃料プール水位の低下により燃料が露出し，燃料損傷に

至る。 

本想定事故は，燃料プールの冷却機能及び注水機能を喪失

したことによって燃料損傷に至る事故を想定するものであ

る。このため，重大事故等対策の有効性評価には，燃料プー

ルの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待することが

考えられる。 

したがって，想定事故１では，燃料プールスプレイ系によ

り燃料プールへ注水することによって，燃料損傷の防止を図

る。また，燃料プールスプレイ系により燃料プール水位を維

持する。 

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故１における機能喪失に対して，燃料プール内の燃

料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能と

するため，燃料プールスプレイ系※１による燃料プールへの注

水手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第 4.1.1－1

図に，手順の概要を第 4.1.1－2図に示すとともに，重大事故

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策

における設備と操作手順の関係を第 4.1.1 表に示す。 

想定事故 1 において，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対

策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員

で構成され，合計 18名である。その内訳は次のとおりである。

中央制御室の運転員は，当直長 1名（6号及び 7号炉兼任），

当直副長 2 名，運転操作対応を行う運転員 2 名である。発電

所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時

対策本部要員は 5 名，緊急時対策要員（現場）8 名である。

必要な要員と作業項目について第 4.1.3図に示す。 

※1 燃料プール代替注水系として, 燃料プール代替注水系

（常設スプレイヘッダ）を想定する。なお，燃料プール代

替注水系（常設スプレイヘッダ）の注水手段が使用できな

い場合においては燃料プール代替注水系（可搬型スプレイ

ヘッダ）による対応が可能である。

ａ．使用済燃料プールの冷却機能喪失確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が機能喪失するこ

とにより，使用済燃料プール水の温度が上昇する。中央制

御室からの遠隔操作による使用済燃料プールの冷却系の再

起動操作が困難な場合，使用済燃料プールの冷却機能喪失

であることを確認する。 

使用済燃料プールの冷却機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）等

である。 

ｂ．使用済燃料プールの注水機能喪失確認 

使用済燃料プールの冷却機能喪失の確認後，使用済燃料

に，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等

対策における設備と操作手順の関係を第 4.1－1 表に示す。 

想定事故１において，事象発生 2 時間までの重大事故等対

策に必要な要員は，災害対策要員（初動）17 名である。その

内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直発電

長 1 名，当直副発電長 1 名及び運転操作対応を行う当直運転

員 3 名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報

連絡等を行う要員は 4 名，現場操作を行う重大事故等対応要

員は 8 名である。 

また，事象発生 2 時間以降に追加で必要な参集要員は，タ

ンクローリによる燃料給油操作を行うための重大事故等対応

要員 2 名である。必要な要員と作業項目について第 4.1－3 

図に示す。 

※1 可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系

（注水ライン）以外に，常設低圧代替注水系ポンプによる

代替燃料プール注水系（注水ライン），可搬型代替注水大

型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン），常

設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（常

設スプレイヘッダ），可搬型代替注水中型ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ），可搬型代替

注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（常設スプレ

イヘッダ）及び可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料

プール注水系（可搬型スプレイノズル）による対応が可能

である。 

ａ．使用済燃料プールの冷却機能喪失確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が機能喪失するこ

とにより，使用済燃料プール水の温度が上昇する。中央制

御室からの遠隔操作による使用済燃料プールの冷却系の再

起動操作が困難な場合，使用済燃料プールの冷却機能喪失

であることを確認する。 

使用済燃料プールの冷却機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）

等である。 

ｂ．使用済燃料プールの注水機能喪失確認 

使用済燃料プールの冷却機能喪失の確認後，使用済燃料

等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における

設備と操作手順の関係を第 4.1.1－1表に示す。 

想定事故１において，重大事故等対策に必要な要員は，緊

急時対策要員 24名である。その内訳は次のとおりである。中

央制御室の運転員は，当直長１名，当直副長１名，運転操作

対応を行う運転員１名である。発電所構内に常駐している要

員のうち，通報連絡等を行う要員は５名，復旧班要員 16名で

ある。必要な要員と作業項目について第 4.1.1－3図に示す。 

※１ 燃料プールスプレイ系として, 燃料プールスプレイ系

（可搬型スプレイノズル使用）を想定する。なお，燃料プ

ールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）以外に，燃

料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ使用）による対

応が可能である。 

ａ．燃料プールの冷却機能喪失確認 

燃料プールを冷却している系統が機能喪失することによ

り，燃料プール水の温度が上昇する。中央制御室からの遠

隔操作による燃料プールの冷却系の再起動操作が困難な場

合，燃料プールの冷却機能喪失であることを確認する。 

燃料プールの冷却機能喪失を確認するために必要な計装

設備は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）等である。 

ｂ．燃料プールの注水機能喪失確認 

燃料プールの冷却機能喪失の確認後，燃料プール水の温

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の

相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 24 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。
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プール水の温度上昇による蒸発により使用済燃料プール水

位が低下することが想定されるため，補給水系による使用

済燃料プールへの注水準備を行う。中央制御室からの遠隔

操作により使用済燃料プールへの注水準備が困難な場合，

使用済燃料プールの注水機能喪失であることを確認する。 

使用済燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）等

である。 

ｃ．燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水 

燃料プール代替注水系の準備は冷却機能喪失による異常

の認知を起点として開始する。 

準備が完了したところで，燃料プール代替注水系による

使用済燃料プールへの注水を開始し，使用済燃料プール水

位は回復する。その後，使用済燃料プールの冷却機能を復

旧するとともに，燃料プール代替注水系の間欠運転又は流

量調整により蒸発量に応じた注水を行うことで，必要な遮

蔽※2 を確保できる使用済燃料プール水位より高く維持す

る。 

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水

を確認するために必要な計装設備は，使用済燃料貯蔵プー

ル水位・温度等である。

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/hとする。想

定事故１における原子炉建屋オペレーティングフロア

での作業時間及び作業員の退避は 1時間以内であり，作

業員の被ばく量は最大でも 10mSvとなるため，緊急作業

時における被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

原子炉建屋オペレーティングフロアでの作業は，燃料

プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を使用する

場合，可搬型スプレイヘッダ及びホースの設置が想定さ

れる。 

プール水の温度上昇による蒸発により使用済燃料プール水

位が低下することが想定されるため，補給水系による使用

済燃料プールへの注水準備を行う。中央制御室からの遠隔

操作により使用済燃料プールへの注水準備が困難な場合，

使用済燃料プールの注水機能喪失であることを確認する。 

使用済燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）

等である。 

（添付資料 4.1.1） 

ｃ．代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水 

代替燃料プール注水系の準備は冷却機能喪失による異常

の認知を起点として開始する。中央制御室からの遠隔操作

により，代替燃料プール注水系の電動弁を開操作し系統構

成を実施するが，外部電源が喪失している場合には，中央

制御室からの遠隔操作により常設代替交流電源設備による

緊急用母線への交流電源供給を実施し，必要な計装設備及

び当該電動弁に給電する。 

準備が完了したところで，代替燃料プール注水系による

使用済燃料プールへの注水を開始し，使用済燃料プール水

位は回復する。その後，使用済燃料プールの冷却機能を復

旧するとともに，代替燃料プール注水系の間欠運転又は流

量調整により蒸発量に応じた注水を行うことで，必要な遮

蔽※２を確保できる使用済燃料プール水位より高く維持す

る。 

代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水

を確認するために必要な計装設備は，使用済燃料プール水

位・温度（ＳＡ広域）等である。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。

想定事故１における原子炉建屋原子炉棟 6 階での作

業時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，作

業員の被ばく量は最大でも 22mSv となるため，緊急

作業時における被ばく限度の 100mSv に対して余裕

がある。 

原子炉建屋原子炉棟 6 階での作業は，可搬型代替注

水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）を使用した使用済燃料プールスプ

レイの準備操作における可搬型スプレイノズル及び

度上昇による蒸発により燃料プール水位が低下することが

想定されるため，復水輸送系等による燃料プールへの注水

準備を行う。中央制御室からの遠隔操作により燃料プール

への注水準備が困難な場合，燃料プールの注水機能喪失で

あることを確認する。 

燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要な計装

設備は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）等である。 

ｃ．燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水 

燃料プールスプレイ系の準備は冷却機能喪失による異常

の認知を起点として開始する。 

準備が完了したところで，燃料プールスプレイ系による

燃料プールへの注水を開始し，燃料プール水位を維持する。

その後，燃料プールの冷却機能を復旧するとともに，燃料

プールスプレイ系の間欠運転又は流量調整により蒸発量に

応じた注水を行うことで，必要な遮蔽※２を確保できる燃料

プール水位より高く維持する。 

燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を確認

するために必要な計装設備は，燃料プール水位・温度（Ｓ

Ａ）等である。 

※２ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。

想定事故１における原子炉建物原子炉棟４階での作業

時間及び作業員の退避は２時間以内であり，作業員の被

ばく量は最大でも 20mSvとなるため，緊急作業時におけ

る被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

原子炉建物原子炉棟４階での作業は，燃料プールスプ

レイ系（可搬型スプレイノズル使用）を使用する場合の

可搬型スプレイノズル及びホースの設置が想定される。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

島根２号炉の燃料プ 
ールスプレイ系は，電動

弁を有していない。

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，燃料プ 
ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系による注水準備

が完了する。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の緊急時

対策要員による作業時

間並びに現場作業員の

退避時間を考慮した被

ばく評価結果の相違 。
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必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期検査

作業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおけ

る線量率を考慮した値である。 

この線量率となる使用済燃料プール水位は通常水位

から約 2.1m下の位置である。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

ホースの設置が想定される。

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設

定期検査作業時での原子炉建屋原子炉棟 6 階におけ

る線量率を考慮した値である。 

この線量率となる使用済燃料プール水位は通常水位

から約 0.86m 下の位置である。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期検査

作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率を

考慮した値である。 

この線量率となる燃料プール水位は通常水位から約

2.6m下の位置である。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

4.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

想定事故 1 で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び

評価項目の設定」に示すとおり，「使用済燃料プールの冷却機

能又は注水機能が喪失することにより，使用済燃料プール内

の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故」であ

る。 

想定事故 1 では，使用済燃料プールの冷却機能喪失及び注

水機能喪失に伴い使用済燃料プール水温が徐々に上昇し，や

がて沸騰して蒸発することによって使用済燃料プール水位が

緩慢に低下するが，使用済燃料プールへの注水により，使用

済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保で

きることを評価する。なお，使用済燃料プール水位が放射線

の遮蔽が維持される水位を確保できることで，有効燃料棒頂

部は冠水が維持される。 

未臨界については，燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラッ

クセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，維持され

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定

事故 1 における運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

想定事故 1 に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

4.1.2表に示す。また，主要な評価条件について，想定事故 1

特有の評価条件を以下に示す。 

なお,本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳し

い条件である，原子炉運転停止中の使用済燃料プールを前提

4.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

想定事故１で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び

評価項目の設定」に示すとおり，「使用済燃料プールの冷却

機能又は注水機能が喪失することにより，使用済燃料プール

内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故」で

ある。 

想定事故１では，使用済燃料プールの冷却機能喪失及び注

水機能喪失に伴い使用済燃料プール水温が徐々に上昇し，や

がて沸騰して蒸発することによって使用済燃料プール水位が

緩慢に低下するが，使用済燃料プールへの注水により，使用

済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保で

きることを評価する。なお，使用済燃料プール水位が放射線

の遮蔽が維持される水位を確保できることで，燃料有効長頂

部は冠水が維持される。 

未臨界については，燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラッ

クセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，維持され

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定

事故１における運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 4.1.2，4.1.3） 

(2) 有効性評価の条件

想定事故１に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

4.1－2 表に示す。また，主要な評価条件について，想定事故

１特有の評価条件を以下に示す。 

なお，本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳し

い条件である，原子炉運転停止中の使用済燃料プールを前提

4.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

想定事故１で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び

評価項目の設定」に示すとおり，「燃料プールの冷却機能又

は注水機能が喪失することにより，燃料プール内の水の温度

が上昇し，蒸発により水位が低下する事故」である。 

想定事故１では，燃料プールの冷却機能喪失及び注水機能

喪失に伴い燃料プール水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して

蒸発することによって燃料プール水位が緩慢に低下するが，

燃料プールへの注水により，燃料プール水位が放射線の遮蔽

が維持される水位を確保できることを評価する。なお，燃料

プール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できるこ

とで，燃料棒有効長頂部は冠水が維持される。 

未臨界については，燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラッ

クセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，維持され

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定

事故１における運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

想定事故１に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

4.1.2－1表に示す。また，主要な評価条件について，想定事

故１特有の評価条件を以下に示す。 

なお，本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳し

い条件である，原子炉運転停止中の燃料プールを前提とする。
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とする。原子炉運転中の使用済燃料プールは，崩壊熱が原子

炉運転停止中の使用済燃料プールに比べて小さく事象進展が

緩やかになること，また，より多くの運転員による対応が可

能であることから本評価に包絡される。 

（添付資料 4.1.1） 

ａ．初期条件 

(a) 使用済燃料プールの初期水位及び初期水温

使用済燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水

量を厳しく見積もるため，使用済燃料プールと隣接する

原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは閉を

仮定する。また，使用済燃料プールの初期水温は，運転

上許容される上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱

使用済燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後

に最短時間（原子炉停止後 10 日）で取り出された全炉

心分の燃料が一時保管されていることを想定して，使用

済燃料プールの崩壊熱は約 11MW を用いるものとする。 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 19m3/h で

ある。 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料

プール冷却浄化系，残留熱除去系，復水補給水系等の機

能を喪失するものとする。 

(b) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。

外部電源が使用できない場合においても，燃料プール

代替注水系による使用済燃料プールへの注水は可能であ

り，外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資

源の評価の観点から厳しい評価条件となる外部電源が使

用できない場合を想定する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

とする。原子炉運転中の使用済燃料プールは，崩壊熱が原子

炉運転停止中の使用済燃料プールに比べて小さく事象進展が

緩やかになること，また，より多くの運転員による対応が可

能であることから本評価に包絡される。 

（添付資料 4.1.2） 

ａ．初期条件 

(a) 使用済燃料プールの初期水位及び初期水温

使用済燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水

量を厳しく見積もるため，使用済燃料プールと隣接する

原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは閉状

態を仮定する。また，使用済燃料プールの初期水温は，

運転上許容される上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱

使用済燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後

に最短時間（原子炉停止後 9 日）で取り出された全炉心

分の燃料が一時保管されていることを想定して，使用済

燃料プールの崩壊熱は約 9.1MW を用いるものとする。 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 16m３／h 

である。 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料

プール冷却浄化系，残留熱除去系，補給水系等の機能を

喪失するものとする。 

(b) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。

外部電源が使用できない場合においても，代替燃料プ

ール注水系による使用済燃料プールへの注水は可能であ

り，外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，常

設代替交流電源設備による緊急用母線への交流電源供給

が必要となることから，要員，資源の評価の観点から厳

しい評価条件となる外部電源が使用できない場合を想定

する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

原子炉運転中の燃料プールは，崩壊熱が原子炉運転停止中の

燃料プールに比べて小さく事象進展が緩やかになること，ま

た，より多くの運転員による対応が可能であることから本評

価に包絡される。 

（添付資料 4.1.1） 

ａ．初期条件 

(a) 燃料プールの初期水位及び初期水温

燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水量を厳

しく見積もるため，燃料プールと隣接する原子炉ウェル

の間に設置されているプールゲートは閉状態を仮定す

る。また，燃料プールの初期水温は，運転上許容される

上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱

燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後に最短

時間（原子炉停止後 10日）で取り出された全炉心分の燃

料が一時保管されていることを想定して，燃料プールの

崩壊熱は約 7.8MWを用いるものとする。 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 13m3/hで

ある。 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定

燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料プール

冷却系，残留熱除去系，復水輸送系等の機能を喪失する

ものとする。 

(b) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。

外部電源が使用できない場合においても，燃料プール

スプレイ系による燃料プールへの注水は可能であり，外

部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資源の評

価の観点から厳しい評価条件となる外部電源が使用でき

ない場合を想定する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

・評価条件の相違

【東海第二】 

実績を踏まえた設定

の相違。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【東海第二】 

島根２号炉の燃料プ 
ールスプレイ系は電動

弁を有していない。
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(a) 燃料プール代替注水系

使用済燃料プールへの注水は，可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）4 台を使用するものとし，崩壊熱による使用

済燃料プール水の蒸発量を上回る 45m3/h※3 にて注水す

る。 

※3 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ），燃料

プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の注水容

量はともに 45m3/h以上(4台)である。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注

水は，緊急時対策要員の移動，注水準備に必要な時間等

を考慮して，事象発生 12時間後から開始する。

(3) 有効性評価の結果

想定事故 1 における使用済燃料プール水位の推移を第

4.1.4図に，使用済燃料プール水位と線量率の関係を第 4.1.5

図に示す。 

ａ．事象進展 

使用済燃料プールの冷却機能が喪失した後，使用済燃料

プール水温は約 5℃/h で上昇し，事象発生から約 7 時間後

に 100℃に到達する。その後，蒸発により使用済燃料プー

ル水位は低下し始めるが，事象発生から 12 時間経過した

(a) 代替燃料プール注水系

使用済燃料プールへの注水は，可搬型代替注水中型ポ

ンプ 2 台を使用するものとし，崩壊熱による使用済燃料

プール水の蒸発量を上回る 50m３／h※にて注水する。 

※ 可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注

水系（注水ライン），常設低圧代替注水系ポンプによる

代替燃料プール注水系（注水ライン），可搬型代替注水

大型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン），

常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系

（常設スプレイヘッダ），可搬型代替注水中型ポンプに

よる代替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ），可

搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系

（常設スプレイヘッダ）及び可搬型代替注水大型ポンプ

による代替燃料プール注水系（可搬型スプレイノズル）

の注水容量は，全て 50m３／h 以上である。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとお

り設定する。 

(a) 代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注

水は，重大事故等対応要員の移動，注水準備に必要な時

間等を考慮して，事象発生 8 時間後から開始する。

(3) 有効性評価の結果

想定事故１における使用済燃料プール水位の推移を第 4.1

－4 図に，使用済燃料プール水位と線量率の関係を第 4.1－5 

図に示す。 

ａ．事象進展 

使用済燃料プールの冷却機能が喪失した後，使用済燃料

プール水温は約 6.9℃／h で上昇し，事象発生から約 5.1 

時間後に 100℃に到達する。その後，蒸発により使用済燃

料プール水位は低下し始めるが，事象発生から 8 時間経過

(a) 燃料プールスプレイ系

燃料プールへの注水は，大量送水車１台を使用するも

のとし，崩壊熱による燃料プール水の蒸発量を上回る

48m3/h※３にて注水する。 

※３ 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使

用），燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ使用）

の注水容量はともに 48m3/h以上である。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり

設定する。 

(a) 燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水は，

復旧班要員の移動及び注水準備に必要な時間等を考慮し

て，事象発生約 7.9時間後から開始する。 

(3) 有効性評価の結果

想定事故１における燃料プール水位の推移を第 4.1.2－1

図に，燃料プール水位と線量率の関係を第 4.1.2－2 図に示

す。 

ａ．事象進展 

燃料プールの冷却機能が喪失した後，燃料プール水温は

約 4.4℃/h で上昇し，事象発生から約 7.9 時間後に 100℃

に到達する。その後，蒸発により燃料プール水位は低下し

始めるが，事象発生から３時間 10分後までに燃料プールス

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

燃料プールスプレイ

系の構成及び設備容量

の相違。

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

燃料プールスプレイ

系の構成及び設備容量

の相違。

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる

約 7.9 時間後）を考慮し

て注水開始時間を設

定。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・運用の相違 
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時点で燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの

注水を開始すると，使用済燃料プール水位が回復する。 

その後は，使用済燃料プールの冷却機能を復旧するとと

もに，燃料プール代替注水系により，蒸発量に応じた量を

使用済燃料プールに注水することで，使用済燃料プール水

位を維持する。 

ｂ．評価項目等 

使用済燃料プール水位は，第 4.1.4 図に示すとおり，通

常水位から約 0.4m下まで低下するに留まり，有効燃料棒頂

部は冠水維持される。使用済燃料プール水温は事象発生約

7 時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，第 4.1.5 図に示すとおり，使用済燃料プール水位

が通常水位から約 0.4m 下の水位になった場合の線量率は，

約 1.0×10-3mSv/h 以下であり，必要な遮蔽の目安とした

10mSv/h※2 と比べて低いことから，この水位において放射

線の遮蔽は維持されている。なお，線量率の評価点は原子

炉建屋オペレーティングフロアの床付近としている。 

使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等

の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，

本事象においても未臨界は維持される。 

事象発生 12 時間後から燃料プール代替注水系による使

用済燃料プールへの注水を行うことで使用済燃料プール水

位は回復し，その後に蒸発量に応じた使用済燃料プールへ

の注水を継続することで安定状態を維持できる。 

した時点で代替燃料プール注水系による使用済燃料プール

への注水を開始すると，使用済燃料プール水位が回復する。 

その後は，使用済燃料プールの冷却機能を復旧するとと

もに，代替燃料プール注水系により，蒸発量に応じた量を

使用済燃料プールに注水することで，使用済燃料プール水

位を維持する。 

ｂ．評価項目等 

使用済燃料プール水位は，第 4.1－4 図に示すとおり，

通常水位から約 0.38m 下まで低下するにとどまり，燃料有

効長頂部は冠水維持される。使用済燃料プール水は事象発

生約 5.1 時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，第 4.1－5 図に示すとおり，使用済燃料プール水

位が通常水位から約 0.38m 下の水位になった場合の線量率

は，約 1.1mSv／h であり，必要な遮蔽の目安とした 10mSv

／h と比べて低いことから，この水位において放射線の遮

蔽は維持されている。なお，線量率の評価点は原子炉建屋

原子炉棟 6 階の床付近としている。 

使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等

の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，

本事象においても未臨界は維持される。 

事象発生 8 時間後から代替燃料プール注水系による使用

済燃料プールへの注水を行うことで使用済燃料プール水位

は回復し，その後に蒸発量に応じた使用済燃料プールへの

注水を継続することで安定状態を維持できる。 

プレイ系による燃料プールへの注水準備が完了し，事象発

生から約 7.9 時間経過した時点で燃料プールスプレイ系に

よる燃料プールへの注水を開始することから，燃料プール

水位は低下しない。 

その後は，燃料プールの冷却機能を復旧するとともに，

燃料プールスプレイ系により，蒸発量に応じた量を燃料プ

ールに注水することで，燃料プール水位を維持する。 

ｂ．評価項目等 

燃料プール水位は，第 4.1.2－1図に示すとおり，水位低

下することなく通常水位のままであるため，燃料棒有効長

頂部は冠水維持される。燃料プール水は事象発生約 7.9 時

間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，第 4.1.2-2 図に示すとおり，燃料プール水位は通

常水位のままであるため，燃料プール周りの線量率は，約

1.0×10-3mSv/h 以下であり，必要な遮蔽の目安とした

10mSv/h と比べて低いことから，この水位において放射線

の遮蔽は維持されている。なお，線量率の評価点は原子炉

建物原子炉棟４階の燃料取替機台車床としている。 

燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラック

セルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，本事象

においても未臨界は維持される。 

事象発生３時間 10 分後までに燃料プールスプレイ系に

よる燃料プールへの注水準備が完了するため，燃料プール

の水位が低下し始める事象発生約 7.9 時間後から蒸発量に

応じた燃料プールへの注水を継続することで安定状態を維

持できる。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる

約 7.9 時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は燃料プ 
ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系による注水準備

が完了する。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，水位低

下における線量率を厳

しく評価するため，燃料

プールの上部にある燃

料取替機台車床として

いる。

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる
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本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

（添付資料 4.1.3，4.1.4） 

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の

有効性を確認した。 

（添付資料 4.1.4，4.1.5，4.1.13） 

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の

有効性を確認した。 

（添付資料 4.1.3，4.1.4） 

約 7.9 時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 

4.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

想定事故 1 では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能が

喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運

転員等操作は，燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへ

の注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 4.1.2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，7 号炉を代表として，

評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよう

な設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を

与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に

示す。 

(a)運転員等操作時間へ与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 11MWに対し

て最確条件は約 10MW以下であり，評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プール水

温の上昇及び使用済燃料プール水位の低下は緩和される

が，注水操作は燃料の崩壊熱に応じた対応をとるもので

はなく，冷却機能喪失による異常の認知を起点とするも

のであることから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の 65℃

に対して最確条件は約 27℃～約 45℃であり，評価条件の

4.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

想定事故１では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能が

喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運

転員等操作は，代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへ

の注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第4.1－2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間へ与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約9.1MW に対

して最確条件は約9.1MW 未満であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プー

ル水温の上昇及び使用済燃料プール水位の低下は緩和さ

れるが，注水操作は燃料の崩壊熱に応じた対応をとるも

のではなく，冷却機能喪失による異常の認知を起点とす

るものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃

に対して最確条件は約12℃～約40℃であり，評価条件の

4.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

想定事故１では，燃料プールの冷却機能及び注水機能が喪失す

ることが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等

操作は，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作と

する。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第4.1.2-1表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間へ与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約7.8MWに対し

て最確条件は約7.8MW以下であり，評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，燃料プール水温の上

昇及び燃料プール水位の低下は緩和されるが，注水操作

は燃料の崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，冷却

機能喪失による異常の認知を起点とするものであること

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の65℃に対し

て最確条件は約17℃～約40℃であり，評価条件の不確か

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

プラント基数の相違 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。

・実績値の相違
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不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プールの初期水温より低くなり，

沸騰開始時間は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，

注水操作は使用済燃料プール水の初期水温に応じた対応

をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，通常水位よ

り低い水位の変動を考慮した場合，使用済燃料プール水

位が有効燃料棒頂部まで低下する時間及び使用済燃料プ

ール水位の低下による異常の認知の時間は短くなる。条

件によっては想定する冷却機能喪失による異常認知より

早くなり，それにより操作開始が早くなるが,注水操作は

冷却機能喪失による異常の認知を起点として操作を開始

するため，その起点より操作開始が遅くなることはない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，使用

済燃料プール水位の低下により原子炉建屋オペレーティ

ングフロアの線量率が上昇することから，その現場にお

ける長時間の作業は困難となる。ただし，燃料プール代

替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃料プー

ルへの注水操作は，屋外から実施できるため線量の影響

が小さいことから,運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プールの初期水温より低くなり，

沸騰開始時間は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，

注水操作は使用済燃料プール水の初期水温に応じた対応

をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，通常水位よ

り低い水位の変動を考慮した場合，使用済燃料プール水

位が燃料有効長頂部まで低下する時間及び使用済燃料プ

ール水位の低下による異常の認知の時間は短くなる。条

件によっては想定する冷却機能喪失による異常認知より

早くなり，それにより操作開始が早くなるが，注水操作

は冷却機能喪失による異常の認知を起点として操作を開

始するため，その起点より操作開始が遅くなることはな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，使用

済燃料プール水位が最大で約0.70m 低下し，放射線の遮

蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発

生から約5.8 時間後（10mSv／h の場合）となり，それ以

降は原子炉建屋原子炉棟6 階の線量率が10mSv／h を超

えることから，その現場における長時間の作業は困難と

なる。ただし，代替燃料プール注水系による使用済燃料

プールへの注水操作は，屋外から実施できるため線量の

影響が小さいことから,運転員等操作時間に与える影響

はない。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料プールの初期水温より低くなり，沸騰開始時間

は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，注水操作は燃

料プール水の初期水温に応じた対応をとるものではな

く，冷却機能喪失による異常の認知を起点とするもので

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に

対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件での初期

水位は通常水位を設定しているため，通常水位より低い

水位の変動を考慮した場合，燃料プール水位が燃料棒有

効長頂部まで低下する時間及び燃料プール水位の低下に

よる異常の認知の時間は短くなる。条件によっては想定

する冷却機能喪失による異常認知より早くなり，それに

より操作開始が早くなるが，注水操作は冷却機能喪失に

よる異常の認知を起点として操作を開始するため，その

起点より操作開始が遅くなることはないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，燃料

プール水位が最大で約1.1m低下するものの，放射線の遮

蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発

生から約1.1日後（10mSv/hの場合）であり，事象発生か

ら３時間10分後までに燃料プールスプレイ系による注水

が可能となることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

スロッシングに伴う

水位低下量の差異によ

る記載の相違。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，スロッ

シングによる水位低下

を考慮しても，放射線の

遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでに

燃料プールスプレイ系

による燃料プールへの

注水が可能である。

3094



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

水量がプールゲート閉時と比べ 2 倍程度となり，使用済

燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プール

水位の低下は緩和されるが，注水操作はプールゲートの

状態に応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失に

よる異常の認知を起点とするものであることから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

(b)評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 11MWに対し

て最確条件は約 10MW以下であり，評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の 65℃

に対して最確条件は約 27℃～約 45℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プール水温より低くなるため，沸

騰開始時間は遅くなり，使用済燃料プール水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。また，自然蒸発,使用済燃料プール

水温及び温度の上昇の非一様性により,評価で想定して

いる沸騰による使用済燃料プール水位低下開始時間より

早く使用済燃料プール水位の低下が始まることも考えら

れる。しかし，自然蒸発による影響は沸騰による水位の

低下と比べて僅かであり，気化熱により使用済燃料プー

ル水は冷却される。さらに，使用済燃料プール水温の非

一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対流によ

り影響が小さくなることが考えられる。仮に，事象発生

直後から沸騰による使用済燃料プール水位の低下が開始

すると想定した場合であっても，使用済燃料プール水位

が放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの

時間は事象発生から 1 日以上（10mSv/h※2の場合 6 号及

び 7号炉約 1.1日），使用済燃料プール水位が有効燃料棒

頂部まで低下する時間は事象発生から 3 日以上（6 号及

び 7 号炉 約 3.5 日）あり，事象発生から 12 時間後まで

に燃料プール代替注水系による注水が可能であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

水量がプールゲート閉時と比べ1.6 倍程度となり，使用

済燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プー

ル水位の低下は緩和されるが，注水操作はプールゲート

の状態に応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失

による異常の認知を起点とするものであることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料4.1.6, 4.1.7, 4.1.8） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 9.1MW に対

して最確条件は約 9.1MW 未満であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃

に対して最確条件は約12℃～約40℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プール水温より低くなるため，沸

騰開始時間は遅くなり，使用済燃料プール水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。また，自然蒸発，使用済燃料プー

ル水温及び温度の上昇の非一様性により，評価で想定し

ている沸騰による使用済燃料プール水位低下開始時間よ

り早く使用済燃料プール水位の低下が始まることも考え

られる。しかし，自然蒸発による影響は沸騰による水位

の低下と比べて僅かであり，気化熱により使用済燃料プ

ール水は冷却される。さらに，使用済燃料プール水温の

非一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対流に

より影響が小さくなることが考えられる。仮に，事象発

生直後から沸騰による使用済燃料プール水位の低下が開

始すると想定した場合，使用済燃料プール水位が放射線

の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事

象発生から約6.6 時間後（10mSv／h の場合）となり，そ

れ以降は原子炉建屋原子炉棟6 階の線量率が10mSv／h 

を超えることから，その現場における長時間の作業は困

難となる。ただし，代替燃料プール注水系による使用済

燃料プールへの注水操作は屋外での操作であるため，現

場操作に必要な遮蔽は維持される。事象発生8 時間後か

ら代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注

水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料プ

ール水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下は

緩和されるが，注水操作はプールゲートの状態に応じた

対応をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認

知を起点とするものであることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 7.8MW に対

して最確条件は約 7.8MW 以下であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の65℃に対し

て最確条件は約17℃～約40℃であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料プール水温より低くなるため，沸騰開始時間は

遅くなり，燃料プール水位の低下は緩和されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。

また，自然蒸発，燃料プール水温及び温度の上昇の非一

様性により，評価で想定している沸騰による燃料プール

水位低下開始時間より早く燃料プール水位の低下が始ま

ることも考えられる。しかし，自然蒸発による影響は沸

騰による水位の低下と比べて僅かであり，気化熱により

燃料プール水は冷却される。さらに，燃料プール水温の

非一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対流に

より影響が小さくなることが考えられる。仮に，事象発

生直後から沸騰による燃料プール水位の低下が開始する

と想定した場合であっても，燃料プール水位が放射線の

遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象

発生から約1.4日（10mSv/hの場合），燃料プール水位が

燃料棒有効長頂部まで低下する時間は事象発生から約

3.6日あり，事象発生から３時間10分後までに燃料プール

スプレイ系による注水が可能となることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

容積の相違 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。

・実績値の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

遮蔽が維持される最

低水位に到達する時間

の差異による記載の相

違。

・評価結果の相違

【東海第二】 
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初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を

考慮した場合，使用済燃料プールが通常水位から有効燃

料棒頂部まで低下する時間は短くなるが，仮に初期水位

を水位低警報レベル（通常水位から約 0.3m下※4）とした

場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低水位に

到達するまでの時間は事象発生から 1 日以上（10mSv/h※

2の場合 6 号及び 7 号炉 約 1.2 日），使用済燃料プール

水位が有効燃料棒頂部まで低下する時間は事象発生から

3 日以上（6 号及び 7 号炉 約 3.7 日）あり，事象発生か

ら 12 時間後までに燃料プール代替注水系による注水が

可能であることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，使用

済燃料プール水位の低下により原子炉建屋オペレーティ

ングフロアの線量率が上昇することから，その現場にお

ける長時間の作業は困難となる。ただし，燃料プール代

替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃料プー

ルへの注水操作は屋外での操作であるため，現場操作に

必要な遮蔽は維持される。事象発生 12時間後から燃料プ

ール代替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃

料プールへの注水を実施することにより，6 号及び 7 号

炉の使用済燃料プール水位が原子炉建屋オペレーティン

グフロアの放射線の遮蔽維持に必要な最低水位まで回復

する時間は事象発生から約 1.1日後（10mSv/h※2の場合，

6 号炉では約 1.0 日後，7 号炉では約 1.1 日後），通常水

位まで回復する時間は事象発生から約 1.9 日後（6 号炉

水を実施することにより，使用済燃料プール水位が原子

炉建屋原子炉棟6 階の放射線の遮蔽維持に必要な最低水

位まで回復する時間は事象発生から約8.6 時間後（10mSv

／h の場合），通常水位まで回復する時間は事象発生から

約12 時間後となる。また，使用済燃料プール水位が燃料

有効長頂部まで低下する時間は事象発生から2 日以上あ

り，事象発生から8 時間後までに代替燃料プール注水系

による注水が可能であることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。

初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を

考慮した場合，使用済燃料プールが通常水位から燃料有

効長頂部まで低下する時間は短くなるが，仮に初期水位

を水位低警報レベル（通常水位から約0.14m 下※１）とし

た場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低水位

に到達するまでの時間は事象発生から約10 時間（10mSv

／h の場合），使用済燃料プール水位が燃料有効長頂部ま

で低下する時間は事象発生から2 日以上あり，事象発生

から8 時間後までに代替燃料プール注水系による注水が

可能であることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，最大

で約0.70m の水位の低下が発生し，使用済燃料プール水

位が放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまで

の時間は事象発生から約5.8 時間後となり，それ以降は

原子炉建屋原子炉棟6 階の線量率が10mSv／h を超える

ことから，その現場における長時間の作業は困難となる。

ただし，代替燃料プール注水系による使用済燃料プール

への注水操作は屋外での操作であるため，現場操作に必

要な遮蔽は維持される。事象発生8 時間後から代替燃料

プール注水系による使用済燃料プールへの注水を実施す

ることにより，使用済燃料プール水位が原子炉建屋原子

炉棟6 階の放射線の遮蔽維持に必要な最低水位まで回復

する時間は事象発生から約8.9 時間後（10mSv／h の場

合），通常水位まで回復する時間は事象発生から約12 時

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に

対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件での初期

水位は通常水位を設定しているため，その変動を考慮し

た場合，燃料プールが通常水位から燃料棒有効長頂部ま

で低下する時間は短くなるが，仮に初期水位を水位低警

報レベル（通常水位から約0.27m下※４）とした場合であ

っても，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達する

までの時間は事象発生から約1.5日（10mSv/hの場合），

燃料プール水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は

事象発生から約3.8日あり，事象発生から３時間10分後ま

でに燃料プールスプレイ系による注水が可能であること

から，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，最大

で約1.1mの水位の低下が発生するが，燃料プール水位が

放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時

間は事象発生から約1.1日（10mSv/hの場合），燃料棒有

効長頂部まで低下する時間は事象発生から約3.3日あり，

事象発生から３時間10分後までに燃料プールスプレイ系

による注水が可能であることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。

島根２号炉は，放射線

の遮蔽が維持される最

低水位に到達する前に

燃料プールスプレイ系

による注水が可能であ

る。

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

スロッシングに伴う

水位低下量の差異によ

る記載の相違。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，スロッ

シングによる水位低下

を考慮しても，放射線の

遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでに

燃料プールスプレイ系
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では約 1.8日後，7号炉では約 1.9日後）となる。また，

使用済燃料プール水位が通常水位から有効燃料棒頂部ま

で低下する時間は事象発生から 2 日以上（6 号及び 7 号

炉 約 2.2 日）あり，事象発生から 12 時間後までに燃料

プール代替注水系による注水が可能であることから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ 2 倍程度となり，使用済

燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プール

水位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。

※4 使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域）の水

位低の警報設定値：6号炉通常水位-225mm，7号炉通常

水位-267mm 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の燃料プール代替注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，評価上の操作開始時間として事象

発生から 12時間後を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，当該操作は他の操作との重複はなく，

使用済燃料プールの冷却機能喪失による異常を認知した

時点で注水準備に着手可能であり，その準備操作にかか

る時間は 360 分を想定していることから，実態の操作開

始時間は想定している事象発生から 12 時間後より早ま

る可能性があり，運転員等操作時間に対する余裕は大き

くなる。 

間後となる。また，使用済燃料プール水位が通常水位か

ら燃料有効長頂部まで低下する時間は事象発生から2 日

以上あり，事象発生から8 時間後までに代替燃料プール

注水系による注水が可能であることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ1.6 倍程度となり，使用

済燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プー

ル水位の低下は緩和されることから，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕は大きくなる。

※1 使用済燃料プール水位の水位低の警報設定値：通常

水位－142mm 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の代替燃料プール注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，評価上の操作開始時間として事象

発生から8 時間後を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，当該操作は使用済燃料プールの冷却

機能喪失による異常の認知を起点として実施する可搬型

スプレイノズル等の設置作業※２終了後から開始するも

のであり，これを含めても準備操作にかかる時間は380 

分を想定していることから，実態の操作開始時間は想定

している事象発生から8 時間後より早まる可能性があ

り，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

※2 可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注

水系（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃

料プールスプレイの準備操作。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料プ

ール水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。 

※４ 燃料プール水位低の警報設定値：通常水位－272㎜

（添付資料4.1.5） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これ

らの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。ま

た，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラ

メータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへ

の注水操作は，評価上の操作開始時間として事象発生か

ら約7.9時間後を設定している。運転員等操作時間に与え

る影響として，当該操作は他の操作との重複はなく，燃

料プールの冷却機能喪失による異常を認知した時点で注

水準備に着手可能であり，その準備操作にかかる時間は

２時間50分を想定していることから，実態の操作開始時

間は想定している事象発生から約7.9時間後より早まる

可能性があり，運転員等操作時間に対する余裕は大きく

なる。 

による燃料プールへの

注水が可能である。

・設備設計の相違

【東海第二】 

容積の相違。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる

約 7.9 時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 
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(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の燃料プール代替注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間が早まり，使用済燃料プール

水位の回復を早める可能性があることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 4.1.5） 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の燃料プール代替注水系による使用済燃料プール

への注水操作については，放射線の遮蔽が維持される最低水

位に到達するまでの時間が事象発生から 1日以上（10mSv/h※2

の場合 6号及び 7号炉 約 1.4日），使用済燃料プール水位が

有効燃料棒頂部まで低下する時間が事象発生から 3日以上（6

号及び 7号炉 約 3.8日）であり，事故を検知して注水を開始

するまでの時間は事象発生から約 12 時間後と設定している

ため，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料 4.1.5） 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の代替燃料プール注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間が早まり，使用済燃料プール

水位の回復を早める可能性があることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料4.1.9） 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の代替燃料プール注水系による使用済燃料プール

への注水操作については，放射線の遮蔽が維持される最低水

位に到達するまでの時間が事象発生から約11 時間（10mSv／h 

の場合），使用済燃料プール水位が燃料有効長頂部まで低下す

る時間が事象発生から2 日以上であり，事故を検知して注水

を開始するまでの時間は事象発生から8 時間後と設定してい

るため，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料4.1.9） 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへ

の注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間が早まり，燃料プール水位の回復を

早める可能性があることから，評価項目となるパラメー

タに対する余裕は大きくなる。

（添付資料4.1.5） 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注

水操作については，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到

達するまでの時間が事象発生から約1.7日（10mSv/hの場合），

燃料プール水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間が事象

発生から約3.9日であり，事故を検知して注水を開始するまで

の時間は事象発生から約7.9時間後と設定しているため，準備

時間が確保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料4.1.5） 

(3)まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる

約 7.9 時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 

4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

想定事故 1 において，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対

4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

想定事故１において，重大事故等対策時における事象発生

4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

想定事故１において，重大事故等対策時における必要な要
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策時における必要な要員は，「4.1.1(3)燃料損傷防止対策」に

示すとおり 18 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要

員の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策要員等の

64名で対処可能である。 

なお，今回評価した原子炉の運転停止中ではなく，原子炉

運転中を想定した場合，事象によっては，原子炉における重

大事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，想定

事故 1 の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉

運転中を想定した場合，使用済燃料プールに貯蔵されている

燃料の崩壊熱が低いため，操作時間余裕が十分長くあり（原

子炉運転開始直後を考慮しても使用済燃料プール水が 100℃

に到達するまで最低でも 1日以上），原子炉における重大事故

又は重大事故に至るおそれのある事故の対応が収束に向かっ

ている状態での対応となるため，緊急時対策要員や参集要員

により対応可能である。 

(2) 必要な資源の評価

想定事故 1において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)

資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

ａ．水源 

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水

については，7 日間の対応を考慮すると，号炉あたり約

3,100m3の水が必要となる。6号及び 7号炉の同時被災を考

慮すると，合計約 6,200m3の水が必要である。水源として，

淡水貯水池に約 18,000m3の水を保有しており，水源を枯渇

させることなく 7日間の注水継続実施が可能である。 

（添付資料 4.1.6） 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事

象発生後 7 日間最大負荷で運転した場合，号炉あたり約

753kL の軽油が必要となる。燃料プール代替注水系による

使用済燃料プールへの注水については，保守的に事象発生

直後からの可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の運転を想定

2 時間までに必要な要員は，「4.1.1(3) 燃料損傷防止対策」

に示すとおり 17 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な

要員の評価結果」で説明している災害対策要員（初動）の 37 

名で対処可能である。 

また，事象発生 2 時間以降に必要な参集要員は 2 名であ

り，発電所構外から 2 時間以内に参集可能な要員の 72 名で

確保可能である。 

なお，今回評価した原子炉の運転停止中ではなく，原子炉

運転中を想定した場合，事象によっては，原子炉における重

大事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，想定

事故１の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉

運転中を想定した場合，使用済燃料プールに貯蔵されている

燃料の崩壊熱が低いため，操作時間余裕が十分長くあり（原

子炉運転開始直後を考慮しても使用済燃料プール水が 100℃

に到達するまで最低でも 1 日以上），原子炉における重大事

故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応が収束に向か

っている状態での対応となるため，災害対策要員（初動）や

参集要員により対応可能である。 

(2) 必要な資源の評価

想定事故１において，必要な水源，燃料及び電源は「6.1(2)

資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

ａ．水源 

代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水

については，7日間の対応を考慮すると,合計約2,120m３の水

が必要である。水源として，西側淡水貯水設備に約4,300m

３の水を保有しており，水源を枯渇させることなく7 日間の

注水継続実施が可能である。 

（添付資料 4.1.10） 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備

（常設代替高圧電源装置2 台）による電源供給については，

事象発生後7 日間これらを最大負荷で運転した場合，合計

約755.5kL の軽油が必要となる。 

軽油貯蔵タンクにて約800kL の軽油を保有しており，こ

員は，「4.1.1(3) 燃料損傷防止対策」に示すとおり 24名であ

る。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明

している緊急時対策要員の 43名で対処可能である。 

なお，今回評価した原子炉の運転停止中ではなく，原子炉

運転中を想定した場合，事象によっては，原子炉における重

大事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，想定

事故１の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉

運転中を想定した場合，燃料プールに貯蔵されている燃料の

崩壊熱が低いため，操作時間余裕が十分長くあり（原子炉運

転開始直後を考慮しても燃料プール水が 100℃に到達するま

で最低でも１日以上），原子炉における重大事故又は重大事故

に至るおそれのある事故の対応が収束に向かっている状態で

の対応となるため，緊急時対策要員により対応可能である。 

(2) 必要な資源の評価

想定事故１において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)

資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

ａ．水源 

燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水につい

ては，７日間の対応を考慮すると，約2,100m3の水が必要と

なる。水源として，輪谷貯水槽（西１／西２）に約7,000m3

の水を保有しており，水源を枯渇させることなく７日間の

注水継続実施が可能である。 

（添付資料4.1.6） 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，事

象発生後７日間最大負荷で運転した場合，運転継続に約

700m3の軽油が必要となる。燃料プールスプレイ系による燃

料プールへの注水については，保守的に事象発生直後からの

大量送水車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約11m3

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の相

違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 24 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【東海第二】 

常設代替電源設備か

ら電源供給する負荷が

異なる。

3099



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

すると，7日間の運転継続に号炉あたり約 15kLの軽油が必

要となる。 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及び

モニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，

事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続

に合計約 13kLの軽油が必要となる（6号及び 7号炉合計約

1,549kL）。 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及

び 7 号炉合計約 2,040kL）の軽油を保有しており，これら

の使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機に

よる電源供給，燃料プール代替注水系による使用済燃料プ

ールへの注水，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型

電源設備による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電

機による電源供給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 4.1.7） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機によって給電を行うものとする。6 号及び 7 号炉

において重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常

用ディーゼル発電機負荷に含まれることから，非常用ディ

ーゼル発電機による電源供給が可能である。 

の使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機等

及び常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置2 台）

による電源供給について，7 日間の継続が可能である。 

可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）による代替燃料プー

ル注水系による使用済燃料プールへの注水については，保

守的に事象発生直後からの可搬型代替注水中型ポンプ（2 

台）の運転を想定すると，7 日間の運転継続に約12.0kL の

軽油が必要となる。可搬型設備用軽油タンクにて約210kL 

の軽油を保有しており，この使用が可能であることから，

可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）による代替燃料プール

注水系による使用済燃料プールへの注水について，7 日間

の継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約75kL の軽油を保有しており，この使用が

可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源供

給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 4.1.11） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等及び常設代替交流電源設備によって給電を行う

ものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用デ

ィーゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディ

ーゼル発電機等による電源供給が可能である。 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

等対策に必要な負荷として，約407kW 必要となるが，常設

代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置2 台）の連続定

格容量は約2,208kW であり，必要負荷に対しての電源供給

が可能である。 

の軽油が必要となる。合計約711m3の軽油が必要となる。デ

ィーゼル燃料貯蔵タンクにて約730m3の軽油を保有してお

り，この使用が可能であることから非常用ディーゼル発電機

等による電源供給，燃料プールスプレイ系による燃料プール

への注水について，７日間の運転継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約

８m3 の軽油が必要となる。緊急時対策所用燃料地下タンク

にて約 45m3の軽油を保有しており，この使用が可能である

ことから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，

７日間の継続が可能である。 

（添付資料4.1.7） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

供給が可能である。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃

料タンクを有している。

また，モニタリングポス

トは非常用交流電源設

備又は常設代替交流電

源設備による電源供給

が可能である。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

常設代替電源設備か

ら電源供給する負荷が

異なる。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ
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また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備及びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

（添付資料4.1.12） 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

ル発電機もある。

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，緊急時

対策所は専用の発電機

を有している。また，モ

ニタリングポストは非

常用交流電源設備又は

常設代替交流電源設備

による電源供給が可能

である。 
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4.1.5 結論 

想定事故 1 では，使用済燃料プールの冷却系が機能喪失し，使

用済燃料プール水温が上昇し，やがて沸騰して蒸発することによ

って使用済燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置

がとられない場合には，使用済燃料プール水位の低下により燃料

が露出し，燃料損傷に至ることが特徴である。想定事故 1 に対す

る燃料損傷防止対策としては，燃料プール代替注水系による使用

済燃料プールへの注水手段を整備している。 

想定事故 1について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，燃料プール代替注水系による使用済燃

料プールへの注水により，使用済燃料プール水位を回復し維持す

ることができることから，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃料

損傷することはない。 

また，使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨界は維持

される。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される

水位の確保及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足し

ている。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，燃料プール代替注水系による使用済燃料プー

ルへの注水等の燃料損傷防止対策は，想定事故 1 に対して有効で

ある。 

4.1.5 結論 

想定事故１では，使用済燃料プールの冷却系が機能喪失し，使

用済燃料プール水温が上昇し，やがて沸騰して蒸発することによ

って使用済燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置

がとられない場合には，使用済燃料プール水位の低下により燃料

が露出し，燃料損傷に至ることが特徴である。想定事故１に対す

る燃料損傷防止対策としては，代替燃料プール注水系による使用

済燃料プールへの注水手段を整備している。 

想定事故１について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，代替燃料プール注水系による使用済燃

料プールへの注水により，使用済燃料プール水位を回復し維持す

ることができることから，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃料

損傷することはない。 

また，使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨界は維持

される。 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される

水位の確保及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足し

ている。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，代替燃料プール注水系による使用済燃料プー

ルへの注水等の燃料損傷防止対策は，想定事故１に対して有効で

ある。 

4.1.5 結論 

想定事故１では，燃料プールの冷却系が機能喪失し，燃料プー

ル水温が上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって燃料プー

ル水位が緩慢に低下することから，緩和措置がとられない場合に

は，燃料プール水位の低下により燃料が露出し，燃料損傷に至る

ことが特徴である。想定事故１に対する燃料損傷防止対策として

は，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水手段を整備

している。 

想定事故１について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，燃料プールスプレイ系による燃料プー

ルへの注水により，燃料プール水位を維持することができること

から，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃料損傷することはない。 

また，燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラック

セルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計により

水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨界は維持される。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持され

る水位の確保及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足

している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可

能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの

注水等の燃料損傷防止対策は，想定事故１に対して有効である。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料プ 
ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系による注水準備

が完了する。 
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第4.1.1 図 「想定事故1」の重大事故等対策の概略系統図 

（使用済燃料プールへの注水） 

第 4.1－1 図 想定事故１の重大事故等対策の概略系統図 第 4.1.1－1図「想定事故１」の重大事故等対策の概略系統図 

（燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水） 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】

3103



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 備  考 

第 4.1.2 図 「想定事故 1」の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号

炉「第 4.1.1-2 図 「想

定事故１」の対応手

順の概要」の備考欄参

照。
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東海第二発電所（2018.9.12版） 備  考 

第 4.1－2 図 想定事故１の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号

炉「第 4.1.1-2 図 「想

定事故１」の対応手

順の概要」の備考欄参

照。
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

第 4.1.1－2図 「想定事故１」の対応手順の概要 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 備  考 

第 4.1.3 図 「想定事故 1」の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号

炉「第 4.1.1－3 図 「想

定事故１」の作業と

所要時間」の備考欄参

照。
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東海第二発電所（2018.9.12版） 備  考 

第 4.1－3 図 想定事故１の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号

炉「第 4.1.1－3 図 「想

定事故１」の作業と

所要時間」の備考欄参

照。
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

第 4.1.1－3図 「想定事故１」の作業と所要時間 

・評価結果の相違に基

づく差異

・設備設計・手順に基

づく想定時間の差異

・評価上考慮しない操

作を含めて実際に実

施する操作について

要員の充足性を確認

（ただし，事前に対

応する要員を定める

ことが難しい機能回

復操作を除く）。
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第 4.1.4 図 使用済燃料プール水位の推移（想定事故 1） 

第 4.1.5 図 使用済燃料プール水位と線量率（想定事故 1） 

第 4 .1－ 4 図 使用済燃料プール水位の推移（ 想定事故１ ） 

第 4 .1－ 5 図 使用済燃料プール水位と線量率（ 想定事故１ ） 

第 4.1.2-1図 燃料プール水位の推移（想定事故 1） 

第 4.1.2-2図 燃料プール水位と線量率（想定事故 1） 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料プ 
ール水は事象発生約

7.9 時間で沸騰するが，

燃料プールスプレイ系

は事象発生３時間 10 分
後までには注水準備が

完了するため，水位の低

下することはなく維持

される 。

・設備設計及び評価結果 

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】
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て
 

本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けてい

る。

①
 

①
 

①
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・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，貯槽

燃料の燃焼度設定に

おいて，燃料の基本仕

様及び添付資料八と

の整合をとり，取出平

均燃焼度である９×  
９燃料 45Wd/t，ＭＯＸ

燃料 33Wd/t を設定し

ている。 
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・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 4.1.1〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 4.1.1 

使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

1. 使用済燃料プールの概要

図 1に使用済燃料プール等の平面図を示す。

定期検査時において，多くの場合はプールゲートが開放さ

れ，使用済燃料プールは原子炉ウェル，D/S ピット及びキャス

クピットと繋がっているが，有効性評価においては，プールゲ

ートを閉鎖している場合を想定し，原子炉ウェル，D/S ピット

及びキャスクピットの保有水量は考慮しない。 

図１ 使用済燃料プール等の平面図 

2. 放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位に

ついて

図 2に放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽

水位について示す。 

放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位

は，その状況（必要となる現場及び操作する時間）によって異

なる。重大事故等であることを考慮し，例えば 10mSv/hの場合

は，通常水位から約 2.1m※下の位置より高い遮蔽水位が必要で

ある。 

※放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プール水位の算

出方法については添付資料 4.1.2に示す。 

添付資料 4.1.2 

使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

1. 使用済燃料プールの概要

使用済燃料プール周辺の概要図を第 1図に示す。

施設定期検査時において，多くの場合はプールゲートが開放

され，使用済燃料プールは原子炉ウェル，ドライヤ気水分離器

貯蔵プール，キャスクピットとつながっているが，有効性評価

においてはプールゲートを閉鎖している場合を想定し，原子炉

ウェル，ドライヤ気水分離器貯蔵プール及びキャスクピットの

保有水量は考慮しない。 

第 1図 使用済燃料プール周辺の概要図 

2. 放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位

について

第 2図に放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮

蔽水位について示す。 

 放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位

は，その状況（必要となる現場及び操作する時間）によって異

なる。重大事故等であることを考慮し，例えば原子炉建屋原子

炉棟 6階において 10mSv／hの場合は，通常水位から約 0.86m※

下の位置より高い遮蔽水位が必要となる。 

※ 放射線の遮蔽の維持のために必要な水位の算出方法に

ついては添付資料 4.1.3に示す。

添付資料 4.1.1 

燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

１．燃料プールの概要 

  図１に燃料プール等の平面図を示す。 

  定期事業者検査時において，多くの場合はプールゲートが開

放され，燃料プールは原子炉ウェル，蒸気乾燥器・気水分離器

ピット（以下「ＤＳＰ」という。），キャスク仮置ピットと繋

がっているが，有効性評価においては，プールゲートを閉鎖し

ている場合を想定し，原子炉ウェル，ＤＳＰ及びキャスク仮置

ピットの保有水量は考慮しない。 

図１ 燃料プール等の平面図 

２．放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位について 

図２に放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位

について示す。 

  放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位は，その

状況（必要となる現場及び操作する時間）によって異なる。重

大事故等であることを考慮し，例えば 10mSv/hの場合は，通常

水位から約 2.6m※下の位置より高い遮蔽水位が必要である。 

※ 放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プール水位の算出方法に

ついては添付資料 4.1.2に示す。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図 2 放射線の遮蔽に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位 

3.使用済燃料プールの構造高さ，断面積及び保有水の容積に

ついて 

図 3に使用済燃料プールの構造高さを，表 1に使用済燃料プ

ールの断面積及び保有水の容積を示す。 

図 3 6号及び 7号炉の使用済燃料プールの構造高さ 

表 1 使用済燃料プールの断面積及び保有水の容積 

図 3 に示す各領域①,②及び③の保有水の容積は，使用済燃

料プール容積から使用済燃料プール内の機器の容積を差し引

くことで算出し,使用済燃料プールの領域①，②及び③の各断

面積については,求めた各領域の容積から高さを差し引いて求

第 2図 放射線の遮蔽に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位 

3. 使用済燃料プールの高さと断面積について

使用済燃料プールの高さを第 3図に，使用済燃料プールの断

面積及び保有水の容積を第 1表に示す。 

第 3図 東海第二発電所 使用済燃料プールの高さ 

第 1表 使用済燃料プールの断面積及び保有水の容積

 第 3図に示す各領域①～③の保有水の容積は，使用済燃料プ

ール容積から機器の容積を除くことで算出し，各領域の断面積

については，①の領域では使用済燃料プールの寸法より求めた

断面積を使用し，②，③の領域では求めた各領域の容積から高

図２ 放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位 

３．燃料プールの構造高さ，断面積及び保有水の容積について 

図３に燃料プールの構造高さを，表１に燃料プールの断面積及

び保有水の容積を示す。 

図３ 島根２号炉の燃料プールの構造高さ 

表１ 燃料プールの断面積及び保有水の容積 

図３に示す各領域①～③の保有水の容積は，燃料プール容

積から燃料プール内の機器の容積を差し引くことで算出し，

各領域の断面積については，①の領域では燃料プールの寸法

より求めた断面積を使用し，②，③の領域では求めた各領域

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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めた。なお，使用済燃料プールの断面積については各領域での

平均的な値を示しているが,使用済燃料プール内に設置されて

いる機器は領域②又は領域③のプール下部であるため,保有水

量に対する水位の低下という観点で保守的な評価となってい

る。 

4.想定事故 1における時間余裕

使用済燃料プールの冷却機能喪失に伴う崩壊熱による使用

済燃料プール水位の低下について，以下の式を用いて評価を行

った。事象を厳しく評価するため，使用済燃料プールの初期水

温は，運転上許容される最高水温の 65℃とする。また，発生す

る崩壊熱は全て使用済燃料プールの水温上昇及び蒸発に寄与

するものとし，使用済燃料プールの水面，壁面等からの放熱は

考慮しない。さらに,注水時においては顕熱を考慮せず注水流

量から崩壊熱相当の蒸発量を差し引いた分の水が注水される

ことを想定した。 

○評価方法及び評価条件

①冷却機能喪失から沸騰までの時間

②沸騰による蒸発量と沸騰開始から有効燃料棒頂部冠水

部まで水位が低下するまでの時間

③沸騰による使用済燃料プール水位の低下平均速度

使用済燃料プールの下部は機器等が設置されており保有水

が少ないため，使用済燃料プールの下部では水位低下速度は早

く，使用済燃料プールの上部では水位低下速度は遅い。有効燃

料棒頂部に水位が到達するまでの時間評価では，保守的に一律

の水位低下速度を想定する。 

さを除して求めた。なお，断面積については各領域での平均的

な値を示しているが，プール内に設置されている機器の多くは

②，③の底部又は壁面下部にあるため，平均化によって上部の

断面積が実際より狭く評価される。保有水量に対する水位の低

下という観点では断面積が小さいほど水位低下速度は速くな

ることから，保守的な評価となっている。 

4. 想定事故１における時間余裕

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪失時におけ

る崩壊熱による使用済燃料プール水の沸騰までの時間，沸騰開

始後の水位低下時間及び沸騰による水位低下平均速度につい

て，以下の式を用いて算定した。事象を保守的に評価するため，

使用済燃料プールの初期水温は，運転上許容される上限値であ

る 65℃とする。また，発生する崩壊熱は全て水温上昇及び蒸発

に寄与するものとし，使用済燃料プールの水面及び壁面等から

の放熱を考慮しない。 

(1) 算定方法，算定条件

ａ．冷却機能停止から沸騰までの時間 
 

※２

３

３３※１

燃料の崩壊熱

／水の密度量使用済燃料プールの水／℃／水の比熱℃－℃
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かかる時間長頂部まで水位低下に通常水位から燃料有効

長頂部までの高低差通常水位から燃料有効
＝／水位低下速度

 使用済燃料プールの下部は機器等が設置されており，保有水が

少ないため，使用済燃料プールの下部では水位低下速度は早く，

使用済燃料プール上部では水位低下速度は遅い。ここでは，燃料

有効長頂部に水位が到達するまでの時間評価では，保守的に一律

の水位低下速度を想定する。 

の容積から高さで除して求めた。なお，燃料プールの断面積

については各領域での平均的な値を示しているが，燃料プー

ル内に設置されている機器は領域②又は領域③のプール下

部であるため，保有水量に対する水位の低下という観点で保

守的な評価となっている。 

４．想定事故１における時間余裕 

燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪失時における崩

壊熱による燃料プール水位の沸騰までの時間，沸騰開始後の

水位低下時間及び沸騰による水位低下平均速度について，以

下の式を用いて評価を行った。事象を保守的に評価するた

め，燃料プールの初期水温は，運転上許容される上限値で

ある 65℃とする。また，発生する崩壊熱はすべて燃料プー

ルの水温上昇及び蒸発に寄与するものとし，燃料プールの

水面，壁面等からの放熱は考慮しない。 

○評価方法及び評価条件

燃料プールの下部は機器等が設置されており，保有水が少

ないため，燃料プールの下部では水位低下速度は早く，燃料

プール上部では水位低下速度は遅い。燃料棒有効長頂部に水

位が到達するまでの時間評価では，保守的に一律の水位低下

速度を想定する。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，燃料

プール水位が低下し始

める前に，燃料プール

スプレイ系による注水

準備が完了するため，

水位が回復する際の評

価を実施していない。 
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表 2 評価に使用する値 

なお，①～③の式による算出については以下の保守的な仮定

及び非保守的な仮定に基づく評価であるが，総合的に使用済燃

料プールの水面や壁面からの放熱を考慮していないことの影

響が大きく，保守的な評価となっていると考えられる。 

＜保守的な仮定＞ 

・使用済燃料プール水温の温度変化に対する比熱及び密度の

評価にて，もっとも厳しくなる値を想定している。

・使用済燃料プールの水面,壁面等からの放熱を考慮してい

ない。 

＜非保守的な仮定＞ 

・簡易的な評価とするために使用済燃料プール水温を全て均

一の温度とし，プール全体が 100℃に到達した時間を沸騰

開始としている。

なお,注水等の操作時間余裕は十分に大きいことからこれら

の評価の仮定による影響は無視できる程度だと考える。 

上記計算式を用いて，以下の条件にて算定した。 

 なお，ａ．～ｃ．の算出においては以下の保守的な仮定と非

保守的な仮定があるが，総合的に使用済燃料プールの水面や壁

面からの放熱を考慮していないことの影響が大きいと考えら

れ，保守的な評価になっていると考えられる。 

【保守的な仮定】 

・温度変化に対する比熱及び密度の計算にて最も厳しくなる

値を想定している。

・使用済燃料プールの水面や壁面からの放熱を考慮していな

い。 

【非保守的な仮定】 

・簡易的な評価とするため，プール水は全て均一の温度と仮定

し，プール全体が 100℃に到達した時間を沸騰開始として

いる。

 なお，注水等の操作時間余裕は十分に大きいことから，これ

らの評価の仮定による影響は無視できる程度であると考える。 

表２ 評価に使用する値 

なお，①～③の式による算出については以下の保守的な仮定

及び非保守的な仮定に基づく評価である。 

＜保守的な仮定＞ 

・燃料プール水温の温度変化に対する比熱及び密度の評価に

て，時間を短く評価する最も厳しくなる値を想定している。 

・燃料プールの水面，壁面等からの放熱を考慮せず，崩壊熱

がすべて燃料プール水温上昇及び蒸発に寄与するものとし

ている。

＜非保守的な仮定＞ 

・簡易的な評価とするために燃料プール水温をすべて均一の

温度とし，プール全体が 100℃に到達した時間を沸騰開始と

しており，燃料プール水温の非一様性を考慮していない。

なお，発熱源は燃料プール下方に位置する燃料集合体であ

り，自然対流の効果により非一様性は緩和される。

非保守的な仮定を設定することを踏まえ，事象発生直後から

沸騰による燃料プール水位の低下が開始すると想定した場合

の評価についても実施する。 

なお，注水等の操作時間余裕は十分に大きいことからこれら

の評価の仮定による影響は無視できる程度であると考える。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

3118



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表 3 評価結果 

6 号及び 7 号炉の使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場

合，使用済燃料の崩壊熱により使用済燃料プール水温が上昇

し，事象発生から約 7時間後に沸騰が開始され，蒸発により使

用済燃料プールの水位低下が始まる。この時の蒸発量は，約

19m3/hである。 

よって，使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽に必要な通常

水位から約 2.1m（10mSv/hの場合）下の位置まで低下するまで

の時間は，6 号及び 7 号炉の各号炉ともに事象発生から約 1.4

日後であり，重大事故等対策として期待する可搬型代替注水ポ

ンプ（A-2 級）を用いた燃料プール代替注水系による注水操作

の時間余裕は十分にある。 

＜参考＞ 

有効性評価では崩壊熱が厳しい定期検査中に全炉心燃料が

使用済燃料プールに取り出される想定であり，通常運転中の想

定は以下のとおりとなる。 

使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合，使用済燃料の

崩壊熱により使用済燃料プール水温が上昇し，約 1.3日後に沸

騰が開始され，その後使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽に

必要な通常水位から約 2.1m（10mSv/hの場合）下の位置まで低

下するまでの時間は，事象発生から約 6.0日後となる。このよ

うに原子炉運転中の使用済燃料プールは，原子炉停止中の使用

済燃料プールに比べてさらに長い時間余裕がある。 

(2) 算定結果

  使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱

により使用済燃料プール温度が上昇し，約 5.1時間後に沸騰開

始となり，蒸発により水位低下が始まる。このときの蒸発量は

約 16m３／hである。 

よって，使用済燃料プールの水位が放射線の遮蔽が維持され

る最低水位（通常水位より約 0.86m下）まで低下する時間は約

11時間後であり，可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プ

ール注水系（注水ライン）を使用した注水操作の時間余裕は十

分にある。 

＜参考＞ 

 有効性評価では崩壊熱が厳しい施設定期検査中に全炉心燃料

が取り出されている想定であり，通常運転中の想定は以下のとお

りとなる。 

 使用済燃料プール冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱によ

り使用済燃料プール温度が上昇し，約 1.5日後に沸騰開始となり，

その後，放射線の遮蔽が維持される最低水位（通常水位より約

0.86m 下）まで使用済燃料プールの水位が低下するのは約 2.7 日

後となる。このように原子炉運転中の使用済燃料プールは，原子

炉停止中の使用済燃料プールに比べて更に長い時間余裕がある。 

表３ 評価結果 

燃料プールの冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱により燃

料プール水温が上昇し，事象発生から約 7.9時間後に沸騰が開始

され，蒸発により燃料プールの水位低下が始まる。この時の蒸発

量は，約 13m3/hである。 

よって，燃料プール水位が放射線の遮蔽に必要な通常水位から

約 2.6m(10mSv/hの場合)下の位置まで低下するまでの時間は，事

象発生から約 1.7日後であり，重大事故等対策として期待する燃

料プールスプレイ系による注水操作の時間余裕は十分にある。 

＜参考＞ 

有効性評価では崩壊熱が厳しい定期事業者検査中に全炉心

燃料が燃料プールに取り出される想定であり，通常運転中の想

定は以下のとおりとなる。 

燃料プールの冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱により

燃料プール水温が上昇し，事象発生から約 1.1日後に沸騰が開

始され，その後燃料プール水位が放射線の遮蔽に必要な通常水

位から約 2.6m(10mSv/hの場合)下の位置まで低下するまでの

時間は，事象発生から約 6.1日後となる。このように原子炉運

転中の燃料プールは，原子炉停止中の燃料プールに比べてさら

に長い時間余裕がある。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表 4 通常運転中の想定※ 表４ 通常運転中の想定※ ・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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5. 燃料取出スキーム

(1) 算定条件

燃料取出スキームの算定条件を下表に示す。 

(2) 燃料取出スキーム

崩壊熱を保守的に評価するに当たり，使用済燃料プール内

に，貯蔵容量である 2,250体の燃料が貯蔵されているとした。

そのうち施設定期検査時取出燃料は原子炉内に装荷されてい

る全燃料（764体），それ以前の施設定期検査時に取り出された

燃料は９×９燃料（Ａ型）の平衡炉心における燃料取替体数

（168体）ずつ取り出されたものと仮定した。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 4.1.2〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 4.1.2 

｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率｣の評価に

ついて 

1. 使用済燃料の評価条件

使用済燃料プール内のラックに燃料が全て満たされた状態を

仮定し，その時の使用済燃料を線源とする。 

評価条件を以下に示す。 

○線源形状：使用済燃料プール内のラックに使用済燃料が全て

満たされた状態 

○線源材質：使用済燃料及び水を考慮（密度 g/cm3） 

○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，エネルギ 18

群（ORIGEN 群構造） 

○線源強度は，以下の条件で ORIGEN2 コードを使用して算出

・燃料照射期間：1915 日（燃焼度 50GWd/t 相当の値）

・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型 （低 Gd）

・濃縮度： （wt%） 

・U 重量：燃料一体あたり （kg） 

・停止後の期間※：10 日（実績を考慮した値を設定）

添付資料 4.1.3 

水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率の算出につ

いて 

1. 使用済燃料からの線量率の計算条件

使用済燃料プール内のラックの全てに使用済燃料が貯蔵さ

れた状態を仮定し，その時の使用済燃料を線源とする。 

  計算条件を以下に示す。 

○線源形状：使用済燃料プール内のラックの全てに使用済燃料

が満たされた状態 

○線源材質：使用済燃料及び水を考慮（密度 g／cm３） 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，エネルギ 4群とする。 

○線源強度：文献※１に記載のエネルギ当たりの線源強度を基

に，９×９燃料（Ａ型）の体積当たりの線源強度を式①で算

出した。

このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使用して

いる線源強度（文献値）に対する燃料照射期間は 10６時間（約

114 年）であり，東海第二発電所の燃料照射期間を十分に包

絡している。 

・燃料照射期間：10６時間

・原子炉停止後の期間※２：停止後 9 日（実績を考慮した値を

設定） 

・燃料集合体当たりの熱出力：4.31MW／体（９×９燃料（Ａ

型）） 

・燃料集合体体積：約 7.2E+04cm３（９×９燃料（Ａ型））

※1 Blizard E.P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B,SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS,New York,London,1962” 

添付資料 4.1.2 

「水遮蔽厚に対する貯蔵中の燃料等からの線量率」の評価につい

て 

１．燃料集合体の評価条件 

燃料プール内の使用済燃料貯蔵ラックに燃料がすべて満た

された状態を仮定し，その時の燃料集合体を線源とする。 

評価条件を以下に示す。 

○線源形状 ：燃料プール内の使用済燃料貯蔵ラックに燃料

がすべて満たされた状態 

○線源材質 ：燃料集合体及び水を考慮（密度  g/cm3） 

○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，エネルギ

４群とする。 

○線源強度：文献※１に記載のエネルギあたりの線源強度を基

に，９×９燃料（Ａ型）の体積あたりの線源強度を式①で

算出した。

このときの線源条件は以下とする。なお，本評価で使用し

ている線源強度（文献値）に対する燃料照射期間は 10６時

間（約 114年）であり，島根２号炉の燃料照射期間を十分

に包絡している。 

・燃料照射期間 ：106時間（無限照射）

・停止後の期間※２ ：10日（実績を考慮した値を設定）

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃料（Ａ

型）） 

・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ型）） 

※１ Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B, SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, London, 1962” 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違

【東海第二】 

 実績を踏まえた設定

の相違。 

・設備設計の相違

【東海第二】

･･･① 
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※ 原子炉停止後 10 日とは全制御棒全挿入からの時間を示し

ている。通常停止操作において原子炉の出力は全制御棒全

挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させるが、線

源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時

に出力を低下させる保守的な評価条件となっている。

○評価モデル：直方体線源

線量率評価は QAD-CGGP2R コードを用いており，その評価モ

デルを図 1 に示す。また，評価により求めた線源強度を表 1 に

示す。 

※2 原子炉停止後 9日とは全制御棒全挿入からの時間を

示している。通常停止操作において原子炉の出力は

発電機解列以前から徐々に低下させるが，線源強度

評価は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時に

出力を低下させる保守的な条件となっている。 

○計算モデル：直方体線源

線量率計算はＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード（ver1.04）を用

いており，その評価モデルを第 1図に示す。また，式①で算出

した体積当たりの線源強度を第 1表に示す。 

なお，評価モデルにおいては，燃料有効長以外の構造体は評

価対象に含めていないが，実際の使用済燃料では，燃料有効長

以外の構造体（上部タイプレート等）においても，放射化等に

より線源を有している。しかしながら，燃料有効長以外の構造

体の線源強度は，10９cm－３・s－１程度と考えられ※３，燃料有効

長に比べて 1％程度と小さい。本線量評価は，使用済燃料プー

ルにおいて放射線の遮蔽が維持される水位を評価するもので

あり，放射線の遮蔽が維持される水位（通常水位から約 0.86m

下）においては，使用済燃料由来の線量率は小さく（第 7図参

照），線量率全体の 0.01％未満の寄与であるため，評価結果に

対する燃料有効長以外の構造体からの影響は十分に無視でき

る。 

※3 同等の材料組成及び中性子照射量を受けていると考え

られる制御棒中間部と同等の線源強度と仮定（第 2表

参照） 

※２ 原子炉停止後10日とは全制御棒全挿入からの時間を示

している。通常停止操作において原子炉の出力は全制

御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下さ

せるが，線源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラム

のような瞬時に出力を低下させる保守的な評価条件と

なっている。 

○評価モデル：直方体線源

線量率評価は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いてお

り，その評価モデルを図１に示す。また，評価により求めた

線源強度を表１に示す。 

なお，評価モデルにおいては，燃料棒有効長以外の構造体

は評価対象に含めていないが，実際の燃料集合体では，燃料

棒有効長以外の構造体（上部タイプレート等）においても，

放射化等により線源を有している。しかしながら，燃料棒有

効長以外の構造体の線源強度は，燃料棒有効長に比べて十分

小さいと考えられる。本線量評価は，燃料プールにおいて放

射線の遮蔽が維持される水位を評価するものであり，放射線

の遮蔽が維持される水位（通常水位から約 2.6m下）におい

ては，燃料集合体由来の線量率は小さく（図７参照），線量

率全体の 0.1％未満の寄与であるため，評価結果に対する燃

料棒有効長以外の構造体からの影響は十分に無視できる。 

・評価条件の相違

【東海第二】 

 実績を踏まえた設定

の相違。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉では，燃

料棒有効長頂部とそれ

以外の構造物の線源強

度の比較について定性

的な考察を実施してお

り，東海第二は，燃料

有効長以外の構造体の

線源強度を制御棒中間

部と同等だと仮定して

定量的な考察を実施し

ている。なお，燃料棒

有効長以外の構造体か

らの影響は十分に無視

できるという結論に変

わりはない。 
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図１ 使用済燃料の線量率評価モデル 

表１ 使用済燃料の線源強度 

第 1図 使用済燃料の線量率計算モデル 

第 1表 使用済燃料の線源強度 

図１ 燃料集合体の線量率評価モデル 

表１ 燃料集合体の線源強度 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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2. 使用済制御棒（制御棒貯蔵ラック）の計算条件

  使用済燃料プール内の制御棒貯蔵ラックの使用済制御棒を

線源とする計算条件を以下に示す。 

○線源形状：制御棒貯蔵ラックの制御棒用スペースが全て満た

された状態 

○線源材料：水（密度 0.958g／cm３※）

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を設定 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線はエネルギ 18群（ＯＲ

ＩＧＥＮ群構造）とする。 

○線源強度は，使用済制御棒を高さ方向に 3領域に分割し，使

用済制御棒上部はピンローラを，使用済制御棒中間部はアブ

ソーバ管やタイロッド等を，使用済制御棒下部は落下速度リ

ミッタを代表としてモデル化している。制御棒へ照射される

中性子フラックスは，制御棒が全挿入された状態での照射を

想定した値とした。 

照射期間については，制御棒照射量制限値（Ｂ４Ｃ型：

1.5snvt）を炉心中央の平均熱中性子フラックスで除した値

とした（435日）。 

○制御棒貯蔵ラックには冷却期間が異なる使用済制御棒が貯蔵

されていることを想定し，制御棒貯蔵ラックに保管されている

使用済制御棒を 3領域毎に分割の平均線源強度を式②により

算出した。 

制御棒のタイプはＢ４Ｃ型の 1タイプ，冷却期間は 0～1サイ

クルの 2種類，全貯蔵本数は 24本とした。

○計算モデル：直方体線源

線量率計算はＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いており，そ

の評価モデルを第 2図に示す。また，計算により求めた線源強

度を第 2表に示す。 

・評価条件の相違

【東海第二】 

島根２号炉の制御

棒・破損燃料貯蔵ラッ

クは，使用済燃料ラッ

ク同様に燃料プールの

底部付近に設置されて

いるため，そこからの

線量寄与に支配的な線

源としては使用済燃料

のみを考慮している。 

･･･② 
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第 2図 制御棒貯蔵ラックの線量率計算モデル 

第 2表 制御棒貯蔵ラック内の使用済制御棒の線源強度 
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2. 使用済制御棒の評価条件

使用済燃料プール内の使用済制御棒を線源とする評価条件を

以下に示す。 

○線源形状：使用済燃料プール内の使用済制御棒貯蔵ハンガの

全てに使用済制御棒が満たされた状態 

○線源材質：水（密度 958kg/m3※）

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最

小となる 100℃の値を採用

○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線はエネルギ 18

群（ORIGEN 群構造）とする。 

○線源強度：使用済制御棒を高さ方向に 3 領域に分割し，使用

済制御棒上部は上部ローラを，使用済制御棒中間

部はアブソーバ管やタイロッド等を，使用済制御

棒下部は下部ローラを代表としてモデル化して

いる。使用済制御棒中間部は制御棒を挿入時（照

射期間 426 日）にのみ，使用済制御棒上部は挿入

時と引き抜き時（照射期間 1278 日）の間，炉心

下部の出力ピーキングに応じた中性子が照射さ

れるものとする。また，使用済制御棒下部は使用

済制御棒上部と同じ線源強度とする。 

また，使用済燃料プールには，タイプ別でか

つ，冷却期間の異なる使用済制御棒が混在して

貯蔵されていることを想定し，貯蔵使用済制御

棒全体の放射能を保存して平均した線源強度

を式(1)により算出した。 

制御棒のタイプは Hf 及び B4C の 2 タイプ，

冷却期間は 0～10 サイクルの 11 種類，全貯蔵

本数は 204 本とした。 

3. 使用済制御棒（制御棒貯蔵ハンガ）の計算条件

使用済燃料プール内の制御棒貯蔵ハンガの使用済制御棒を

線源とする計算条件を以下に示す。 

○線源形状：制御棒貯蔵ハンガの全てに制御棒が吊るされた状

態 

○線源材料：水（密度 0.958g／cm３※）

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最

小となる 100℃の値を設定

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線はエネルギ 18 群（ＯＲ

ＩＧＥＮ群構造）とする。 

○線源強度は，使用済制御棒を高さ方向に 3領域に分割し，使

用済制御棒上部はピンローラを，使用済制御棒中間部はアブ

ソーバ管やタイロッド等を，使用済制御棒下部は落下速度リ

ミッタを代表としてモデル化している。制御棒へ照射される

中性子フラックスは，制御棒が全挿入された状態での照射を

想定した値とした。照射期間については，制御棒照射量制限

値（Ｈｆ型：4snvt，Ｂ４Ｃ型：1.5snvt）を炉心中央の平均

熱中性子フラックスで除した値とした（Ｈｆ型：1,160 日，

Ｂ４Ｃ型：435日）。 

○制御棒貯蔵ハンガには，タイプ別でかつ冷却期間の異なる使

用済制御棒が混在して貯蔵されていることを想定し，モデル

上で分割した 3領域毎に使用済制御棒全体の放射能を保存し

た平均線源強度を式③により算出した。 

制御棒のタイプはＨｆ，Ｂ４Ｃの 2タイプ，冷却期間は 0～10

サイクルの 11種類，全貯蔵本数は 156 本とした。

２．使用済制御棒の評価条件 

燃料プール内の使用済制御棒を線源とする評価条件を以下

に示す。 

○線源形状 ：燃料プール内の制御棒貯蔵ハンガの全てに使

用済制御棒が満たされた状態 

○線源材料 ：水（密度：0.958g/㎝ 3 ※）

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のう

ち，最小となる 100℃の値を採用

○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線はエネルギ 18

群（ＯＲＩＧＥＮ群構造）とする。 

○線源強度 ：使用済制御棒を高さ方向に３領域に分割し，

使用済制御棒上部は上部ローラを，使用済制

御棒中間部は中性子吸収材を，使用済制御棒

下部は下部ローラを代表としてモデル化し

ている。使用済制御棒中間部は制御棒を挿入

時にのみ，使用済制御棒上部は挿入時と引き

抜き時の間，中性子が照射されるものとす

る。照射期間については，制御棒挿入時に照

射される制御棒は全てＨｆ型制御棒とし，制

御棒照射量制限値（Ｈｆ型：  ）を炉

心中央の平均熱中性子フラックスで除した

値とした。制御棒引き抜き時に照射される制

御棒は全てＢ４Ｃ型制御棒とし，制御棒照射

量制限値（Ｂ４Ｃ型： ）を炉底部熱

中性子フラックスで除した値とした。また，

使用済制御棒下部は使用済制御棒上部と同

じ線源強度とする。 

また，燃料プールには，タイプ別でかつ，冷却期間の異

なる使用済制御棒が混在して貯蔵されていることを想定

し，貯蔵使用済制御棒全体の放射能を保存して平均した線

源強度を式②により算出した。 

制御棒タイプはＨｆ型，Ｂ４Ｃ型の２タイプ，冷却期間は

０～10サイクルの 11種類，全貯蔵本数は 144本とした。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違

【東海第二】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

･･･③ 
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使用済制御棒の内訳は表 2 に示すとおり，現

在（2014 年 9 月時点）貯蔵されている使用済

制御棒から貯蔵数が最大になるように毎サイ

クル B4C 型と Hf型制御棒がそれぞれ取り出さ

れることを想定した。なお，取り出す制御棒は，

今後 B4C 型制御棒の使用を計画していること，

同一照射条件における B4C 型および Hf 型制御

棒の主要核種の放射能量は取り出し後の時間

が短い場合において Hf 型制御棒の方が僅かに

大きくなること，過去に Hf 型制御棒の使用実

績があること等を踏まえ，B4C 型制御棒だけで

なく，Hf 型制御棒についても想定した。 

○評価モデル：直方体線源

線量率評価は QAD-CGGP2R コードを用いておりその評価モデ

ルを図 2 に示す。また，評価により求めた線源強度を表 3 に示

す。 

表２ 制御棒のタイプ別，冷却期間別の貯蔵本数 

○計算モデル：直方体線源

線量率計算はＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード（ver1.04）を用

いており，その評価モデルを第 3図に示す。また，計算により

求めた線源強度を第 3表に示す。 

使用済制御棒の内訳は表２に示すとおり，定期検査ごと

に取り出された照射済制御棒の本数の実績を参考に，貯蔵

数が最大となるように毎サイクルＨｆ型とＢ４Ｃ型制御棒

がそれぞれ取り出されることを想定した。 

○評価モデル ：直方体線源

線量率評価は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いておりそ

の評価モデルを図２に示す。また，評価により求めた線源強度

を表３に示す。 

表２ 制御棒のタイプ別，冷却期間別の貯蔵本数 

タイプ
冷却期間 

（サイクル）

冷却期間 

（day） 

本数 

（本） 

Ｈｆ型 

制御棒 

０ 10 ９ 

１ 506 ４ 

２ 1002 ４ 

３ 1498 ４ 

４ 1994 ４ 

５ 2490 ４ 

６ 2986 ４ 

７ 3482 ４ 

８ 3978 ４ 

９ 4474 ４ 

10 4970 ５ 

Ｂ４Ｃ型 

制御棒 

０ 10 12 

１ 506 ８ 

２ 1002 ８ 

３ 1498 ８ 

４ 1994 ８ 

５ 2490 ８ 

６ 2986 ８ 

７ 3482 ８ 

８ 3978 ８ 

９ 4474 ８ 

10 4970 10 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図２ 使用済制御棒の線量率評価モデル 

表３ 使用済制御棒の線源強度 第 3図 制御棒貯蔵ハンガの線量率計算モデル 

第 3表 制御棒貯蔵ハンガの使用済制御棒の線源強度 

図２ 使用済制御棒の線量率評価モデル 

表３ 使用済制御棒の線源強度 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率評価モデルにつ

いて 

使用済制御棒は次に示すようにステンレスの使用済制御棒ハ

ンガにハンドル部を通して格納されている。評価ではこの構造

材を含めた使用済制御棒設置箇所を直方体の線源としてモデル

化している。 

遮蔽評価をする際，線源材料にも密度を設定することで自己

遮蔽等の評価を行う。本評価ではこちらの設定を使用済制御棒

が冠水時（①），一部露出時（②），露出時（③）のいずれにお

いても遮蔽性能の低い水として評価している。 

こちらは露出時（③）において, 使用済制御棒間等は気中で

あるが，使用済制御棒は水より密度の大きいステンレスや炭化

ホウ素（またはハフニウム）等で構成されていること，線源以

外にも使用済制御棒ハンガのような構造材があることから十分

保守的なモデルとなっている。 

冠水時（①），一部露出時（②）の状態においては使用済制御

棒等の遮蔽効果に加えて,制御棒間の隙間等の気中であった箇

所に水が入る為，遮蔽効果はさらに高まるが,評価においては露

出時（③）と同様, 水と設定して評価をすることでさらに保守

的なモデルとなっている。 

評価結果において，水位低下により使用済制御棒の露出が開

始した際の現場の線量率と,完全に露出した後の現場の線量率

にあまり差異がないことは，評価で上記に示すとおり冠水時

（①）と露出時（③）を等しく,線源を水として評価しているた

めである。 

＜参考＞ 

一例として Co60 を線源とした時のガンマ線の実効線量透過

率の 1/10 価層は水であると約 70cm であるのに対して,鉄（密

度：7.86kg/cm3）であると約 9cm となり，これらの遮蔽性能が

水と比べて大きいことが分かる。 

参考文献：アイソトープ手帳 11 版 公益社団法人日本アイソトー

プ協会 

○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率計算モデルについ

て 

 使用済制御棒は制御棒貯蔵ハンガにハンドル部を通して格

納又は制御棒貯蔵ラック内へ格納されている。評価では，これ

らの制御棒貯蔵ハンガ及び制御棒貯蔵ラックの構造材を含め

た使用済制御棒設置個所を直方体の線源としてモデル化して

いる（第 4図）。 

 遮蔽計算をする際，線源材にも密度を設定することで自己遮

蔽等の計算を行う。本評価では制御棒が①冠水時，②一部露出

時，③露出時のいずれにおいても遮蔽性能の低い水として計算

している。 

 こちらは③露出時において，制御棒間等は気中であるが，制

御棒は水より密度の大きいステンレスやＢ４Ｃ（又はＨｆ）等

で構成されていること，線源以外にも制御棒貯蔵ハンガ，制御

棒貯蔵ラックのような構造材があることから十分保守的なモ

デルとなっている。 

①冠水時，②一部露出時の状態においては使用済制御棒等の

遮蔽効果に加えて，制御棒間の隙間等，気中であった箇所に水

が入るため，遮蔽効果は更に高まるが，評価においては③露出

時と同様，水と設定して評価をすることで更に保守的なモデル

となっている。 

 評価結果において，水位低下により使用済制御棒露出が開始

した際の現場の線量率と，完全に露出した後の現場の線量率に

あまり差異がないことは，評価で上記に示すとおり①冠水時と

③露出時を等しく，線源が水として計算しているためである

（第 5図）。 

＜参考＞ 

一例としてＣｏ－60を線源としたときの1／10価層は水であ

ると約 70cm であるのに対して，鉄（密度：7.87g／cm３）であ

ると約 9cmとなり，これらの遮蔽性能が水と比べて大きいこと

が分かる。 

参考文献：アイソトープ手帳 11 版 公益社団法人日本アイ

ソトープ協会

○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率評価モデルについ

て 

  使用済制御棒は次に示すようにステンレスの制御棒貯蔵ハ

ンガにハンドル部を通して格納されている。評価ではこの構造

材を含めた使用済制御棒設置箇所を直方体の線源としてモデ

ル化している（図３）。本来線源が存在しない使用済制御棒間

にも線源が存在する想定をすることで，線源の体積としては約

1.9倍となることから，実際よりも保守的なモデルとしている

（図４）。 

  遮蔽評価をする際，線源材料にも密度を設定することで自己

遮蔽等の評価を行う。本評価ではこちらの設定を使用済制御棒

が冠水時（①），一部露出時（②），露出時（③）のいずれに

おいても遮蔽性能の低い水として評価している。 

  実機体系では，露出時（③）において使用済制御棒間等は気

中であるが，使用済制御棒はステンレスや炭化ホウ素（または

ハフニウム）等で構成されるため，それらの自己遮蔽効果を期

待できる。評価モデル上はこれらを一様に水として評価してい

るが，ステンレスや炭化ホウ素等の自己遮蔽効果が高いことに

加え，線源以外にも制御棒貯蔵ハンガのような構造材があり，

それらの遮蔽効果により保守性を確保している。 

  冠水時（①），一部露出時（②）の状態においては使用済制

御棒等の遮蔽効果に加えて，制御棒間の隙間等の気中であった

箇所に水が入る為，遮蔽効果はさらに高まるが，評価において

は露出時（③）と同様，水と設定して評価をすることでさらに

保守的なモデルとなっている。 

  評価結果において，水位低下により使用済制御棒の露出が開

始した際の現場の線量率と，完全に露出した後の現場の線量率

にあまり差異がないことは，評価で上記に示すとおり冠水時

（①）と露出時（③）を等しく，線源を水として評価している

ためである（図５）。 

＜参考＞ 

  一例としてＣｏ－60を線源とした時のガンマ線の実効線量

透過率の１／10価層は水であると約 70cmであるのに対して，

鉄（密度：7.86g/cm3）であると約９cmとなり，これらの遮蔽

性能が水と比べて大きいことが分かる。 

  参考文献：アイソトープ手帳 11版 公益社団法人日本アイ

ソトープ協会
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第 4図 使用済燃料プール概要図 図３ 燃料プール概要図 

図４ 使用済制御棒の線量率評価モデル 

評価点 水位の低下

使用済燃料

使用済燃料プール

評価点

評価点

制御棒
貯蔵
ラック

制
御
棒
貯
蔵
ハ
ン
ガ

事故時に操作の可能性がある作業箇所を考慮して設定した評価点（原子炉建屋原
子炉棟6階床付近）と線源との最短距離と等しい距離を線源の真上に置いたもの

水位低下時の使用済制御棒
の線源モデル方法について
以降に詳細に示す
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図５ 使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率評価モデル 
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3. 線量率の評価

線量率は，QAD-CGGP2R コードを用いて評価している。

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で近

似を行い，各点線源から評価点までの媒質の通過距離から非散乱

ガンマ線束を求める。これにビルドアップ係数を掛け，線源領域

全空間で積分した後，線量率換算係数を掛けることで評価点での

線量率を求める。 

QAD-CGGP2R コードでは，式(2)を用い，線量率を評価している。

図 3 に QAD-CGGP2R コードの評価体系を示す。 

j ：エネルギ群番号（18 群） 

i ：線源点番号 

k ：領域番号（遮蔽領域） 

Fj ：線量率換算係数 

Sij ：i 番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけされ

たエネルギ j 群の点線源強度 

Ri ：i 番目の線源点と評価点の距離 

Bij ：ビルドアップ係数 

μjk ：領域 k におけるエネルギ j 群のガンマ線に対する線吸

収係数 

tk ：領域 k をガンマ線が透過する距離 

これにより求まったエネルギ第 j 群の線量率 Dj から，全ての

線源エネルギ群について加えることによって全線量率を評価し

ている。 

図３ QAD-CGGP2Rコードの評価体系 

4. 線量率の評価

線量率は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード（ver1.04）を用い

て計算している。 

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で

近似を行い，各点線源から計算点までの媒質の通過距離から非

散乱γ線束を求める。これにビルドアップ係数をかけ，線源領

域全空間で積分した後，線量率換算係数をかけることで計算点

での線量率を求める。 

ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードでは，式④を用い，線量率を計算

している。第 6図にＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの計算体系を示

す。 
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･･･④ 

ｊ：エネルギ群番号 

ｉ：線源点番号 

ｋ：領域番号（遮蔽領域） 

Ｆj：線量率換算係数 

Ｓij：ｉ番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけさ

れたエネルギｊ群の点線源強度 

Ｒi：ｉ番目の線源点と計算点の距離 

Ｂij：ビルドアップ係数 

μjk：領域ｋにおけるエネルギｊ群のγ線に対する線吸収係

数 

ｔk：領域ｋをγ線が透過する距離 

これにより求められたエネルギ第ｊ群の線量率Ｄj から，全て

の線源エネルギ群について加えることによって全線量率を計算

している。 

第 6図 ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの計算体系 

３．線量率の評価 

  線量率は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて評価してい

る。 

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で

近似を行い，各点線源から評価点までの媒質の通過距離から非

散乱ガンマ線束を求める。これにビルドアップ係数を掛け，線

源領域全空間で積分した後，線量率換算係数を掛けることで評

価点での線量率を求める。 

ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードでは，式③を用い，線量率を評価

している。図６にＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの評価体系を示

す。 
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･･･③ 

ｊ：エネルギ群番号 

ｉ：線源点番号 

ｋ：領域番号（遮蔽領域） 

Ｆj：線量率換算係数 

Ｓij：ｉ番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけさ

れたエネルギｊ群の点線源強度 

Ｒi：ｉ番目の線源点と計算点の距離 

Ｂij：ビルドアップ係数 

μjk：領域ｋにおけるエネルギｊ群のγ線に対する線吸収係

数 

ｔk：領域ｋをγ線が透過する距離 

これにより求められたエネルギ第ｊ群の線量率Ｄj から，すべ

ての線源エネルギ群について加えることによって全線量率を評

価している。 

図６ ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの評価体系 
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4. 線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位に

ついて 

(1) 線量率を求める際の評価点

線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，使用済燃料

プールの近接にある燃料プール冷却浄化系の手動弁の設置箇所

（想定事故 1 では操作しない）を考慮して，原子炉建屋オペレー

ティングフロアの床付近とした。

なお，評価では図 1及び図 2の線量率評価モデルに示すように

プール躯体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点までの距離を

入力として評価している。 

(2) 放射線の遮蔽が維持される水位

想定事故 1,2及び停止中の各有効性評価において，原子炉建屋

オペレーティングフロアでの作業時間及び作業員の退避は 1時間

以内であり，必要な放射線の遮蔽の目安を 10mSv/hとすると作業

員の被ばく量は最大でも 10mSvとなるため，緊急作業時における

被ばく限度の 100mSvに対して余裕のある値である。 

目安とした線量率は後述する定期検査作業時での原子炉建屋

オペレーティングフロアにおける現場線量率の実績値について

も考慮した値である。（詳細については「＜補足＞必要な遮蔽の

目安とした 10mSv/hの設定について」を参照）。 

想定事故 1,2での必要な遮蔽水位は図 4より柏崎刈羽原子力発

電所 6号及び 7号炉において約 4.9mとなり，開始水位から約 2.1m

が低下した水位である。 

5. 線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位

について

(1) 線量率を求める際の評価点

線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，可搬型

代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型ス

プレイノズル）を使用した使用済燃料プールスプレイの準備

操作における可搬型スプレイノズルの設置個所を考慮して，

原子炉建屋原子炉棟 6階床付近とした。第 4図に示すように，

制御棒貯蔵ハンガ線源，制御棒貯蔵ラック線源及び使用済燃

料ラック線源の各線源毎に，線源から上記評価点との最短距

離と等しい距離を線源の真上においた時の，使用済燃料プー

ル水位に応じた線量率算出結果を合計したものを第 7図に示

す。 

なお，評価では第 1図及び第 2図の線量率計算モデルに示

すようにプール筐体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点

までの距離を入力として評価している。 

(2) 放射線の遮蔽が維持される水位

想定事故１，２及び運転停止中の各有効性評価における必

要な遮蔽の目安とした線量率は，10mSv／hと設定した。 

想定事故１，想定事故２及び運転停止中の各有効性評価に

おける原子炉建屋原子炉棟 6階での作業時間及び作業員の退

避時間は 2.2時間以内であり，作業員の被ばく量は最大でも

22mSvとなるため，緊急作業時における被ばく限度の 100mSv

に対して余裕がある。 

原子炉建屋原子炉棟 6階での作業は，可搬型代替注水大型

ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型スプレイノズ

ル）を使用した使用済燃料プールスプレイの準備操作におけ

る可搬型スプレイノズル及びホース敷設が想定される。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，東海第二発

電所の施設定期検査作業時での原子炉建屋原子炉棟 6階にお

ける線量率を考慮した値である。 

この線量率となる使用済燃料プール水位は，第 7図より，

通常水位から約 0.86m下の位置である。 

なお，本評価ではバックグラウンドの線量率は考慮してい

ないが，原子炉建屋原子炉棟 6階でのバックグランドの線量

４．線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位に

ついて 

（１）線量率を求める際の評価点 

線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，燃料プ

ールの上部にある燃料取替機台車床とした。 

なお，評価では図１及び図２の線量率評価モデルに示すよう

にプール躯体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点までの距

離を入力として評価している。 

（２）放射線の遮蔽が維持される水位 

想定事故１,２及び運転停止中の各有効性評価において，原

子炉建物原子炉棟４階での作業時間及び作業員の退避は２時

間以内であり，必要な放射線の遮蔽の目安を 10mSv/hとする

と作業員の被ばく量は最大でも 20mSvとなるため，緊急作業

時における被ばく限度の 100mSvに対して余裕のある値であ

る。 

目安とした線量率は後述する定期検査作業時での原子炉建

物原子炉棟４階における現場線量率の実績値についても考慮

した値である。（詳細については「＜補足＞必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/hの設定について」を参照）。 

想定事故１,２での必要な遮蔽水位は図７より約 4.8mとな

り，開始水位から約 2.6m低下した水位である。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，水位

低下における線量率を

厳しく評価するため，

燃料プールの上部にあ

る燃料取替機台車床と

している。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の運転員

及び重大事故等対応要

員による作業時間並び

に現場作業員の退避時

間を考慮した評価結

果。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・記載方針の相違

【東海第二】
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なお，通常時であっても作業によって現場線量率が上昇するこ

とが考えられる。原子炉建屋オペレーティングフロアにおける作

業の例として，蒸気乾燥器の取り付け又は取り外し作業におい

て，平成 23 年 10月の柏崎刈羽原子力発電所 7号炉での実績は，

約 1mSv/h（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待した場合の値を示

す，設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合は約 11mSv/h と

なる）であった。 

前述のように,設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合の線

量率は必要な遮蔽の目安（10mSv/h）を超える場合もあるが，通

常作業に対する作業員の放射線影響は，線源との離隔距離を確保

する，作業時間を短くする，遮蔽を実施するなど，過度な被ばく

をしないように運用面も含んだ対策が可能である（詳細について

は「＜補足＞必要な遮蔽の目安とした 10mSv/hの設定について」

を参照）。 

図４ 放射線の遮蔽が維持される水位 

率の実績値は約 0.05mSv／h 未満と小さく，本評価の通常水

位時の線量率を下回っており，バックグラウンドの影響につ

いては本評価の保守性に包絡される。 

第 7図 放射線の遮蔽が維持される水位 

なお，通常時であっても作業によって現場線量率が上昇す

ることが考えられる。原子炉建物原子炉棟４階における作業

の例として，蒸気乾燥器の取り外し作業の実績は，約１mSv/h

（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待した場合の値を示す，設

置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合は約 2.6mSv/hと

なる）であった。 

図７ 放射線の遮蔽が維持される水位 

島根２号炉は，過去

の作業実績を記載。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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＜補足＞必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h の設定について 

①緊急作業時における被ばく限度（100mSv）と現場での作業時間

を踏まえた遮蔽水位の目安について 

＜原子炉建屋オペレーティングフロアでの作業時間＞ 

・有効性評価（使用済燃料プール及び停止中）において，基本

的には原子炉建屋オペレーティングフロアでのアクセス又は

現場操作に期待しておらず，また，作業を想定する場合※にお

いても１時間を超えるものはない

・事象発生時に原子炉建屋オペレーティングフロアにいる一般

作業員の退避については１時間以内で実施可能である

※想定事故１，２において燃料プール代替注水系（可搬型スプ

レイヘッダ）を使用する場合の可搬型スプレイヘッダ及びホ

ースの設置作業においても，同様に現場へのアクセス及び現

場操作を含めて 1 時間以内で実施可能である。 

また，想定事故２でサイフォンブレーク孔に期待せず，運

転員の原子炉建屋２階での隔離操作が期待出来ない場合に

おいては原子炉建屋オペレーティングフロアにある弁を操

作することとなるが，その際でも現場へのアクセス及び現場

操作を含めて１時間以内で実施可能である。 

以上より，原子炉建屋オペレーティングフロアでの作業時間及

び作業員の退避は 1時間以内であり，必要な放射線の遮蔽の目安

を 10mSv/h とすると作業員の被ばく量は最大でも 10mSv となる

ため，緊急作業時における被ばく限度の 100 mSv に対して余裕の

ある値である。 

②定期検査作業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにお

＜補足＞必要な遮蔽の目安とした 10mSv/hの設定について 

①緊急作業時における被ばく限度（100mSv）と現場での作業時間

を踏まえた遮蔽水位の目安について

＜原子炉建物原子炉棟４階での作業時間＞ 

・想定事故１，２において燃料プールスプレイ系（可搬型スプ

レイノズル使用）を使用する場合の可搬型スプレイノズル及

びホースの設置作業は，現場へのアクセス及び現場操作を含

めて２時間以内で実施可能である。また，原子炉運転停止中

における燃料損傷防止対策の有効性評価においては，原子炉

建物原子炉棟４階でのアクセス又は現場操作に期待してい

ない。 

・事象発生時に原子炉建物原子炉棟４階にいる一般作業員の退

避については２時間以内で実施可能である。

以上より，原子炉建物原子炉棟４階での作業時間及び作業員

の退避は２時間以内であり，必要な放射線の遮蔽の目安を

10mSv/hとすると作業員の被ばく量は最大でも 20mSvとなるた

め，緊急作業時における被ばく限度の 100mSvに対して余裕の

ある値である。 

②定期検査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における現場線

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，原子

炉建物原子炉棟４階で

の作業を実施する燃料

プールスプレイ系（可

搬型スプレイノズル使

用）を有効性評価で期

待している。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・設備設計及び評価条

件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は耐震性

が確保され，故障及び

人的過誤の余地のない

サイフォンブレイク配

管の効果に期待してお

り，運転員による隔離

操作等を期待しな

い 。
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ける現場線量率の実績値 

通常時であっても作業によって現場線量率が上昇することが

考えられる。原子炉建屋オペレーティングフロアにおける作業の

例として，蒸気乾燥器の取り付け又は取り外し作業では，平成 23 

年 10 月の柏崎刈羽原子力発電所 7 号炉の実績で約 11mSv/h（設

置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合の測定点）及び約

1mSv/h（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待する場合の測定点）で

あった。なお，蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率

の測定点は図 5 に示す。 

遮蔽に期待できない測定点での線量率は必要な遮蔽の目安

（10mSv/h）を超えるものであるが，通常作業に対する作業員の

放射線影響は，線源との離隔距離を確保する，作業時間を短くす

る，遮蔽を実施するなど，過度な被ばくをしないように運用面も

含んだ対策が可能である。 

③蒸気乾燥器移動時に重大事故等が発生した場合の蒸気乾燥器

からの影響について 

蒸気乾燥器移動時の事故発生を想定した際，原子炉ウェル又は

D/S ピット廻りの空間線量率は，②の遮蔽に期待できない測定点

で示すように事象初期から遮蔽の目安（10mSv/h）を超える場合

もある。ただし，有効性評価での重大事故等対策において，移動

中の蒸気乾燥器近傍での作業はなく，重大事故等対策を実施する

現場操作場所での空間線量率が必要な遮蔽の目安（10mSv/h）を

超えることはない。 

なお，作業員の退避についても同様である。 

量率の実績値 

  通常時であっても作業によって現場線量率が上昇すること

が考えられる。原子炉建物原子炉棟４階における作業の例とし

て，蒸気乾燥器の取り外し作業の実績は約 2.6mSv/h（設置する

遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合の測定点）及び約１mSv/h

（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待する場合の測定点）であっ

た。なお，蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率の

測定点は図８に示す。 

③蒸気乾燥器移動時に重大事故等が発生した場合の蒸気乾燥器

からの影響について 

  蒸気乾燥器移動時の事故発生を想定した際，原子炉ウェル又

はＤＳＰ廻りの空間線量率は，②の遮蔽に期待できない測定点

で示すように遮蔽の目安（10mSv/h）を超えることはないが，

仮に②の遮蔽に期待できない測定点での空間線量率が遮蔽の

目安（10mSv/h）を超える場合であっても，有効性評価での重

大事故等対策において，移動中の蒸気乾燥器近傍での作業はな

く，重大事故等対策を実施する現場操作場所での空間線量率が

必要な遮蔽の目安（10mSv/h）を超えることはない。 

  なお，作業員の退避についても同様である。 

・実績値の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 
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図５ 蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率の測定 

図８ 蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率の測定点 
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添付資料 4.1.3 

安定状態について 

想定事故 1（使用済燃料プールの冷却機能喪失及び注水機能喪失）

の安定状態については以下のとおり。 

使用済燃料プール安定状態：事象発生後，設計基準事故対処設

備及び重大事故等対処設備を用い

た使用済燃料プールへの注水によ

り，使用済燃料プール水位を回復・

維持することで，燃料の冠水，放射

線遮蔽及び未臨界が維持され，使用

済燃料プールの保有水の水温が安

定し，かつ，必要な要員の不足や資

源の枯渇等のあらかじめ想定され

る事象悪化のおそれがない場合，安

定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

使用済燃料プールの安定状態の確立について 

燃料プール代替注水系を用いた使用済燃料プールへの注水を

実施することで，使用済燃料プール水位が回復，維持され，使

用済燃料プールの安定状態が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員が確保可能であり，ま

た，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注

水を継続し，残留熱除去系又は燃料プール冷却浄化系を復旧し，

復旧後は復水補給水系等によりスキマサージタンクへの補給を

実施する。使用済燃料プールの保有水を残留熱除去系等により

冷却することによって，安定状態後の状態維持のための冷却が

可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙 1 参照） 

添付資料 4.1.4 

安定状態について（想定事故１） 

想定事故１（使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪

失）の安定状態については以下のとおり。 

使用済燃料プール安定状態：事象発生後，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備を用いた

使用済燃料プールへの注水によ

り，使用済燃料プール水位を回

復・維持することで，燃料の冠水，

放射線遮蔽及び未臨界が維持さ

れ，使用済燃料プールの保有水の

温度が安定し，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらか

じめ想定される事象悪化のおそ

れがない場合，安定状態が確立さ

れたものとする。 

【安定状態の確立について】 

使用済燃料プールの安定状態の確立について 

可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注

水ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水を実施するこ

とで，使用済燃料プール水位は回復，維持され，使用済燃料プ

ールの安定状態が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水

系（注水ライン）で使用した使用済燃料プールへの注水を継続

し，残留熱除去系等を復旧し，復旧後は補給水系統等によりス

キマサージタンクへの補給を実施する。使用済燃料プールの保

有水を残留熱除去系等により冷却することによって，安定状態

後の状態維持のための冷却が可能となる。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1） 

添付資料 4.1.3 

安定状態について（想定事故１） 

想定事故１（燃料プールの冷却機能喪失及び注水機能喪失）の安

定状態については以下のとおり。 

燃料プール安定状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた燃料プール

への注水により，燃料プール水位を回

復・維持することで，燃料の冠水，放射

線遮蔽及び未臨界が維持され，燃料プー

ルの保有水の水温が安定し，かつ，必要

な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじ

め想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

燃料プールの安定状態の確立について 

燃料プールスプレイ系を用いた燃料プールへの注水を実施す

ることで，燃料プール水位が維持され，燃料プールの安定状態

が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員が確保可能であり，ま

た，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を継

続し，残留熱除去系又は燃料プール冷却系を復旧し，復旧後は

復水輸送系等によりスキマサージタンクへの補給を実施する。

燃料プールの保有水を残留熱除去系等により冷却することによ

って，安定状態後の状態維持のための冷却が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料

プール水は事象発生約

7.9 時間で沸騰するが，

燃料プールスプレイ系

は事象発生３時間10分

後までには注水準備が

完了するため，水位低

下することなく維持さ

れる。

      

3139



まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 4.1.4〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 4.1.4 

柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉使用済燃料プール水沸騰・喪失時の未

臨界性評価 

柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉の使用済燃料プールでは，ボロン添

加ステンレス鋼製ラックセルに燃料が貯蔵されている。使用済燃

料プールには，通常は限られた体数の新燃料と使用済燃料が貯蔵

されるが，臨界設計については新燃料及びいかなる燃焼度の燃料

を貯蔵しても十分安全側の評価を得るように，炉心装荷時の無限

増倍率として 1.30 を仮定している。また，プール水温，ラック

製造公差，ボロン添加率及びラックセル内燃料配置それぞれにつ

いて最も結果が厳しくなる状態で評価している。 

仮に使用済燃料プール水が沸騰や喪失した状態及び燃料プー

ル代替注水系によるスプレイが作動する状態を想定し，使用済燃

料プールの水密度が減少した場合を考えると，ラックセル内で中

性子を減速する効果が減少し，実効増倍率を低下させる効果があ

る。一方，ラックセル間では水及びラックセルによる中性子を吸

収する効果が減少するため，隣接ラックへの中性子の流れ込みが

強くなり，実効増倍率を増加させる効果が生じる。 

低水密度状態を想定した場合の使用済燃料プールの実効増倍

率は上記の 2 つの効果のバランスにより決定されるため，ラック

の材質・ピッチの組み合わせによっては通常の冠水状態と比較し

て臨界評価結果が厳しくなる可能性がある。 

そこで，柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉の使用済燃料プールにおい

て水密度を 1.0～0.0g/cm3 と変化させて実効増倍率を評価した

ところ，中性子の強吸収体であるラックセル中のボロンの効果に

より，実効増倍率を増加させる効果である隣接ラックへの中性子

の流れ込みが抑制されることから，水密度の減少に伴い実効増倍

率は単調に減少する結果が得られた。このため，水密度が減少す

る事象が生じた場合でも未臨界は維持されることを確認した。 

なお，解析には米国オークリッジ国立研究所（ORNL）により米

添付資料 4.1.5 

使用済燃料プール水沸騰・喪失時の未臨界性評価 

東海第二発電所の使用済燃料プールでは，ボロン添加ステン

レス鋼製ラックセルに燃料を貯蔵する。使用済燃料プールに

は，通常は限られた体数の新燃料と照射済燃料を貯蔵するが，

臨界設計では，新燃料及びいかなる燃焼度の照射済燃料を貯蔵

しても十分安全側の評価を得るように，炉心装荷時の無限増倍

率（k∞）が 1.30 となる燃料を用いて評価している。また，使

用済燃料プール水温，ラック製造公差，ボロン添加率，ラック

セル内燃料配置それぞれについて最も結果が厳しくなる状態

で評価している。 

未臨界性評価の基本計算条件を第 1表に，計算体系を第 1図

に示す。 

仮に使用済燃料プール水が沸騰又は喪失状態となった場合

には，使用済燃料プールの水密度が減少することにより，ラッ

クセル内で中性子を減速する効果が減少し，実効増倍率を低下

させる効果が生じる。一方，ラックセル間では水及びラックセ

ルによる中性子を吸収する効果が減少するため，隣接ラックへ

の中性子の流れ込みが強くなり，実効増倍率を増加させる効果

が生じる。 

低水密度状態を想定した場合の使用済燃料プールの実効増

倍率は上記の 2つの効果のバランスにより決定されるため，ラ

ックの材質・ピッチの組合せによっては通常の冠水状態と比較

して未臨界性評価結果が厳しくなる可能性がある。 

そこで，東海第二発電所の使用済燃料プールにおいて水密度

を一様に 0.0～1.0g／cm３と変化させて実効増倍率を計算した

ところ，中性子の強吸収体であるラックセル中のボロンの効果

により，実効増倍率を増加させる効果がある隣接ラックへの中

性子流れ込みが抑制されることから，第 2図に示すとおり，水

密度の減少に伴い実効増倍率は単調に減少する結果が得られ

た。このため，水密度が減少する事象が生じた場合でも未臨界

は維持されることとなる。 

なお，解析には，米国オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）

添付資料 4.1.4 

燃料プール水沸騰・喪失時の未臨界性評価 

島根２号炉の燃料プールでは，ボロン添加ステンレス鋼製ラッ

クセルに燃料が貯蔵されている。燃料プールには，通常は限られ

た体数の新燃料と使用済燃料が貯蔵されるが，臨界設計について

は新燃料及びいかなる燃焼度の燃料を貯蔵しても十分安全側の

評価を得るように，炉心装荷時の無限増倍率として 1.30（ウラン

燃料の場合），1.23（ＭＯＸ燃料の場合）を仮定している。また，

プール水温，ラック製造公差，ボロン添加率及びラックセル内燃

料配置それぞれについて最も結果が厳しくなる状態で評価して

いる。 

未臨界性評価の基本計算条件を表１に，ラック形状が確保され

た状態を前提とした計算体系を図１に示す。 

仮に燃料プール水が沸騰や喪失した状態及び燃料プールスプ

レイ系等が作動する状態を想定し，燃料プールの水密度が減少し

た場合を考えると，ラックセル内で中性子を減速する効果が減少

し，実効増倍率を低下させる効果がある。一方，ラックセル間で

は水及びラックセルによる中性子を吸収する効果が減少するた

め，隣接ラックへの中性子の流れ込みが強くなり，実効増倍率を

増加させる効果が生じる。 

 低水密度状態を想定した場合の燃料プールの実効増倍率は上

記の２つの効果のバランスにより決定されるため，ラックの材

質・ピッチの組み合わせによっては通常の冠水状態と比較して臨

界評価結果が厳しくなる可能性がある。 

 そこで，島根２号炉の燃料プールにおいて水密度を 1.0～

0.0g/cm3と変化させて実効増倍率を評価したところ，中性子の強

吸収体であるラックセル中のボロンの効果により，実効増倍率を

増加させる効果である隣接ラックへの中性子の流れ込みが抑制

されることから，水密度の減少に伴い実効増倍率は単調に減少す

る結果が得られた。このため，水密度が減少する事象が生じた場

合でも未臨界は維持されることを確認した。解析結果を図２及び

図３に示す。 

なお，解析には米国オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）によ

・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，MOX

燃料適用プラントであ

るため。 

・資料構成の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，計算

条件を記載している。

3140



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

国原子力規制委員会（NRC）の原子力関連許認可評価用に作成さ

れた 3 次元多群輸送評価コードであり，米国内及び日本国内の臨

界安全評価に広く使用されている SCALE システムを用いた。 

が米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）の原子力関連許認可評価用

として作成したモンテカルロ法に基づく３次元多群輸送計算

コードであり，米国内及び日本国内の臨界安全評価に広く使用

されているＳＣＡＬＥシステムを用いた。 

第 1表 未臨界性評価の基本計算条件 

り米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）の原子力関連許認可評価用に

作成された３次元多群輸送評価コードであり，米国内及び日本国

内の臨界安全評価に広く使用されているＳＣＡＬＥシステムを

用いた。 

表１ 未臨界性評価の基本計算条件 

※１ 未臨界性評価用燃料集合体（k∞=1.30 未燃焼組成，Gdなし） 

※２ 未臨界性評価用燃料集合体（k∞=1.23 未燃焼組成，Gdなし） 

※３ ボロン濃度の解析使用値は，製造公差下限値とする。

・解析条件の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，MOX

燃料適用プラントで

あるため。 
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柏崎刈羽 6号炉 角管型ラックの評価体系 

柏崎刈羽 6号炉 格子型ラックの評価体系 

柏崎刈羽 7号炉 角管型ラックの評価体系 

第 1図 角管型ラックの計算体系 

第 2図 実効増倍率の水密度依存性 

図１ 燃料貯蔵ラックの計算体系 

図２ 実効増倍率の水密度依存性（ウラン燃料） 
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実効倍率の水密度依存性 （6号炉） 

実効倍率の水密度依存性 （7号炉） 

図３ 実効増倍率の水密度依存性（ＭＯＸ燃料） 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 4.1.5〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
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 ・相違理由は本文参照
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料4.1.6〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

7日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
１
）

添付資料 4.1.10 

7日間における水源の対応について 

（想定事故１） 

1. 水源に関する評価

① 淡水源（有効水量）

・西側淡水貯水設備：約 4,300m３

2. 水使用パターン

① 可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替燃料プール注水

系（注水ライン）による使用済燃料プールへの注水

事象発生 8時間以降から，西側淡水貯水設備を水源とした

可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注

水ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水を実施す

る。 

水位回復後は，蒸発量に相当する流量で注水する。 

3. 時間評価

使用済燃料プールへの注水によって，西側淡水貯水設備の水

量は減少する。 

この間の西側淡水貯水設備の使用水量は合計約 2,120m３であ

る。 

4. 水源評価結果

時間評価の結果から，7日間の対応において合計約 2,120m３

の水が必要となるが，西側淡水貯水設備に約 4,300m３の水を保

有することから必要水量を確保している。このため，安定して

冷却を継続することが可能である。 

7日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
１
）
 

・評価結果の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

添付資料 4.1.6 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料4.1.7〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

7日
間
に
お
け
る
燃
料
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
１
）

添付資料 4.1.11 

7日間における燃料の対応について 

（想定事故１） 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

添付資料4.1.7 

7日間における燃料の対応について（想定事故１） 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

・評価結果の相違

【柏崎6/7，東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 4.2 想定事故２〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

4.2 想定事故 2 

4.2.1 想定事故 2 の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある

事故」において，使用済燃料プールにおける燃料損傷防止対

策の有効性を確認するために想定する事故の一つには，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事

故 2 として「サイフォン現象等により使用済燃料プール内の

水の小規模な喪失が発生し，使用済燃料プールの水位が低下

する事故」がある。 

(2) 想定事故 2 の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故 2 では，使用済燃料プールの冷却系の配管損傷に

よるサイフォン現象等により使用済燃料プール内の水の小規

模な漏えいが発生するとともに，使用済燃料プール注水機能

が喪失することを想定する。このため，使用済燃料プール水

位が低下することから，緩和措置がとられない場合には，燃

料は露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，使用済燃料プール水の漏えいによって燃料

損傷に至る事故を想定するものである。このため,重大事故等

対策の有効性評価には，使用済燃料プール水の漏えいの停止

手段及び使用済燃料プールの注水機能に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，想定事故 2 では，使用済燃料プール水の漏え

いの停止及び燃料プール代替注水系による使用済燃料プール

への注水によって，燃料損傷の防止を図る。また，燃料プー

ル代替注水系により使用済燃料プール水位を維持する。

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故 2 における機能喪失に対して，使用済燃料プール

内の燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を

可能とするため，運転員による使用済燃料プールからのサイ

フォン現象による漏えい停止手段，サイフォンブレーク孔に

よる漏えい停止機能及び燃料プール代替注水系※1 による使用

4.2 想定事故２ 

4.2.1 想定事故２の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある

事故」において，使用済燃料プールにおける燃料損傷防止対

策の有効性を確認するために想定する事故の一つには，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事

故２として「サイフォン現象等により使用済燃料プール内の

水の小規模な喪失が発生し，使用済燃料プールの水位が低下

する事故」がある。 

(2) 想定事故２の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故２では，使用済燃料プールの冷却系の配管破断に

よるサイフォン現象等により使用済燃料プール内の水の小規

模な漏えいが発生するとともに，使用済燃料プール注水機能

が喪失することを想定する。このため，使用済燃料プール水

位が低下することから，緩和措置がとられない場合には，燃

料は露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，使用済燃料プール水の漏えいによって燃料

損傷に至る事故を想定するものである。このため，重大事故

等対策の有効性評価には，使用済燃料プール水の漏えいの停

止手段及び使用済燃料プールの注水機能に対する重大事故等

対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，想定事故２では，使用済燃料プール水の漏え

いの停止及び可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プー

ル注水系（注水ライン）（以下「代替燃料プール注水系」と

いう。）による使用済燃料プールへの注水によって，燃料損

傷の防止を図る。また，代替燃料プール注水系により使用済

燃料プール水位を維持する。 

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故２における機能喪失に対して，使用済燃料プール

内の燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を

可能とするため，使用済燃料プールからのサイフォン現象に

よる漏えいを停止させる静的サイフォンブレーカ及び代替燃

料プール注水系※１による使用済燃料プールへの注水手段を

4.2 想定事故２ 

4.2.1 想定事故２の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」

において，燃料プールにおける燃料損傷防止対策の有効性を

確認するために想定する事故の一つには，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事故２として

「サイフォン現象等により燃料プール内の水の小規模な喪失

が発生し，燃料プールの水位が低下する事故」がある。 

(2) 想定事故２の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故２では，燃料プールの冷却系の配管破断によるサ

イフォン現象等により燃料プール内の水の小規模な漏えいが

発生するとともに，燃料プール注水機能が喪失することを想

定する。このため，燃料プール水位が低下することから，緩

和措置がとられない場合には，燃料は露出し，燃料損傷に至

る。 

本想定事故は，燃料プール水の漏えいによって燃料損傷に

至る事故を想定するものである。このため，重大事故等対策

の有効性評価には，燃料プール水の漏えいの停止手段及び燃

料プールの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待する

ことが考えられる。 

したがって，想定事故２では，燃料プール水の漏えいの停

止及び燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水によ

って，燃料損傷の防止を図る。また，燃料プールスプレイ系

により燃料プール水位を維持する。 

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故２における機能喪失に対して，燃料プール内の燃

料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能と

するため，サイフォンブレイク配管による漏えい停止機能及

び燃料プールスプレイ系※１による燃料プールへの注水手段

を整備する。これらの対策の概略系統図を第 4.2.1－1図に，

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，全周破

断，柏崎 6/7は貫通クラ

ックによる損傷を想定。 

・設備設計及び評価条件

の相違 

【柏崎 6/7】 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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済燃料プールへの注水手段を整備する。これらの対策の概略

系統図を第 4.2.1 図に，手順の概要を第 4.2.2 図に示すとと

もに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故

等対策における設備と操作手順の関係を第 4.2.1表に示す。 

想定事故 2 において，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対

策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員

で構成され，合計 22名である。その内訳は次のとおりである。

中央制御室の運転員は，当直長 1名（6号及び 7号炉兼任），

当直副長 2 名，運転操作対応を行う運転員 6 名である。発電

所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時

対策本部要員は 5名，緊急時対策要員（現場）は 8名である。

必要な要員と作業項目について第 4.2.3 図に示す。 

※1 燃料プール代替注水系として，燃料プール代替注水系

（常設スプレイヘッダ）を想定する。なお，燃料プール代

替注水系（常設スプレイヘッダ）の注水手段が使用できな

い場合においては燃料プール代替注水系（可搬型スプレイ

ヘッダ）による対応が可能である。

ａ．使用済燃料プール水位低下確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が停止すると同時

に，使用済燃料プールの冷却系の配管損傷によるサイフォ

ン現象等により使用済燃料プール内の水の小規模な漏えい

が発生し，使用済燃料プール水位が低下することを確認す

る。 

使用済燃料プールの水位低下を確認するために必要な計

装設備は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）等であ

る。 

整備する。これらの対策の概略系統図を第 4.2－1 図に，手

順の概要を第 4.2－2 図に示すとともに，重大事故等対策の

概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操

作手順の関係を第 4.2－1 表に示す。 

想定事故２において，事象発生 2 時間までの重大事故等対

策に必要な要員は，災害対策要員（初動）17 名である。その

内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直発電

長 1 名，当直副発電長 1 名及び運転操作対応を行う当直運転

員 3 名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報

連絡等を行う要員は 4 名，現場操作を行う重大事故等対応要

員は 8 名である。 

また，事象発生 2 時間以降に追加で必要な参集要員は，タ

ンクローリによる燃料給油操作を行うための重大事故等対応

要員 2 名である。必要な要員と作業項目について第 4.5.2－3 

図に示す。 

※1 可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系

（注水ライン）以外に，常設低圧代替注水系ポンプによる

代替燃料プール注水系（注水ライン），可搬型代替注水大

型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン），常

設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（常

設スプレイヘッダ），可搬型代替注水中型ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ），可搬型代替

注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（常設スプレ

イヘッダ）及び可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料

プール注水系（可搬型スプレイノズル）による対応が可能

である。 

ａ．使用済燃料プール水位低下確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が停止すると同時

に，使用済燃料プールの冷却系の配管破断によるサイフォ

ン現象等により使用済燃料プール内の水の小規模な漏えい

が発生し，使用済燃料プール水位が低下することを確認す

る。 

使用済燃料プールの水位低下を確認するために必要な計

装設備は，使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）等で

ある。 

手順の概要を第 4.2.1－2図に示すとともに，重大事故等対策

の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と

操作手順の関係を第 4.2.1－1表に示す。 

想定事故２において，重大事故等対策に必要な要員は，緊

急時対策要員 26名である。その内訳は次のとおりである。中

央制御室の運転員は，当直長１名，当直副長１名，運転操作

対応を行う運転員３名である。発電所構内に常駐している要

員のうち，通報連絡等を行う要員は５名，復旧班要員 16名で

ある。必要な要員と作業項目について第 4.2.1－3図に示す。 

※1 燃料プールスプレイ系として, 燃料プールスプレイ系

（可搬型スプレイノズル使用）を想定する。なお，燃料プ

ールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）以外に，燃

料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ使用）による対

応が可能である。 

ａ．燃料プール水位低下確認 

燃料プールを冷却している系統が停止すると同時に，燃

料プールの冷却系の配管破断によるサイフォン現象等によ

り燃料プール内の水の小規模な漏えいが発生し，燃料プー

ル水位が低下することを確認する。

燃料プールの水位低下を確認するために必要な計装設備

は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）等である。 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の効果

に期待しており，運転員

による隔離操作等を期

待しない。 

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の

相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 26 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は全周破

断，柏崎 6/7では貫通ク

ラックによる損傷を想

定。 
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ｂ．使用済燃料プールの注水機能喪失確認 

使用済燃料プールの喪失した保有水を注水するため，補

給水系による使用済燃料プールへの注水準備を行う。中央

制御室からの遠隔操作により使用済燃料プールへの注水準

備が困難な場合，使用済燃料プールへの注水機能喪失であ

ることを確認する。 

使用済燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）等

である。 

ｃ．使用済燃料プール漏えい箇所の隔離 

使用済燃料プールの水位低下に伴い発生する警報等によ

り，使用済燃料プールからの漏えいを認知し，原因調査を

開始する。原因調査の結果，サイフォン現象による漏えい

であることを判断し，使用済燃料プールの冷却系配管の手

動弁を閉止することで，使用済燃料プールからの漏えい箇

所の隔離が完了する。 

ｄ．燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水 

燃料プール代替注水系の準備は水位低下に伴う異常の認

知を起点として冷却機能喪失又は注水機能喪失を確認し, 

開始する。 

準備が完了したところで，燃料プール代替注水系による

使用済燃料プールへの注水を開始し，使用済燃料プール水

位を回復する。その後は，使用済燃料プールの冷却系を復

旧するとともに，燃料プール代替注水系の間欠運転又は流

量調整により蒸発量に応じた注水を行うことで，必要な遮

蔽※2 を確保できる使用済燃料プール水位より高く維持す

る。 

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水

を確認するために必要な設備は，使用済燃料貯蔵プール水

（添付資料 4.1.1） 

ｂ．使用済燃料プールの注水機能喪失確認 

使用済燃料プールの喪失した保有水を注水するため，補

給水系による使用済燃料プールへの注水準備を行う。中央

制御室からの遠隔操作により使用済燃料プールへの注水準

備が困難な場合，使用済燃料プールへの注水機能喪失であ

ることを確認する。 

使用済燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）

等である。 

ｃ．代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水 

代替燃料プール注水系の準備は水位低下に伴う異常の認

知を起点として冷却機能喪失又は注水機能喪失を確認し，

開始する。中央制御室からの遠隔操作により，代替燃料プ

ール注水系の電動弁を開操作し系統構成を実施するが，外

部電源が喪失している場合には，中央制御室からの遠隔操

作により常設代替交流電源設備による緊急用母線への交流

電源供給を実施し，必要な計装設備及び当該電動弁に給電

する。 

準備が完了したところで，代替燃料プール注水系による

使用済燃料プールへの注水を開始し，使用済燃料プール水

位を回復する。その後は，使用済燃料プールの冷却系を復

旧するとともに，代替燃料プール注水系の間欠運転又は流

量調整により蒸発量に応じた注水を行うことで，必要な遮

蔽※２を確保できる使用済燃料プール水位より高く維持す

る。 

代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水

を確認するために必要な設備は，使用済燃料プール水位・

ｂ．燃料プールの注水機能喪失確認 

燃料プールの喪失した保有水を注水するため，復水輸送

系等による燃料プールへの注水準備を行う。中央制御室か

らの遠隔操作により燃料プールへの注水準備が困難な場

合，燃料プールへの注水機能喪失であることを確認する。 

燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要な計装

設備は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）等である。 

ｃ．サイフォンブレイク配管による燃料プール漏えい停止確

認 

燃料プールの水位低下に伴い発生する警報等により，燃

料プールからの漏えいを認知し，初期水位から燃料プール

冷却系戻り配管水平部高さ付近まで水位が低下するが，サ

イフォンブレイク配管により漏えいが停止することを確認

する。 

ｄ．燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水 

燃料プールスプレイ系の準備は水位低下に伴う異常の認

知を起点として冷却機能喪失又は注水機能喪失を確認し，

開始する。 

準備が完了したところで，燃料プールスプレイ系による

燃料プールへの注水を開始し，燃料プール水位を維持する。

その後は，燃料プールの冷却系を復旧するとともに，燃料

プールスプレイ系の間欠運転又は流量調整により蒸発量に

応じた注水を行うことで，必要な遮蔽※２を確保できる燃料

プール水位より高く維持する。 

燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を確認

するために必要な設備は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォン

ブレイク配管の効果に期

待しており，運転員によ

る隔離操作等を期待し

ない。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉の燃料プ

ールスプレイ系は電動

弁を有していない。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は燃料プ

ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系による注水準備

が完了する。 
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位・温度等である。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/hとする。想

定事故２における原子炉建屋オペレーティングフロア

での作業時間及び作業員の退避は 1時間以内であり，作

業員の被ばく量は最大でも 10mSvとなるため，緊急作業

時における被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

原子炉建屋オペレーティングフロアでの作業は，燃料

プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を使用する

場合における可搬型スプレイヘッダ及びホースの設置，

及びサイフォン現象による使用済燃料プール水流出を

原子炉建屋オペレーティングフロアで隔離する場合に

おける弁の手動隔離が想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期検査

作業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおけ

る線量率を考慮した値である。 

この線量率となる使用済燃料プール水位は通常水位

から約 2.1m下の位置である。 

（添付資料 4.1.2） 

温度（ＳＡ広域）等である。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。

想定事故２における原子炉建屋原子炉棟 6 階での作業

時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，作業員

の被ばく量は最大でも 22mSv となるため，緊急作業時

における被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある。

原子炉建屋原子炉棟 6 階での作業は，可搬型代替注水

大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型スプ

レイノズル）を使用した使用済燃料プールスプレイの

準備操作における可搬型スプレイノズル及びホースの

設置が想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定

期検査作業時での原子炉建屋原子炉棟 6 階における線

量率を考慮した値である。 

この線量率となる使用済燃料プール水位は通常水位か

ら約 0.86m 下の位置である。 

等である。 

※２ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。

想定事故２における原子炉建物原子炉棟４階での作業

時間及び作業員の退避は２時間以内であり，作業員の被

ばく量は最大でも 20mSvとなるため，緊急作業時におけ

る被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

原子炉建物原子炉棟４階での作業は，燃料プールスプ

レイ系（可搬型スプレイノズル使用）を使用する場合に

おける可搬型スプレイノズル及びホースの設置が想定

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期検査

作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率を

考慮した値である。 

この線量率となる燃料プール水位は通常水位から約

2.6m下の位置である。 

（添付資料 4.1.2） 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の運転員

及び重大事故等対応要

員による作業時間並び

に現場作業員の退避時

間を考慮した評価結果。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォン

ブレイク配管の効果に期

待しており，運転員によ

る隔離操作を期待しな

い。 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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4.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

想定事故 2 で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び

評価項目の設定」に示すとおり，「サイフォン現象等により使

用済燃料プール水の小規模な喪失が発生し，使用済燃料プー

ルの水位が低下する事故」である。 

なお，使用済燃料プールの保有水の漏えいを防止するため，

使用済燃料プールには排水口を設けない設計としており，ま

た，燃料プール冷却浄化系はスキマせきを越えてスキマサー

ジタンクに流出する水を循環させる設計とするとともに，使

用済燃料プールに入る配管には逆止弁を設け，配管からの漏

えいがあってもサイフォン現象による使用済燃料プール水の

流出を防止する設計としている。使用済燃料プールに入る配

管の逆止弁は動力を必要としない設計であり，信頼性は十分

高いと考えられるが，本想定事故では固着を想定する。 

想定事故 2 では，残留熱除去系配管の貫通クラックによる

損傷発生後，サイフォン現象による使用済燃料プール水の漏

えい及び崩壊熱による使用済燃料プール水温の上昇，沸騰及

び蒸発によって使用済燃料プール水位は低下する。漏えいの

隔離及び使用済燃料プールへの注水により，使用済燃料プー

ル水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できることを

評価する。なお，使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維

持される水位を確保できることで，有効燃料棒頂部は冠水が

維持される。未臨界については，燃料がボロン添加ステンレ

ス鋼製ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をと

る等の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるた

め，維持される。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定

事故 2 における運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 4.1.4，4.2.1） 

 

 (2) 有効性評価の条件 

想定事故 2 に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

4.2.2 表に示す。また，主要な評価条件について，想定事故

2 特有の評価条件を以下に示す。 

なお,本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳し

い条件である，原子炉運転停止中の使用済燃料プールを前提

4.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

想定事故２で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び

評価項目の設定」に示すとおり，「サイフォン現象等により

使用済燃料プール水の小規模な喪失が発生し，使用済燃料プ

ールの水位が低下する事故」である。 

なお，使用済燃料プールの保有水の漏えいを防止するため，

使用済燃料プールには排水口を設けない設計としており，ま

た，燃料プール冷却浄化系はスキマ堰を越えてスキマサージ

タンクに流出する水を循環させる設計とするとともに，使用

済燃料プールに入る配管には真空破壊弁を設け，配管からの

漏えいがあってもサイフォン現象による使用済燃料プール水

の流出を防止する設計としている。使用済燃料プールに入る

配管の真空破壊弁は動力を必要としない設計であり，信頼性

は十分高いと考えられるが，本想定事故では固着を想定する。 

想定事故２では，燃料プール冷却浄化系配管の破断発生後，

サイフォン現象による使用済燃料プール水の漏えい及び崩壊

熱による使用済燃料プール水温の上昇，沸騰及び蒸発によっ

て使用済燃料プール水位は低下する。静的サイフォンブレー

カによる漏えい停止及び使用済燃料プールへの注水により，

使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確

保できることを評価する。なお，使用済燃料プール水位が放

射線の遮蔽が維持される水位を確保できることで，燃料有効

長頂部は冠水が維持される。未臨界については，燃料がボロ

ン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵されており，必要な

燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界

未満となるため，維持される。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定

事故２における運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 4.1.4，4.2.1，4.2.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

想定事故２に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

4.2－2 表に示す。また，主要な評価条件について，想定事故

２特有の評価条件を以下に示す。 

なお，本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳し

い条件である，原子炉運転停止中の使用済燃料プールを前提

4.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

 (1) 有効性評価の方法 

想定事故２で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び

評価項目の設定」に示すとおり，「サイフォン現象等により

燃料プール内の水の小規模な喪失が発生し，燃料プールの水

位が低下する事故」である。 

なお，燃料プールの保有水の漏えいを防止するため，燃料

プールには排水口を設けない設計としており，また，燃料プ

ール冷却系はスキマせきを越えてスキマサージタンクに流出

する水を循環させる設計とするとともに，燃料プールに入る

配管には逆止弁を設け，配管からの漏えいがあってもサイフ

ォン現象による燃料プール水の流出を防止する設計としてい

る。燃料プールに入る配管の逆止弁は動力を必要としない設

計であり，信頼性は十分高いと考えられるが，本想定事故で

は開固着を想定する。 

想定事故２では，残留熱除去系配管の破断発生後，サイフ

ォン現象による燃料プール水の漏えい及び崩壊熱による燃料

プール水温の上昇，沸騰及び蒸発によって燃料プール水位は

低下する。サイフォンブレイク配管による漏えい停止及び燃

料プールへの注水により，燃料プール水位が放射線の遮蔽が

維持される水位を確保できることを評価する。なお，燃料プ

ール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できること

で，燃料棒有効長頂部は冠水が維持される。未臨界について

は，燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵され

ており，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状

態によらず臨界未満となるため，維持される。 

 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定

事故２における運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

  （添付資料 4.1.4，4.2.1） 

  

(2) 有効性評価の条件 

想定事故２に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

4.2.2－1表に示す。また，主要な評価条件について，想定事

故２特有の評価条件を以下に示す。 

なお，本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳し

い条件である，原子炉運転停止中の燃料プールを前提とする。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，サイフ

ォンブレイク配管の効

果に期待しており，燃料

プール水の流出が停止

するまでの水位低下は，

瞬時に発生するものと

想定している。 
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とする。原子炉運転中の使用済燃料プールは，崩壊熱が原子

炉運転停止中の使用済燃料プールに比べて小さく事象進展が

緩やかになること，また，より多くの運転員による対応が可

能であることから本評価に包絡される。 

（添付資料 4.1.1） 

ａ．初期条件 

(a) 使用済燃料プールの初期水位及び初期水温 

使用済燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水

量を厳しく見積もるため，使用済燃料プールと隣接する

原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは閉を

仮定する。また，使用済燃料プールの初期水温は，運転

上許容される上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱 

使用済燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後

に最短時間（原子炉停止後 10 日）で取り出された全炉

心分の燃料が一時保管されていることを想定して，使用

済燃料プールの崩壊熱は約 11MW を用いるものとする。 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 19m3/h で

ある。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定 

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料

プール冷却浄化系，残留熱除去系，復水補給水系等の機

能を喪失するものとする。 

(b) 配管損傷の想定 

使用済燃料プール水位が最も低下する可能性のあるサ

イフォン現象による漏えいとして，原子炉建屋地下階の

残留熱除去系配管※3 の貫通クラックによる損傷を想定

する。当該配管は低圧設計の配管であることから，配管

内径の 1/2 の長さと配管肉厚の 1/2 の幅を有する貫通

クラックによる損傷を想定する。 

※3 使用済燃料プールに入る配管でサイフォン現象によ

る漏えい発生の可能性のあるものは，燃料プール冷却浄

化系のディフューザ配管以外になく，よって当該配管に

接続される系統のうち，配管内径及び損傷時の高さ等の

漏えい発生時の影響を考慮して設定。 

 

とする。原子炉運転中の使用済燃料プールは，崩壊熱が原子

炉運転停止中の使用済燃料プールに比べて小さく事象進展が

緩やかになること，また，より多くの運転員による対応が可

能であることから本評価に包絡される。 

（添付資料 4.2.1） 

ａ．初期条件 

(a) 使用済燃料プールの初期水位及び初期水温 

使用済燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水

量を厳しく見積もるため，使用済燃料プールと隣接する

原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは閉状

態を仮定する。また，使用済燃料プールの初期水温は，

運転上許容される上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱 

使用済燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後

に最短時間（原子炉停止後 9 日）で取り出された全炉心

分の燃料が一時保管されていることを想定して，使用済

燃料プールの崩壊熱は約 9.1MW を用いるものとする。 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 16m３／h 

である。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定 

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料

プール冷却浄化系，残留熱除去系，補給水系等の機能を

喪失するものとする。 

(b) 配管破断の想定 

使用済燃料プール水位が最も低下する可能性のあるサ

イフォン現象による漏えいとして，原子炉建屋原子炉棟

3 階の燃料プール冷却浄化系配管※１の破断を想定する。 

 

 

 

※1 使用済燃料プールに入る配管でサイフォン現象によ

る漏えい発生の可能性のあるものは，燃料プール冷却

浄化系のディフューザ配管以外になく，よって当該配

管に接続される系統のうち，残留熱除去系に比べて耐

震性の低い燃料プール冷却浄化系の配管破断を想定。 

 

原子炉運転中の燃料プールは，崩壊熱が原子炉運転停止中の

燃料プールに比べて小さく事象進展が緩やかになること，ま

た，より多くの運転員による対応が可能であることから本評

価に包絡される。 

（添付資料 4.1.1） 

ａ．初期条件 

(a) 燃料プールの初期水位及び初期水温 

燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水量を厳

しく見積もるため，燃料プールと隣接する原子炉ウェル

の間に設置されているプールゲートは閉状態を仮定す

る。また，燃料プールの初期水温は，運転上許容される

上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱 

燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後に最短

時間（原子炉停止後 10日）で取り出された全炉心分の燃

料が一時保管されていることを想定して，燃料プールの

崩壊熱は約 7.8MWを用いるものとする。 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 13m3/hで

ある。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定 

燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料プール

冷却系，残留熱除去系，復水輸送系等の機能を喪失する

ものとする。 

(b) 配管破断の想定 

燃料プール水位が最も低下する可能性のあるサイフォ

ン現象による漏えいとして，残留熱除去系配管※３の全周

破断を想定する。 

 

 

 

※３ 燃料プールに入る配管でサイフォン現象による漏

えい発生の可能性のあるものは，燃料プール冷却系の

戻り配管以外になく，よって当該配管に接続される系

統のうち，配管内径及び破断時の高さ等の漏えい発生

時の影響を考慮して設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 過去定期検査におけ

る実績を考慮して設定 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は全周破

断，柏崎 6/7では貫通ク

ラックによる損傷を想

定。 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，配管内
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(c) サイフォン現象による漏えい量

燃料プール冷却浄化系及び残留熱除去系配管に設置さ

れている逆止弁については，燃料プール冷却浄化系の配

管で想定される異物の弁への噛み込みにより固着し，逆

止弁の機能が十分に働かない状態を仮定する。このとき

の使用済燃料プールからのサイフォン現象による漏えい

量は約 70m3/h となる。 

なお,評価においてはディフューザ配管のサイフォン

ブレーク孔による漏えい停止効果には期待しないものと

する。 

（添付資料 4.2.2,4.2.3） 

(d) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。

外部電源が使用できない場合においても，燃料プール

代替注水系による使用済燃料プールへの注水は可能であ

り，外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資

源の評価の観点から厳しい評価条件となる外部電源が使

用できない場合を想定する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 燃料プール代替注水系

使用済燃料プールへの注水は，可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）4 台を使用するものとし，崩壊熱による使用

済燃料プール水の蒸発量を上回る 45m3/h※4 にて注水す

る。 

※4 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ），燃

料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の注

水容量はともに 45m3/h以上(4台)である。 

(c) サイフォン現象による使用済燃料プール水位の低下

燃料プール冷却浄化系配管に設置されている真空破壊

弁については，燃料プール冷却浄化系の配管で想定され

る異物の弁への噛み込みにより固着し，真空破壊弁の機

能が十分に働かない状態を仮定する。このとき，サイフ

ォン現象により使用済燃料プール水位は低下するが，静

的サイフォンブレーカの効果により，燃料プール水戻り

配管水平部下端（通常水位から約 0.23m 下）までの低下

にとどまる。 

なお，評価においては使用済燃料プールの水位は，燃

料プール水戻り配管水平部下端まで瞬時に低下するもの

とする。 

（添付資料 4.2.3） 

(d) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，代替燃料プ

ール注水系による使用済燃料プールへの注水は可能であ

り，外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，常

設代替交流電源設備による緊急用母線への交流電源供給

が必要となることから，要員，資源の評価の観点から厳

しい評価条件となる外部電源が使用できない場合を想定

する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 代替燃料プール注水系

使用済燃料プールへの注水は，可搬型代替注水中型ポ

ンプ 2 台を使用するものとし，崩壊熱による使用済燃料

プール水の蒸発量を上回る 50m３／h※２にて注水する。 

※2 可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水

系（注水ライン），常設低圧代替注水系ポンプによる

代替燃料プール注水系（注水ライン），可搬型代替注

水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライ

ン），常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プー

(c) サイフォン現象による燃料プール水位の低下

燃料プール冷却系配管及び残留熱除去系配管に設置さ

れている逆止弁については，燃料プール冷却系の配管で

想定される異物の弁への噛み込みにより開固着し，逆止

弁の機能が十分に働かない状態を仮定する。このとき，

サイフォン現象により燃料プール水位は低下するが，サ

イフォンブレイク配管の効果により，燃料プール冷却系

戻り配管水平部高さ付近（通常水位から約 0.35m 下）ま

での低下にとどまる。 

なお，評価においては燃料プールの水位は，燃料プー

ル冷却系戻り配管水平部高さ付近まで瞬時に低下するも

のとする。 

（添付資料 4.2.1） 

(d) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。

外部電源が使用できない場合においても，燃料プール

スプレイ系による燃料プールへの注水は可能であり，外

部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資源の評

価の観点から厳しい評価条件となる外部電源が使用でき

ない場合を想定する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 燃料プールスプレイ系

燃料プールへの注水は，大量送水車１台を使用するも

のとし，崩壊熱による燃料プール水の蒸発量を上回る

48m3/h※４にて注水する。 

※４ 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使

用），燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ使

用）の注水容量はともに 48m3/h以上である。 

径及び破断時の高さ等

の漏えい発生時の影響

を考慮して設定。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，サイフ

ォンブレイク配管の効

果に期待しており，燃料

プール水の流出が停止

するまでの水位低下は，

瞬時に発生するものと

仮定している。 

・設備の相違

【東海第二】 

・設備設計の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，燃料プ

ールスプレイ系に電動

弁を有していない。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

燃料プールスプレイ

系の設備容量の相違。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

燃料プールスプレイ
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ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 使用済燃料プール漏えい箇所の隔離は，事象発生から

150分後に完了する。 

(b) 燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注

水は，緊急時対策要員の移動，注水準備に必要な時間等

を考慮して，事象発生 12時間後から開始する。

なお，サイフォンブレーク孔の効果に期待する場合，

事象発生から約 100 分後に漏えいが停止するため,運転

員による漏えい停止操作での対応に比べ,その後の事象

進展や評価項目となるパラメータが緩和されることから

本評価では運転員による使用済燃料プールの漏えい箇所

の隔離操作による対応を示す。 

(3) 有効性評価の結果

想定事故 2 における使用済燃料プール水位の推移を第

ル注水系（常設スプレイヘッダ），可搬型代替注水中

型ポンプによる代替燃料プール注水系（常設スプレイ

ヘッダ），可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料

プール注水系（常設スプレイヘッダ）及び可搬型代替

注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）の注水容量は，全て 50m３／h 以上で

ある。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり

設定する。 

(a) 代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注

水は，重大事故等対応要員の移動，注水準備に必要な時

間等を考慮して，事象発生 8 時間後から開始する。

(3) 有効性評価の結果

想定事故２における使用済燃料プール水位の推移を第 4.2

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり

設定する。 

(a) 燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水は，復

旧班要員の移動及び注水準備に必要な時間等を考慮し

て，事象発生約 7.6時間後から開始する。

(3) 有効性評価の結果

想定事故２における燃料プール水位の推移を第 4.2.2－1

系の設備容量の相違。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の効果

に期待しており，運転員

による隔離操作を期待

しない。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる

約 7.6時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の効果

に期待しており，運転員

による隔離操作を期待

しない。 
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4.2.4 図に，使用済燃料プール水位と線量率の関係を第 4.2.5 

図に示す。 

ａ．事象進展 

残留熱除去系配管の貫通クラックによる損傷発生後，サ

イフォン現象によって，使用済燃料プール水は漏えいし，

使用済燃料プール水位は低下する。スキマせきを越える水

がなくなるためスキマサージタンクの水位低下又は使用済

燃料プールの水位低下に伴い発生する警報により異常を認

知する。原子炉建屋 2 階にある燃料プール冷却浄化系配管

の手動弁を閉止することにより，事象発生から 150 分後に

漏えい箇所を隔離し，サイフォン現象による漏えいを停止

する。一方，使用済燃料プールの喪失した保有水を注水す

るため，補給水系による水の注水準備を行うが補給水系が

使用不可能な場合，燃料プール代替注水系による使用済燃

料プールへの注水準備を行う。 

使用済燃料プールへの冷却機能が喪失した後，使用済燃

料プール水温は約 5℃/h で上昇し，事象発生から約 7 時間

後に 100℃に達する。その後，蒸発により使用済燃料プー

ル水位は低下し始めるが，事象発生から 12 時間経過した

時点で燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの

注水を開始すると，使用済燃料プール水位は回復する。 

その後は，使用済燃料プールの冷却機能を復旧するとと

もに，燃料プール代替注水系により，蒸発量に応じた量を

使用済燃料プールに注水することで，使用済燃料プール水

位を維持する。 

ｂ． 評価項目等 

使用済燃料プール水位は第 4.2.4 図に示すとおり，通常

水位から約 1.2m下まで低下するに留まり，有効燃料棒頂部

は冠水維持される。使用済燃料プール水温については約 7 

時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

－4 図に，使用済燃料プール水位と線量率の関係を第 4.2－5 

図に示す。 

ａ．事象進展 

燃料プール冷却浄化系配管の破断発生後，サイフォン現象

によって，使用済燃料プール水は漏えいし，使用済燃料プー

ル水位は燃料プール水戻り配管水平部下端まで低下する。ス

キマ堰を越える水がなくなるためスキマサージタンクの水位

低下又は使用済燃料プールの水位低下に伴い発生する警報に

より異常を認知する。使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広

域）等により，使用済燃料プールからの漏えいが発生したこ

と及び静的サイフォンブレーカによりサイフォン現象による

漏えいが停止したことを確認する。また，使用済燃料プール

の喪失した保有水を注水するため，補給水系による水の注水

準備を行うが補給水系が使用不可能な場合，代替燃料プール

注水系による使用済燃料プールへの注水準備を行う。 

使用済燃料プールへの冷却機能が喪失した後，使用済燃料

プール水温は約 7.0℃／h で上昇し，事象発生から約 5.0 時

間後に 100℃に達する。その後，蒸発により使用済燃料プー

ル水位は低下し始めるが，事象発生から 8 時間経過した時点

で代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水を

開始することにより，使用済燃料プール水位は回復する。 

その後は，使用済燃料プールの冷却機能を復旧するととも

に，代替燃料プール注水系により，蒸発量に応じた量を使用

済燃料プールに注水することで，使用済燃料プール水位を維

持する。 

ｂ．評価項目等 

使用済燃料プール水位は，第 4.2－4 図に示すとおり，

通常水位から約 0.62m 下まで低下するにとどまり，燃料有

効長頂部は冠水維持される。使用済燃料プール水温につい

ては約 5.0 時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

図に，燃料プール水位と線量率の関係を第 4.2.2-2図に示す。 

ａ．事象進展 

残留熱除去系配管の破断発生後，サイフォン現象によっ

て，燃料プール水は漏えいし，燃料プール水位は燃料プー

ル冷却系戻り配管水平部高さ付近まで低下する。スキマせ

きを越える水がなくなるためスキマサージタンクの水位低

下又は燃料プールの水位低下に伴い発生する警報により異

常を認知する。燃料プール水位・温度（ＳＡ）等により，

燃料プールからの漏えいが発生したこと及びサイフォンブ

レイク配管によりサイフォン現象による漏えいが停止した

ことを確認する。また，燃料プールの喪失した保有水を注

水するため，復水輸送系等による水の注水準備を行うが復

水輸送系等が使用不可能な場合，燃料プールスプレイ系に

よる燃料プールへの注水準備を行う。 

燃料プールの冷却機能が喪失した後，燃料プール水温は

約 4.6℃/h で上昇し，事象発生から約 7.6 時間後に 100℃

に達する。その後，蒸発により燃料プール水位は低下し始

めるが，事象発生から３時間 10分後までに燃料プールスプ

レイ系による燃料プールへの注水準備が完了し，事象発生

から約 7.6 時間経過した時点で燃料プールスプレイ系によ

る燃料プールへの注水を開始することから，燃料プール水

位は維持される。 

その後は，燃料プールの冷却機能を復旧するとともに，

燃料プールスプレイ系により，蒸発量に応じた量を燃料プ

ールに注水することで，燃料プール水位を維持する。 

ｂ．評価項目等 

燃料プール水位は第 4.2.2-1 図に示すとおり，通常水位

から約 0.35m 下まで低下するに留まり，燃料棒有効長頂部

は冠水維持される。燃料プール水は事象発生約 7.6 時間で

沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

破断想定の相違。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の効果

に期待している。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料プ

ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系による注水準備

が完了する。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，サイフ

ォンブレイク配管の効

果によって，燃料プール

冷却系戻り配管水平部

高さ付近で水位低下が

停止する。 
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また，第 4.2.5 図に示すとおり，使用済燃料プール水位

が通常水位から約 1.2m 下の水位となった場合の線量率は

約 1.0×10-1mSv/h 以下であり，必要な遮蔽の目安と考える

10mSv/h※2と比べて低いことから，この水位において放射線

の遮蔽は維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋

オペレーティングフロアの床付近としている。

使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等

の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，

本事象においても未臨界は維持される。 

事象発生 12 時間後から燃料プール代替注水系による使

用済燃料プールへの注水を行うことで使用済燃料プール水

位は回復し，その後に蒸発量に応じた使用済燃料プールへ

の注水を継続することで安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

（添付資料 4.1.2，4.2.4） 

また，第 4.2－5 図に示すとおり，使用済燃料プール水

位が通常水位から約 0.62m 下の水位となった場合の線量率

は約 3.1mSv／h であり，必要な遮蔽の目安とした 10mSv／h 

と比べて低いことから，この水位において放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋原子炉棟

6 階の床付近としている。 

使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等

の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，

本事象においても未臨界は維持される。 

事象発生 8 時間後から代替燃料プール注水系による使用

済燃料プールへの注水を行うことで使用済燃料プール水位

は回復し，その後に蒸発量に応じた使用済燃料プールへの

注水を継続することで安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の

有効性を確認した。 

（添付資料 4.1.3，4.2.4） 

また，第 4.2.2-2 図に示すとおり，燃料プール水位が通

常水位から約 0.35m 下の水位となった場合の線量率は約

1.0×10-3mSv/h 以下であり，必要な遮蔽の目安とした

10mSv/h と比べて低いことから，この水位において放射線

の遮蔽は維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物

原子炉棟４階の燃料取替機台車床としている。 

燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラック

セルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，本事象

においても未臨界は維持される。 

事象発生約 7.6 時間後から燃料プールスプレイ系による

燃料プールへの注水を行うことで蒸発量に応じた燃料プー

ルへの注水を継続することで安定状態を維持できる。

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の

有効性を確認した。 

（添付資料 4.1.2，4.2.3） 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，水位低

下における線量率を厳

しく評価するため，評価

点を燃料プールの上部

にある燃料取替機台車

床としている。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料プ

ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系による注水準備

が完了する。 
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4.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

想定事故 2 では，サイフォン現象等により使用済燃料プール内

の水の小規模な喪失が発生し，使用済燃料プールの水位が低下す

ることが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等

操作は，燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水

操作及び漏えい箇所の隔離とする。 

 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 4.2.2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，7 号炉を代表として原

則，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

ような設定があることから,その中で事象進展に有意な影

響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を以

下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 11MWに対し

て最確条件は約 10MW以下であり，評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プール水

温の上昇及び水位の低下は緩和されるが，燃料プール代

替注水系による使用済燃料プールへの注水操作及び漏え

い箇所の隔離操作は燃料の崩壊熱に応じた対応をとるも

のではなく，注水操作は使用済燃料プール水位の低下に

伴う異常の認知を起点とした冷却機能喪失又は注水機能

喪失の確認を，漏えい箇所の隔離操作は使用済燃料プー

ル水位の低下に伴う異常の認知を起点とするものである

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

4.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

想定事故２では，サイフォン現象等により使用済燃料プール内

の水の小規模な喪失が発生し，使用済燃料プールの水位が低下す

ることが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等

操作は，代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水

操作とする。 

 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第4.2－2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約9.1MW に対

して最確条件は約9.1MW 未満であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プー

ル水温の上昇及び水位の低下は緩和されるが，代替燃料

プール注水系による使用済燃料プールへの注水操作は燃

料の崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，注水操作

は使用済燃料プール水位の低下に伴う異常の認知を起点

とした冷却機能喪失又は注水機能喪失の確認を起点とす

るものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

 

 

 

4.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

想定事故２では，サイフォン現象等により燃料プール内の水の

小規模な喪失が発生し，燃料プールの水位が低下することが特徴

である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，燃料

プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作とする。 

 

 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第4.2.2-1表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約7.8MWに対し

て最確条件は約7.8MW以下であり，評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，燃料プール水温の上

昇及び水位の低下は緩和されるが，燃料プールスプレイ

系による燃料プールへの注水操作は燃料の崩壊熱に応じ

た対応をとるものではなく，燃料プール水位の低下に伴

う異常の認知を起点とした冷却機能喪失又は注水機能喪

失の確認を起点とするものであることから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の効果

に期待しており，運転員

による隔離操作を期待

していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の効果

に期待しており，運転員

による隔離操作を期待

していない。 
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初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の 65℃

に対して最確条件は約 27℃～約 45℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プールの初期水温より低くなり，

沸騰開始時間は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水

操作及び漏えい箇所の隔離操作は使用済燃料プール水の

初期水温に応じた対応をとるものではなく，注水操作は

使用済燃料プール水位の低下に伴う異常の認知を起点と

した冷却機能喪失又は注水機能喪失の確認を，漏えい箇

所の隔離操作は使用済燃料プール水位の低下に伴う異常

の認知を起点とするものであることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，通常水位よ

り低い水位の変動を考慮した場合，使用済燃料プール水

位が有効燃料棒頂部まで低下する時間及び使用済燃料プ

ール水位の低下による異常の認知の時間は短くなるが，

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水

操作及び漏えい箇所の隔離操作は初期水位に応じた対応

をとるものではなく，注水操作は使用済燃料プール水位

の低下に伴う異常の認知を起点とした冷却機能喪失又は

注水機能喪失の確認を，漏えい箇所の隔離操作は使用済

燃料プール水位の低下に伴う異常の認知を起点とするも

のであることから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，使用

済燃料プール水位の低下により原子炉建屋オペレーティ

ングフロアの線量率が上昇することから，その現場にお

ける長時間の作業は困難となる。ただし，燃料プール代

替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃料プー

ルへの注水操作は，屋外から実施できるため線量の影響

が小さいことから, 運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃

に対して最確条件は約12℃～約40℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プールの初期水温より低くなり，

沸騰開始時間は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，

代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水

操作は使用済燃料プール水の初期水温に応じた対応をと

るものではなく，注水操作は使用済燃料プール水位の低

下に伴う異常の認知を起点とした冷却機能喪失又は注水

機能喪失の確認を起点とするものであることから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，通常水位よ

り低い水位の変動を考慮した場合，使用済燃料プール水

位が燃料有効長頂部まで低下する時間及び使用済燃料プ

ール水位の低下による異常の認知の時間は短くなるが，

代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水

操作は初期水位に応じた対応をとるものではなく，注水

操作は使用済燃料プール水位の低下に伴う異常の認知を

起点とした冷却機能喪失又は注水機能喪失の確認を起点

とするものであることから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，使用

済燃料プール水位が最大で約0.70m 低下し，放射線の遮

蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発

生から約5.8 時間後（10mSv／h の場合）となり，それ以

降は原子炉建屋原子炉棟6 階の線量率が10mSv／h を超

えることから，その現場における長時間の作業は困難と

なる。ただし，代替燃料プール注水系による使用済燃料

プールへの注水操作は，屋外から実施できるため線量の

影響が小さいことから,運転員等操作時間に与える影響

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の65℃に対し

て最確条件は約17℃～約40℃であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料プールの初期水温より低くなり，沸騰開始時間

は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，燃料プールス

プレイ系による燃料プールへの注水操作は燃料プール水

の初期水温に応じた対応をとるものではなく，燃料プー

ル水位の低下に伴う異常の認知を起点とした冷却機能喪

失又は注水機能喪失の確認を起点とするものであること

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に

対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件での初期

水位は通常水位を設定しているため，通常水位より低い

水位の変動を考慮した場合，燃料プール水位が燃料棒有

効長頂部まで低下する時間及び燃料プール水位の低下に

よる異常の認知の時間は短くなるが，燃料プールスプレ

イ系による燃料プールへの注水操作は初期水位に応じた

対応をとるものではなく，燃料プール水位の低下に伴う

異常の認知を起点とした冷却機能喪失又は注水機能喪失

の確認を起点とするものであることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，燃料

プール水位が最大で約1.1m低下するものの，放射線の遮

蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発

生から約1.1日後（10mSv/hの場合）であり，事象発生か

ら３時間10分後までに燃料プールスプレイ系による注水

が可能となることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

・実績値の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の効果

に期待しており，運転員

による隔離操作を期待

していない。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操作

に頼らないサイフォン

ブレイク配管の効果に

期待しており，運転員に

よる隔離操作を期待し

ていない。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

スロッシングに伴う

水位低下量の差異によ

る記載の相違。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，スロッ
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初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ 2 倍程度となり，使用済

燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プール

水位の低下は緩和されるが，燃料プール代替注水系によ

る使用済燃料プールへの注水操作及び漏えい箇所の隔離

操作はプールゲートの状態に応じた対応をとるものでは

なく，注水操作は使用済燃料プール水位の低下に伴う異

常の認知を起点とした冷却機能喪失又は注水機能喪失の

確認を,漏えい箇所の隔離操作は使用済燃料プール水位

の低下に伴う異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

配管損傷の想定及びサイフォン現象による漏えい量

は，損傷面積及び弁の開口面積が評価条件より大きな場

合，使用済燃料プールの保有水の漏えい量が多くなり，

通常水位から有効燃料棒頂部まで水位が低下する時間は

短くなるが，燃料プール代替注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作及び漏えい箇所の隔離操作は漏えい量

に応じた対応をとるものではなく，注水操作は水位低下

に伴う異常の認知を起点とした冷却機能喪失又は注水機

能喪失の確認を,漏えい箇所の隔離操作は水位低下に伴

う異常の認知を起点とするものであるため，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

はない。 

 

 

 

 

 

 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ1.6 倍程度となり，使用

済燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プー

ル水位の低下は緩和されるが，代替燃料プール注水系に

よる使用済燃料プールへの注水操作はプールゲートの状

態に応じた対応をとるものではなく，注水操作は使用済

燃料プール水位の低下に伴う異常の認知を起点とした冷

却機能喪失又は注水機能喪失の確認を起点とするもので

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料4.1.7, 4.1.8） 

 

 

 

配管破断の想定及びサイフォン現象による使用済燃料

プール水位の低下は，破断面積及び弁の開口面積に応じ

て水位低下速度が変動するが，本評価では，静的サイフ

ォンブレーカによる漏えい停止を考慮しており，使用済

燃料プール水位が燃料プール水戻り配管水平部下端（通

常水位から約0.23m 下）まで瞬時に低下するものとして

いることから，事象進展に影響はなく，また，代替燃料

プール注水系による使用済燃料プールへの注水操作は水

位低下速度に応じた対応をとるものではなく，水位低下

に伴う異常の認知を起点とした冷却機能喪失又は注水機

能喪失の確認を起点とするものであるため，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料プ

ールの水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下

は緩和されるが，燃料プールスプレイ系による燃料プー

ルへの注水操作はプールゲートの状態に応じた対応をと

るものではなく，燃料プール水位の低下に伴う異常の認

知を起点とした冷却機能喪失又は注水機能喪失の確認を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

 

 

 

 

配管破断の想定及びサイフォン現象による燃料プール

水位の低下は，破断面積及び弁の開口面積に応じて水位

低下速度が変動するが，本評価では，サイフォンブレイ

ク配管による漏えい停止を考慮しており，燃料プール水

位が燃料プール冷却系戻り配管水平部高さ付近（通常水

位から約0.35m 下）まで瞬時に低下するものとしている

ことから，事象進展に影響はなく，また，燃料プールス

プレイ系による燃料プールへの注水操作は水位低下速度

に応じた対応をとるものではなく，水位低下に伴う異常

の認知を起点とした冷却機能喪失又は注水機能喪失の確

認を起点とするものであるため，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

 

 

 

 

シングによる水位低下

を考慮しても，放射線の

遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでに

燃料プールスプレイ系

による燃料プールへの

注水が可能である。 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

容積の相違。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の効果

に期待しており，運転員

による隔離操作を期待

していない。 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，配管破

断後，サイフォンブレイ

ク配管により停止する

までの水位低下は瞬時

に発生するとしている

ことによる記載の相違。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，人的操作

に頼らないサイフォン

ブレイク配管の効果に

期待しており，運転員に

よる隔離操作を期待し

ていない。 
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(b)評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 11MWに対し

て最確条件は約 10MW以下であり，評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の 65℃

に対して最確条件は約 27℃～約 45℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プール水温より低くなるため，沸

騰開始時間は遅くなり，使用済燃料プール水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。 

また，自然蒸発,使用済燃料プールの水温及び温度上昇

の非一様性により，評価で想定している沸騰による使用

済燃料プール水位の低下開始時間より早く使用済燃料プ

ール水位の低下が始まることも考えられる。しかし，自

然蒸発による影響は沸騰による水位の低下と比べて僅か

であり，気化熱により使用済燃料プール水は冷却される。

さらに，使用済燃料プール水温の非一様性も沸騰開始後

の気泡上昇を駆動力とした対流により影響が小さくなる

ことが考えられる。仮に，事象発生直後から沸騰による

使用済燃料プール水位の低下が開始すると想定した場合

であっても，使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維

持される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から

16 時間以上（10mSv/h※2の場合，6 号及び 7 号炉は約 16

時間），使用済燃料プール水位が有効燃料棒頂部まで低下

する時間は事象発生から 3 日以上（6 号及び 7 号炉は約

3.1日）あり，事象発生から 12時間後までに燃料プール

代替注水系による注水が可能であることから, 評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 9.1MW に対

して最確条件は約 9.1MW 未満であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃

に対して最確条件は約12℃～約40℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定

している使用済燃料プール水温より低くなるため，沸騰

開始時間は遅くなり，使用済燃料プール水位の低下は緩

和されることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる。 

また，自然蒸発，使用済燃料プールの水温及び温度上

昇の非一様性により，評価で想定している沸騰による使

用済燃料プール水位の低下開始時間より早く使用済燃料

プール水位の低下が始まることも考えられる。しかし，

自然蒸発による影響は沸騰による水位の低下と比べて僅

かであり，気化熱により使用済燃料プール水は冷却され

る。さらに，使用済燃料プール水温の非一様性も沸騰開

始後の気泡上昇を駆動力とした対流により影響が小さく

なることが考えられる。仮に，事象発生直後から沸騰に

よる使用済燃料プール水位の低下が開始すると想定した

場合，使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持され

る最低水位に到達するまでの時間は事象発生から約4.8 

時間後（10mSv／h の場合）となり，それ以降は原子炉建

屋原子炉棟6 階の線量率が10mSv／h を超えることから，

その現場における長時間の作業は困難となる。ただし，

屋外から代替燃料プール注水系による使用済燃料プール

への注水操作が実施可能であることから，現場操作に必

要な遮蔽は維持される。事象発生8 時間後から代替燃料

プール注水系による使用済燃料プールへの注水を実施す

ることにより，使用済燃料プール水位が原子炉建屋原子

炉棟6 階の放射線の遮蔽維持に必要な最低水位まで回復

する時間は事象発生から約10 時間後（10mSv／h の場合）

となる。また，使用済燃料プール水位が燃料有効長頂部

まで低下する時間は事象発生から2 日以上あり，事象発

生から8 時間後までに代替燃料プール注水系による注水

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 7.8MW に対

して最確条件は約 7.8MW 以下であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の 65℃に対し

て最確条件は約 17℃～約 40℃であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料プール水温より低くなるため，沸騰開始時間は

遅くなり，燃料プール水位の低下は緩和されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

また，自然蒸発，燃料プールの水温及び温度上昇の非

一様性により，評価で想定している沸騰による燃料プー

ル水位の低下開始時間より早く燃料プール水位の低下が

始まることも考えられる。しかし，自然蒸発による影響

は沸騰による水位の低下と比べて僅かであり，気化熱に

より燃料プール水は冷却される。さらに，燃料プール水

温の非一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対

流により影響が小さくなることが考えられる。仮に，事

象発生直後から沸騰による燃料プール水位の低下が開始

すると想定した場合であっても，燃料プール水位が放射

線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は

事象発生から約1.2日（10mSv/hの場合），燃料プール水

位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は事象発生から

約3.4日あり，事象発生から３時間10分後までに燃料プー

ルスプレイ系による注水が可能であることから, 評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

・実績値の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，放射線

の遮蔽が維持される最

低水位に到達するまで

に燃料プールスプレイ

系による注水が可能で

ある。 
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初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を

考慮した場合，使用済燃料プール水位が通常水位から有

効燃料棒頂部まで低下する時間は短くなるが，仮に初期

水位を水位低警報レベル（通常水位から約 0.3m 下）※5

とした場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでの時間は事象発生から約 20 時間

（10mSv/h※2の場合，6号及び 7号炉は約 20時間），使用

済燃料プール水位が有効燃料棒頂部まで低下する時間は

事象発生から約 3 日以上（6 号及び 7 号炉は約 3.3 日）

あり，事象発生 12時間後までに燃料プール代替注水系に

よる注水が可能であることから，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，使用

済燃料プール水位の低下により原子炉建屋オペレーティ

ングフロアの線量率が上昇することから，その現場にお

ける長時間の作業は困難である。ただし,このような使用

済燃料プール水位の低下に対してもサイフォンブレーク

孔による使用済燃料プール水の漏えいの停止，原子炉建

屋オペレーティングフロア以外での漏えいの隔離操作及

び屋外から燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）

による使用済燃料プールへの注水操作が実施可能である

ことから，現場操作に必要な遮蔽は維持される。事象発

生 12時間後から燃料プール代替注水系（常設スプレイヘ

ッダ）による使用済燃料プールへの注水を実施すること

により，6 号及び 7 号炉の使用済燃料プール水位が原子

炉建屋オペレーティングフロアの放射線の遮蔽維持に必

要な最低水位まで回復する時間は事象発生から約 1.1 日

後（10mSv/h※2の場合，6 号炉では約 1.0 日後，7 号炉で

は約 1.1日後），通常水位まで回復する時間は事象発生か

が可能であることから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を

考慮した場合，使用済燃料プール水位が通常水位から燃

料有効長頂部まで低下する時間は短くなるが，仮に初期

水位を水位低警報レベル（通常水位から約0.14m 下）※１

とした場合であっても，漏えいにより瞬時に水位が低下

し静的サイフォンブレーカにより燃料プール水戻り配管

水平部下端（通常水位から約0.23m 下）で停止するとし

ていることから，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，最大

で約0.70m の水位の低下が発生し，使用済燃料プール水

位が放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまで

の時間は事象発生から約5.8 時間後（10mSv／h の場合）

となり，それ以降は原子炉建屋原子炉棟6 階の線量率が

10mSv／h を超えることから，その現場における長時間の

作業は困難である。ただし，このような使用済燃料プー

ル水位の低下に対しても静的サイフォンブレーカによる

使用済燃料プール水の漏えいの停止及び屋外から代替燃

料プール注水系による使用済燃料プールへの注水操作が

実施可能であることから，現場操作に必要な遮蔽は維持

される。事象発生8 時間後から代替燃料プール注水系に

よる使用済燃料プールへの注水を実施することにより，

使用済燃料プール水位が原子炉建屋原子炉棟6 階の放射

線の遮蔽維持に必要な最低水位まで回復する時間は事象

発生から約8.9 時間後（10mSv／h の場合）となる。また，

使用済燃料プール水位が通常水位から燃料有効長頂部ま

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に

対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件での初期

水位は通常水位を設定しているため，その変動を考慮し

た場合，燃料プール水位が初期水位から燃料棒有効長頂

部まで低下する時間は短くなるが，仮に初期水位を水位

低警報レベル（通常水位から約0.27m下※５）とした場合

であっても，漏えいにより瞬時に水位が低下しサイフォ

ンブレイク配管により燃料プール冷却系戻り配管水平部

高さ付近（通常水位から約0.35m 下）で停止するとして

いることから，評価項目となるパラメータに与える影響

はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，最大

で約1.1mの水位の低下が発生するが，燃料プール水位が

放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時

間は事象発生から約1.1日（10mSv/hの場合），燃料プー

ル水位が通常水位から燃料棒有効長頂部まで低下する時

間は事象発生から約3.3日あり，事象発生から３時間10

分後までに燃料プールスプレイ系による注水が可能であ

ることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，配管破

断後，サイフォンブレイ

ク配管により停止する

までの水位低下は瞬時

に発生するとしている

ことによる記載の相違。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，スロッ

シングによる水位低下

を考慮しても，放射線の

遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでに

燃料プールスプレイ系

による注水が可能であ

る。 
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ら約 1.9日後（6号炉では約 1.8日後，7号炉では約 1.9

日後）となる。また，使用済燃料プール水位が通常水位

から有効燃料棒頂部まで低下する時間は事象発生から 2

日以上（6 号及び 7 号炉は約 2.2 日）あり，事象発生か

ら 12 時間後までに燃料プール代替注水系による注水が

可能であることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ 2 倍程度となり，使用済

燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プール

水位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。

配管損傷の想定及びサイフォン現象による漏えい量

は，損傷面積及び弁の開口面積が評価条件より大きな場

合，使用済燃料プールの保有水の漏えい量が多くなり，

通常水位から有効燃料棒頂部まで水位が低下する時間は

短くなる。配管の全周破断及び逆止弁の全開固着が発生

して漏えいが継続する場合，使用済燃料プールの水位が

有効燃料棒頂部に到達するまでの時間は約 2 時間の時間

余裕となり，漏えい箇所の隔離までの 150 分より短くな

る。ただし，サイフォンブレーク孔による漏えい停止を

考慮した場合は事象進展に影響はなく，漏えい量が少な

くなることから評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

※5 使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA広域）の水

位低の警報設定値：6 号炉通常水位-225mm，7 号炉通

常水位-267mm 

（添付資料 4.2.2，4.2.5） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

で低下する時間は事象発生から2 日以上あり，事象発生

から8 時間後までに代替燃料プール注水系による注水が

可能であることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ1.6 倍程度となり，使用

済燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プー

ル水位の低下は緩和されることから，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕は大きくなる。

配管破断の想定及びサイフォン現象による使用済燃料

プール水位の低下は，破断面積及び弁の開口面積に応じ

て水位低下速度が変動するが，本評価では，静的サイフ

ォンブレーカによる漏えい停止を考慮しており，使用済

燃料プール水位が燃料プール水戻り配管水平部下端（通

常水位から約0.23m 下）まで瞬時に低下するものとして

いることから，事象進展に影響はなく，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。 

※1 使用済燃料プール水位の水位低の警報設定値：通常水

位－142mm 

（添付資料4.2.5） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料プ

ール水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。 

配管破断の想定及びサイフォン現象による燃料プール

水位の低下は，破断面積及び弁の開口面積に応じて水位

低下速度が変動するが，本評価では，サイフォンブレイ

ク配管による漏えい停止を考慮しており，燃料プール水

位が燃料プール冷却系戻り配管水平部高さ付近（通常水

位から約0.35m 下）まで瞬時に低下するものとしている

ことから，事象進展に影響はなく，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。

※５ 燃料プール水位低の警報設定値：通常水位-272mm

（添付資料4.2.4） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これ

らの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。ま

た，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラ

メータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

容量の相違。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，配管破

断後，サイフォンブレイ

ク配管により停止する

までの水位低下は瞬時

に発生するとしている

ことによる記載の相違。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の漏えい箇所の隔離操作は，評価上の操作完

了時間として，事象発生から 150 分後を設定している。

運転員等操作時間に与える影響として，評価上の燃料プ

ール水位低警報の確認後の注水機能喪失確認までに余裕

を含め 1 時間を考慮し，その後使用済燃料プール水位の

低下要因調査及び漏えいの隔離操作を実施する設定とし

ているが，実態の操作開始時間，燃料プール水位低を認

知した時点で使用済燃料プール水位低下要因調査及び漏

えいの隔離操作に着手可能であり，注水機能喪失確認と

同時に実施できるため，評価上の操作完了時間に対し，

実態の操作完了時間が早くなる可能性があることから，

運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。当該操作

は，評価条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作

完了時間は早まる可能性があるが，他の操作との重複は

ないことから，他の操作に与える影響はない。 

操作条件の燃料プール代替注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，評価上の操作開始時間として，事

象発生から 12時間後を設定している。運転員等操作時間

に与える影響として，当該操作は他の操作との重複はな

く，使用済燃料プールの冷却機能喪失による異常を認知

した時点で注水準備に着手可能であり，その準備操作に

かかる時間は 360 分を想定していることから，実態の操

作開始時間は想定している事象発生から 12 時間後より

早まる可能性があり，運転員等操作時間に対する余裕は

大きくなる。 

 

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の漏えい箇所の隔離操作及び燃料プール代替

注水系による使用済燃料プールへの注水操作は，運転員

等操作時間に与える影響として，評価上の操作完了時間

に対して，実際に見込まれる操作完了時間が早くなる可

能性がある。この場合，放射線の遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでの時間余裕は，漏えい箇所の隔離操

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の代替燃料プール注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，評価上の操作開始時間として事象

発生から8 時間後を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，当該操作は使用済燃料プールの冷却

機能喪失又は注水機能喪失による異常の認知を起点とし

て実施する可搬型スプレイノズル等の設置作業※２終了

後から開始するものであり，これを含めても準備操作に

かかる時間は380 分を想定していることから，実態の操

作開始時間は想定している事象発生から8 時間後より早

まる可能性があり，運転員等操作時間に対する余裕は大

きくなる。 

※2 可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水

系（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プ

ールスプレイの準備操作。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の代替燃料プール注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，評価上の操作完了時間に対して，実際に見込まれ

る操作完了時間が早くなる可能性がある。この場合，放

射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間

余裕は，注水操作に対して約9.8 時間（10mSv／h の場合）

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへ

の注水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生

から約7.6時間後を設定している。運転員等操作時間に与

える影響として，当該操作は他の操作との重複はなく，

燃料プールの冷却機能喪失又は水位低下による異常を認

知した時点で注水準備に着手可能であり，その準備操作

にかかる時間は２時間50分を想定していることから，実

態の操作開始時間は想定している事象発生から約7.6時

間後より早まる可能性があり，運転員等操作時間に対す

る余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへ

の注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

評価上の操作完了時間に対して，実態に見込まれる操作

完了時間が早くなる可能性がある。この場合，放射線の

遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間余裕

は，注水操作に対して約1.5日（10mSv/hの場合）と操作

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，隔離操

作を期待していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる

約 7.6時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，隔離操

作を期待していない。 

 

・評価結果の相違 
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作に対して約 7時間（10mSv/h※2の場合，6号及び 7号炉

は約 7 時間），注水操作に対して約 23 時間（10mSv/h※2

の場合，6号及び 7号炉は約 23時間）と操作に対して十

分な時間余裕があることから，評価項目となるパラメー

タに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 4.2.5） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の漏えい箇所の隔離操作は，放射線の遮蔽が維持

される最低水位に到達するまでの時間は約 7 時間（10mSv/h

※2 の場合，6 号及び 7 号炉は約 7 時間），使用済燃料プール

水位が有効燃料棒頂部まで低下する時間は約 23時間（6号炉

では約 23 時間, 7 号炉では約 24 時間）であり，事故を検知

して漏えい箇所の隔離操作の実施が完了するまでの時間は事

象発生から約 150分であることから，時間余裕がある。 

操作条件の燃料プール代替注水系による使用済燃料プール

への注水操作は，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達

するまでの時間が約 23 時間（10mSv/h※2の場合，6 号及び 7

号炉は約 23 時間），使用済燃料プール水位が有効燃料棒頂部

まで低下する時間が 3 日以上（6 号及び 7 号炉は約 3.4 日）

であり，事故を検知して注水を開始するまでの時間は事象発

生から約 12 時間後と設定していることから，時間余裕があ

る。 

（添付資料 4.2.5） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

と操作に対して十分な時間余裕があることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 4.2.5） 

 

 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の代替燃料プール注水系による使用済燃料プール

への注水操作は，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達

するまでの時間が約9.8 時間（10mSv／h の場合），使用済燃

料プール水位が燃料有効長頂部まで低下する時間が2 日以上

であり，事故を検知して注水を開始するまでの時間は事象発

生から8 時間後と設定していることから，時間余裕がある。 

（添付資料4.2.5） 

 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

に対して十分な時間余裕があることから，評価項目とな

るパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料4.2.4） 

 

 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注

水操作は，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するま

での時間が約1.5日（10mSv/hの場合），燃料プール水位が燃

料棒有効長頂部まで低下する時間が約3.7日であり，事故を検

知して注水を開始するまでの時間は事象発生から約7.6時間

後と設定していることから，時間余裕がある。 

（添付資料4.2.4） 

 

 

 

 (3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，隔離操

作を期待していない。 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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4.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

想定事故 2 において，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対

策時における必要な要員は，「4.2.1(3)燃料損傷防止対策」に

示すとおり 22 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要

員の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策要員等の

64名で対処可能である。 

なお，今回評価した原子炉運転停止中ではなく，原子炉運

転中を想定した場合，事象によっては，原子炉における重大

事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，想定事

故 2 の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉運

転中を想定した場合，使用済燃料プールに貯蔵されている燃

料の崩壊熱が低いため，操作時間余裕が十分長くあり（原子

炉運転開始直後を考慮しても使用済燃料プール水が 100℃に

到達するまで最低でも 1日以上），原子炉における重大事故又

は重大事故に至るおそれのある事故の対応が収束に向かって

いる状態での対応となるため，緊急時対策要員や参集要員に

より対応可能である。 

(2) 必要な資源の評価

想定事故 2において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)

資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

ａ．水源 

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水

については，7 日間の対応を考慮すると，号炉あたり約

3,300m3の水が必要となる。6号及び 7号炉の同時被災を考

慮すると，合計約 6,600m3の水が必要である。水源として，

淡水貯水池に約 18,000m3の水量を保有しており，水源を枯

渇させることなく 7日間の注水継続実施が可能である。 

（添付資料 4.2.6） 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事

象発生後 7 日間最大負荷で運転した場合，号炉あたり約

4.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

想定事故２において，重大事故等対策時における事象発生2

時間までに必要な要員は，「4.2.1(3) 燃料損傷防止対策」に

示すとおり17 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要

員の評価結果」で説明している災害対策要員（初動）の37 名

で対処可能である。 

また，事象発生2 時間以降に必要な参集要員は2 名であり，

発電所構外から2 時間以内に参集可能な要員の72 名で確保

可能である。 

なお，今回評価した原子炉運転停止中ではなく，原子炉運

転中を想定した場合，事象によっては，原子炉における重大

事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，想定事

故２の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉運

転中を想定した場合，使用済燃料プールに貯蔵されている燃

料の崩壊熱が低いため，操作時間余裕が十分長くあり（原子

炉運転開始直後を考慮しても使用済燃料プール水が100℃に

到達するまで最低でも1 日以上），原子炉における重大事故又

は重大事故に至るおそれのある事故の対応が収束に向かって

いる状態での対応となるため，災害対策要員（初動）や参集

要員により対応可能である 

(2) 必要な資源の評価

想定事故２において，必要な水源，燃料及び電源は「6.1(2)

資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

ａ．水源 

代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水

については，7 日間の対応を考慮すると，合計約2,120m３

の水が必要である。水源として，西側淡水貯水設備に約

4,300m３の水量を保有しており，水源を枯渇させることなく

7 日間の注水継続実施が可能である。 

（添付資料4.2.6） 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備

（常設代替高圧電源装置2 台）による電源供給については，

4.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

想定事故２において，重大事故等対策時における必要な要

員は，「4.2.1(3) 燃料損傷防止対策」に示すとおり26名であ

る。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明

している緊急時対策要員の43名で対処可能である。 

なお，今回評価した原子炉運転停止中ではなく，原子炉運

転中を想定した場合，事象によっては，原子炉における重大

事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，想定事

故２の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉運

転中を想定した場合，燃料プールに貯蔵されている燃料の崩

壊熱が低いため，操作時間余裕が十分長くあり（原子炉運転

開始直後を考慮しても燃料プール水が100℃に到達するまで

最低でも１日以上），原子炉における重大事故又は重大事故に

至るおそれのある事故の対応が収束に向かっている状態での

対応となるため，緊急時対策要員により対応可能である。 

(2) 必要な資源の評価

想定事故２において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)

資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

ａ．水源 

燃料プールスプレイ系による燃料プール注水について

は，７日間の対応を考慮すると，約2,100m3の水が必要であ

る。水源として，輪谷貯水槽（西１／西２）に約7,000m3の

水量を保有しており，水源を枯渇させることなく７日間の

注水継続実施が可能である。 

（添付資料4.2.5） 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，

事象発生後７日間最大負荷で運転した場合，運転継続に約

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の

相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 26 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【東海第二】 
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753kL の軽油が必要となる。燃料プール代替注水系による

使用済燃料プールへの注水については，保守的に事象発生

直後からの可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の運転を想定

すると，7日間の運転継続に号炉あたり約 15kLの軽油が必

要となる。 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及び

モニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，

事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続

に合計約 13kLの軽油が必要となる（6号及び 7号炉合計約

1,549kL）。 

6号及び 7号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6号及び

7号炉合計約 2,040kL）の軽油を保有しており，これらの使

用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機による

電源供給，燃料プール代替注水系による使用済燃料プール

への注水，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源

設備による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機に

よる電源供給について，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 4.2.7） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機によって給電を行うものとする。6 号及び 7 号炉

において重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常

用ディーゼル発電機負荷に含まれることから，非常用ディ

事象発生後7 日間これらを最大負荷で運転した場合，合計

約755.5kL の軽油が必要となる。 

軽油貯蔵タンクにて約800kL の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機等

及び常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置2 台）

による電源供給について，7 日間の継続が可能である。 

可搬型代替注水中型ポンプ（2台）による代替燃料プール

注水系による使用済燃料プールへの注水については，保守

的に事象発生直後からの可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）

の運転を想定すると，7 日間の運転継続に約12.0kL の軽油

が必要となる。可搬型設備用軽油タンクにて約210kL の軽

油を保有しており，この使用が可能であることから，可搬

型代替注水中型ポンプ（2 台）による代替燃料プール注水

系による使用済燃料プールへの注水について，7 日間の継

続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約75kL の軽油を保有しており，この使用が

可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源供

給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料4.2.7） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等及び常設代替交流電源設備によって給電を行う

ものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用デ

ィーゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディ

700m3の軽油が必要となる。燃料プールスプレイ系による燃

料プールへの注水については，保守的に事象発生直後から

の大量送水車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約

11m3の軽油が必要となる。合計約711m3の軽油が必要となる。

ディーゼル燃料貯蔵タンクにて約730m3の軽油を保有して

おり，この使用が可能であることから非常用ディーゼル発

電機等による電源供給，燃料プールスプレイ系による燃料

プールへの注水について，７日間の運転継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約

８m3 の軽油が必要となる。緊急時対策所用燃料地下タンク

にて約 45m3の軽油を保有しており，この使用が可能である

ことから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，

７日間の継続が可能である。 

（添付資料4.2.6） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

常設代替電源設備か

ら電源供給する負荷が

異なる。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機は専用

の燃料タンクを有して

いる。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

常設代替電源設備か
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ーゼル発電機による電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備及びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

ーゼル発電機等による電源供給が可能である。 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

等対策に必要な負荷として，約407kW 必要となるが，常設

代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置2 台）の連続定

格容量は約2,208kW であり，必要負荷に対しての電源供給

が可能である。 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

（添付資料4.2.8） 

供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

 

ら電源供給する負荷が

異なる。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃

料タンクを有している。

また，モニタリングポス

トは非常用交流電源設

備又は常設代替交流電

源設備による電源供給

が可能である。 

 

4.2.5 結論 

想定事故 2 では，使用済燃料プールに入る配管からの漏えいが

発生した際に逆止弁の機能が十分に働かず，サイフォン現象等に

よる使用済燃料プール水の小規模な喪失が発生し，かつ，使用済

燃料プールへの水の注水にも失敗して使用済燃料プール水位が低

下することで，やがて燃料が露出し燃料損傷に至ることが特徴で

ある。想定事故 2 に対する燃料損傷防止対策としては，燃料プー

ル代替注水系による使用済燃料プールへの注水手段を整備してい

る。 

想定事故 2について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，燃料プール代替注水系による使用済燃

料プールへの注水により，使用済燃料プール水位を回復し維持す

ることができることから，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃料

損傷することはない。 

また，使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨界は維持

される。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される

4.2.5 結論 

想定事故２では，使用済燃料プールに入る配管からの漏えいが

発生した際に真空破壊弁の機能が十分に働かず，サイフォン現象

等による使用済燃料プール水の小規模な喪失が発生し，かつ，使

用済燃料プールへの水の注水にも失敗して使用済燃料プール水位

が低下することで，やがて燃料が露出し燃料損傷に至ることが特

徴である。想定事故２に対する燃料損傷防止対策としては，代替

燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水手段を整備し

ている。 

想定事故２について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，代替燃料プール注水系による使用済燃

料プールへの注水により，使用済燃料プール水位を回復し維持す

ることができることから，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃料

損傷することはない。 

また，使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨界は維持

される。 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される

4.2.5 結論 

想定事故２では，燃料プールに入る配管からの漏えいが発生し

た際に逆止弁の機能が十分に働かず，サイフォン現象等による燃

料プール水の小規模な喪失が発生し，かつ，燃料プールへの水の

注水にも失敗して燃料プール水位が低下することで，やがて燃料

が露出し燃料損傷に至ることが特徴である。想定事故２に対する

燃料損傷防止対策としては燃料プールスプレイ系による燃料プー

ルへの注水手段を整備している。 

 

想定事故２について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，燃料プールスプレイ系による燃料プー

ルへの注水により，燃料プール水位を維持することができること

から，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃料損傷することはない。 

 

また，燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラック

セルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計により

水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨界は維持される。 

 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持され

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料プ

ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系による注水準備

が完了する。 
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水位の確保及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足し

ている。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余

裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕があ

る。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，燃料プール代替注水系による使用済燃料プー

ルへの注水等の燃料損傷防止対策は，想定事故 2 に対して有効で

ある。 

水位の確保及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足し

ている。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余

裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕があ

る。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，代替燃料プール注水系による使用済燃料プー

ルへの注水等の燃料損傷防止対策は，想定事故２に対して有効で

ある。 

る水位の確保及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足

している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余

裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕があ

る。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可

能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの

注水等の燃料損傷防止対策は，想定事故２に対して有効である。 
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第4.2.1図 「想定事故2」の重大事故等対策の概略系統図 

（使用済燃料プールへの注水） 

第 4.2－1 図 想定事故２の重大事故等対策の概略系統図 第 4.2.1－1図 「想定事故２」の重大事故等対策の概略系統図（燃

料プールスプレイ系による燃料プールへの注水） 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 備  考 

第 4.2.2 図 「想定事故 2」の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「第 4.2.1－2 図 「想

定事故２」の対応手順の

概要」の備考欄参照

① 

3175



東海第二発電所（2018.9.12版） 備  考 

第 4.2－2 図 想定事故２の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「第 4.2.1－2 図 「想

定事故２」の対応手順の

概要」の備考欄参照

① 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

第 4.2.1－2図 「想定事故２」の対応手順の概要 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の作用

に期待しており，運転員

による隔離操作等を期

待しない。 

① 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 備  考 

 

第 4.2.3 図 「想定事故 2」の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号炉

「第 4.2.1－3 図 「想

定事故２」の作業と所要

時間」の備考欄参照 
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東海第二発電所（2018.9.12版） 備  考 

 

第 4.2－3 図 想定事故２の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号炉

「第 4.2.1－3 図 「想

定事故２」の作業と所要

時間」の備考欄参照 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

第 4.2.1－3図 「想定事故２」の作業と所要時間 

・評価結果の相違に基

づく差異

・設備設計・手順に基

づく想定時間の差異

・評価上考慮しない操

作を含めて実際に実

施する操作について

要員の充足性を確認

（ただし，事前に対応

する要員を定めるこ

とが難しい機能回復

操作を除く）

3180



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 4.2.4 図 使用済燃料プール水位の推移（想定事故 2） 

第 4.2.5 図 使用済燃料プール水位と線量率（想定事故 2） 

第 4.2－4 図 使用済燃料プール水位の推移（想定事故２） 

第 4.2－5 図 使用済燃料プール水位と線量率（想定事故２） 

第 4.2.2－1図 燃料プール水位の推移（想定事故２） 

図 4.2.2-2図 燃料プール水位と線量率（想定事故２） 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

①柏崎 6/7 は貫通クラ

ックによる配管損傷を

想定し，島根２号炉，東

海第二は配管破断によ

り瞬時に水位低下する

ことを想定している。 

水位低下量（漏えい

量）は以下のとおり。 

柏崎 6/7：70m3/h 

東海第二：約 0.23m 

島根２号炉：約 0.35m 

②島根２号炉は，燃料プ

ール水は事象発生約

7.6 時間で沸騰する

が，燃料プールスプレ

イ系は事象発生３時間

10 分後までには注水

準備が完了するため，

水位が低下することは

なく維持される。 

・設備設計及び評価結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】

① 
① 

① 

② ② 
② 
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第
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故
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事
故
等
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故
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重
大
事
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想
定
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故
２
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の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て
（
１
／
２
）
 

本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載 

・記載方針の相違

【東海第二】 

①島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けている。 

①
 

①
 

①
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・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，貯槽燃

料の燃焼度設定におい

て，燃料の基本仕様及び

添付資料八との整合を

とり，取出平均燃焼度で

あ る ９ × ９ 燃 料

45Wd/t， ＭＯ Ｘ燃 料

33Wd/t を設定してい

る。 

【柏崎 6/7】 

②島根２号炉は，残留熱

除去系に接続された冷

却水戻り配管の全周破

断を想定しており，柏崎

6/7 は貫通クラックに

よる損傷を想定してい

る。 

【柏崎 6/7】 

③島根２号炉は，サイフ

ォンブレイク配管の効

果に期待し瞬時に水位

低下する想定。柏崎 6/7

はサイフォンブレーク

孔には期待していない。 

 

 

 

 

 

 

 

①
 

①
 

①
 

②
 

③
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・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】

② ③
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料4.2.1〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料4.2.1 

使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価につ

いて 

1.使用済燃料プールの概要

添付資料4.1.1と同様である。

2.放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位に

ついて 

添付資料4.1.1と同様である。 

3.想定事故2における時間余裕

図1に示すように2個の逆

止弁の異物噛み混みによる

固着と配管の貫通クラック

による損傷を想定すると表1

の条件より使用済燃料プー

ルの保有水の漏えいの流出

流量は 約68m3/hとなる。な

お，想定する異物として燃料

プール冷却浄化系のろ過脱

塩器の出口ストレーナのエ

レメント24×110メッシュ

（通過粒子径約25μm）より

十分大きな粒子径2.5mmを想定し，それが最も大きな開口面積と

なる噛み混みを想定した。また，水位の低下に伴い水頭圧が低下

し流出流量が小さくなることが考えられるが，漏えいが継続して

いる間は損傷直後の流出流量が一定のまま続くことを想定した。 

表1 使用済燃料プールの保有水の漏えいの流出流量産出条件 

添付資料 4.2.1 

使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

1. 使用済燃料プールの概要

添付資料 4.1.2と同様である。

2. 放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位

について

添付資料 4.1.2と同様である。 

3. 想定事故２における時間余裕

第 1図に示すように，想定事故２では燃料プール水戻り配管

に設置されている真空破壊弁については閉固着を仮定する。静

的サイフォンブレーカにより，サイフォン現象による流出を防

止するため，使用済燃料プール水位は燃料プール水戻り配管水

平部下端（通常水位から約 0.23m下）までの低下にとどまり，

保守的にこの水位まで瞬時に低下するものとする。 

第 1図 想定事故２の想定 

添付資料4.2.1 

燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

１．燃料プールの概要 

  添付資料4.1.1と同様である。 

２．放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位について 

添付資料4.1.1と同様である。 

３．想定事故２における時間余裕 

図１に示すように想定事故２では燃料プール冷却系配管及

び残留熱除去系配管に設置されている逆止弁については開固

着を仮定する。サイフォンブレイク配管により，サイフォン現

象による流出を防止するため，燃料プール水位は燃料プール冷

却系戻り配管水平部高さ付近（通常水位から約0.35m下）まで

の低下にとどまり，保守的にこの水位まで瞬時に低下するもの

とする。 

図１ 想定事故２の想定 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，サイ

フォンブレイク配管に

期待している。サイフ

ォンブレーカ効果によ

り停止するまでの水位

低下は瞬時に発生する

評価条件としている。 

水平配管下端まで水位低下 

真空破壊弁の閉固着を想定 

燃料集合体 

残留熱除去系ポンプ 

燃料プール冷却浄化系ポンプ 

使用済燃料プール

燃料プール冷却浄化系 

熱交換器 

Ｍ 

静的サイフォンブ

レーカ

残留熱除去系熱交換器 

配管破断 

図1 想定事故２の想定 
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配管損傷が発生し，サイフォン現象により使用済燃料プールの

保有水が漏えいした場合，漏えい箇所を隔離するまでの150分間

に使用済燃料プールの保有水が約170m3漏えいする。崩壊熱除去機

能の喪失に伴い，6号及び7号炉では事象発生から約7時間後に沸

騰が開始し，使用済燃料プール水位が低下する。 

使用済燃料プール水位が通常水位から放射線の遮蔽が維持さ

れる最低水位（通常水位から約2.1m下）まで低下する時間は， 6

号及び7号炉で事象発生から約23時間であり，重大事故等対策と

して期待している可搬型代替注水ポンプ（A-2級）を用いた燃料

プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水操作の時間

余裕は十分ある（評価結果は表2の通り）。 

 

表2 崩壊熱除去機能喪失及びサイフォン現象発生時の評価結果 

 

 

 

配管破断により保有水が漏えいし，燃料プール水戻り配管水

平部下端（通常水位から約 0.23m下）まで水位が低下した場合，

崩壊熱除去機能喪失に伴い，事象発生から約 5.0時間後に沸騰

の開始により水位が低下する。 

 

  プールの水位が放射線の遮蔽維持水位（通常水位より約

0.86m下）まで低下するのは事象発生から約 9.8時間後であり，

可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水

ライン）による注水操作の時間余裕はある。 

 

 

 

 

 

 

 配管破断により保有水が漏えいし，燃料プール冷却系戻り配管

水平部高さ付近（通常水位から約0.35m下）まで水位が低下した

場合，崩壊熱除去機能喪失に伴い，事象発生から約7.6時間後に

沸騰の開始により水位が低下する。  

 

 燃料プール水位が通常水位から放射線の遮蔽が維持される最

低水位（通常水位から約2.6m下）まで低下する時間は，事象発生

から約1.5日であり，重大事故等対策として期待している燃料プ

ールスプレイ系による燃料プールへの注水操作の時間余裕は十

分ある。（評価結果は表１の通り） 

 

 

表１ 崩壊熱除去機能喪失及びサイフォン現象発生時の評価結果 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は全周破

断，柏崎 6/7 は貫通ク

ラックによる損傷を想

定。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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添付資料4.2.3 

6 号及び7 号炉 使用済燃料プールサイフォンブレーカについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．サイフォンブレーカの概要 

 使用済燃料プールは，図１のように燃料プール冷却浄化系によ

り冷却及び水質管理されている。使用済燃料プールの保有水がサ

イフォン現象により漏えいする場合は，ディフューザ配管に設置

された逆止弁により使用済燃料プールの保有水の漏えいを防止

する設計となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 4.2.3 

使用済燃料プールの静的サイフォンブレーカについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 静的サイフォンブレーカの概要 

  使用済燃料プールは，第 1図に示すように燃料プール冷却浄

化系により冷却及び水質管理されている。使用済燃料プール水

がサイフォン効果により流出する場合は，使用済燃料プールに

入る配管に設置されている真空破壊弁によりサイフォンブレ

ークすることで，使用済燃料プール水の流出を防止する設計と

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料4.2.2 

燃料プールのサイフォンブレイク配管について 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．サイフォンブレイク配管の概要 

燃料プールは，第１図のように燃料プール冷却系により冷却

及び水質管理されている。燃料プールの保有水がサイフォン現

象により漏えいする場合は，燃料プール冷却系戻り配管に設置

された逆止弁（２重化）により燃料プールの保有水の漏えいを

防止する設計としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7】 

島根２号炉は，逆止

弁のボンネットにサイ

フォンブレイク配管を

設置する構造としてい

る。 

（以下，①の相違） 

 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7】 

①の相違 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，燃料

プール冷却系配管上に

逆止弁を２重に設置

し，サイフォン現象に

よる燃料プール水の漏

えいを防止する設計と

しており，真空破壊弁

は設置していない。 

（以下，②の相違） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3188



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

仮に逆止弁が機能喪失し使用済燃料プールの保有水が漏えい

した場合においても，ディフューザ配管のサイフォンブレーク孔

のレベルまで水位が低下した時点で，サイフォンブレーク孔から

空気を吸入することでサイフォン現象による使用済燃料プール

の保有水の漏えいを停止することが可能な設計となっている。 

仮に真空破壊弁が閉固着した場合においても，静的サイフォ

ンブレーカから空気を吸入することでサイフォン現象による

使用済燃料プール水の流出を防止することが可能な設計とす

る。 

仮に，逆止弁が開固着により機能喪失した状態でサイフォン

現象が発生した場合は，サイフォンブレイク配管の開放端のレ

ベルまで水位が低下した時点でサイフォンブレイク配管の開

放端から空気が吸い込まれ，吸い込まれた空気が第２図③のよ

うに弁箱と開固着した弁体との間に形成されている隙間（第３

図②，③参照）を通過し，燃料プール冷却系戻り配管へ流入す

ることで，サイフォン現象による漏えいを停止することが可能

な設計としている。 

なお，サイフォンブレイク配管は，現場での施工性を考慮し，

逆止弁の弁蓋に接続しているが，弁体等との干渉はなく，逆止

弁の動作に影響はしないことから，サイフォン現象発生時の逆

止弁機能に影響はない。また，弁箱と開固着した弁体との間に

形成される隙間部の面積（1780㎜2以上）は，サイフォンブレイ

ク配管内面積（配管内面積：  ㎜2）より大きく，逆止弁開

固着時にサイフォン現象が発生した場合であっても，逆止弁内

部でサイフォンブレイク配管からの空気の流路が確保される

ことで，サイフォン現象を停止することが可能である。（第３

図③参照） 

・設備設計の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，燃料

プール冷却系配管上に

設置されている逆止弁

が２弁とも開固着した

場合にサイフォンブレ

イク配管の開放端から

空気を吸込むまでサイ

フォン現象が発生す

る。（以下，③の相違） 

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

① 相違

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

 島根２号炉では，逆

止弁に接続しているサ

イフォンブレイク配管

が，サイフォン現象発

生時の逆止弁機能に影

響を与えないことを説

明している。 
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図１ 燃料プール冷却浄化系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 燃料プール冷却浄化系及び残留熱除去系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１図 燃料プール冷却系系統概要図 

 

 

第２図 各状態における逆止弁内部概要図 

 

 

 

第３図 逆止弁内部構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 
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２．サイフォンブレーク孔の機器仕様 

（１）サイフォンブレーク孔の寸法 

サイフォンブレーク孔は，２本のディフューザ配管

（200A）それぞれに15mmφの開口としている。 

（２）サイフォンブレーク孔の設置レベル 

サイフォンブレーク孔の設置レベル及び使用済燃料プー

ル内のレベルを図２に示す。

サイフォンブレーク孔は通常水位より下方（6 号炉：

412mm，7 号炉：500mm）に設置されており，使用済燃料プー

ルの保有水がサイフォン現象で流出した場合においても，水

位低下をサイフォンブレーク孔のレベルまでで留めること

が可能である。 

2. 静的サイフォンブレーカの機器仕様

(1) 静的サイフォンブレーカの寸法・設置箇所

静的サイフォンブレーカは，2 本のディフューザ配管にそ

れぞれ設置されており，弁等の機器がない口径  の配管で

ある。 

第 2図に示すとおり，ディフューザ配管の真空破壊弁があ

る配管から枝分かれした形状であり，静的サイフォンブレー

カの下端が通常水位より約   ㎜下となるよう設置されて

いる。 

２．サイフォンブレイク配管の機器仕様 

（１）サイフォンブレイク配管の寸法 

サイフォンブレイク配管は，２本の燃料プール冷却系戻り

配管（150A）にそれぞれ設置する，弁等の機器がない口径 

の配管である。 

（２）サイフォンブレイク配管の設置レベル 

サイフォンブレイク配管の設置位置及び燃料プール内の

レベルを第４図に示す。

サイフォンブレイク配管の開放端は通常水位より下方

（150㎜）に設置されており，燃料プールの保有水がサイフ

ォン現象で流出した場合においても，水位低下を燃料プール

冷却系戻り配管水平部（内面下端，通常水位より下方（約280

㎜））のレベルまでで留めることが可能である。 

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・設備設計の相違

【東海第二】 

②の相違

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違
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図２ 使用済燃料プール内のレベル相関図 第 2図 静的サイフォンブレーカ設置概要図 第４図 燃料プール内のレベル相関図 

 第５図 サイフォンブレイク配管設置レベル図 

・設備設計の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【柏崎6/7，東海第二】 
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（３）サイフォン現象発生時の想定流出量 

サイフォン現象が発生し，サイフォンブレーク孔まで水位

が低下すると，サイフォンブレーク孔から空気を吸込み，配

管頂部に空気が溜まり両側の配管内の水に力が伝わらなく

なりサイフォン現象を止めることができる。（図３参照） 

 

サイフォンブレーク孔の寸法を保守的に最大ブレーク孔

径20mmφ，サイフォン現象が破れるまでの時間をサイフォン

ブレーク孔から吸込んだ空気が頂部を満たすまでとし，想定

する配管損傷を燃料プール冷却浄化系に接続する最大の残

留熱除去系配管の全周破断とした場合，６号炉及び７号炉で

のサイフォン現象発生時の想定流出量は表１の通りとなる。 

 

図３ サイフォン現象発生時の概念図 

 

 

 

表１ サイフォン現象発生時の想定流出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) サイフォン現象発生時の水位低下 

   真空破壊弁の閉固着を想定した場合，サイフォン現象が発

生し，通常水位より約   ㎜下まで水位が低下すると，静

的サイフォンブレーカから空気を吸込み，配管頂部に空気が

溜まり始め，配管下端まで空気が溜まったところでサイフォ

ン現象が停止する。 

   以上により，使用済燃料プール水位は燃料プール水戻り配

管水平部下端（通常水位から約 0.23m下）までの低下にとど

まる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）サイフォン現象発生時の想定漏えい量 

サイフォン現象が発生し，サイフォンブレイク配管の開放

端まで水位が低下すると，当該開放端から空気を吸込み，燃

料プール冷却系戻り配管水平部に空気が溜まり両側の配管

内の水に力が伝わらなくなりサイフォン現象を止めること

ができる（第５図参照）。 

この場合における漏えい量は約46.8m3（通常水位より下方

約280㎜）となるが，想定事象２の解析で用いる漏えい量に

ついては，これに保守性を持たせて約58.5m3（通常水位より

下方約0.35m）で評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 ③の相違 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7】 

①の相違 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

設備仕様の相違によ

る水位低下量の相違。 

（以下，④の相違） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7】 

 ①の相違 

 

・記載方針の相違 

【柏崎6/7】 

 島根２号炉は“２．

（３）”の文章中に記

載。 
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（４）想定被ばく線量率 

使用済燃料プールの保有水が流出した場合の，原子炉建屋

オペレーティングフロアの被ばく線量評価結果を図４に示

す。図４より，使用済燃料プールの保有水が通常水位より約

１m 低下した場合においても原子炉建屋オペレーティング

フロアの雰囲気線量率は0.01mSv/h 程度となることから，使

用済燃料プールはサイフォン現象が発生した場合において

も十分な遮へい水位を確保することが可能である。 

 

 

 

図４ 原子炉建屋オペレーティングフロアでの被ばく線量率 

 

(3) 想定被ばく線量率 

   使用済燃料プール水位と線量率の関係を第 3図に示す。第

3 図より，使用済燃料プール水位が通常水位から約 0.23m 下

まで低下した場合においても，原子炉建屋原子炉棟 6階の雰

囲気線量率は約 1.0mSv／h以下となることから，使用済燃料

プールはサイフォン現象等による小規模な漏えいが発生し

た場合においても十分な遮蔽水位を確保することが可能で

ある。 

 

 

 

第 3図 使用済燃料プール水位と線量率 

 

（４）想定被ばく線量率 

燃料プールの保有水が流出した場合の，原子炉建物原子炉

棟４階の被ばく線量評価結果を第６図に示す。第６図より，

燃料プールの水位が通常水位から約0.35m下まで低下した場

合においても原子炉建物原子炉棟４階の雰囲気線量率は

1.0×10-3mSv/h以下であることから，燃料プールはサイフォ

ン現象が発生した場合においても十分な遮蔽水位を確保す

ることが可能である。 

 

 
 

 

第６図 原子炉建物原子炉棟４階での被ばく線量率 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

 ④の相違 

・評価結果の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

 通常水位及び評価水

位の違いにより，雰囲

気線量率が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 
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３．サイフォンブレーク孔の健全性について 

（１）配管強度への影響について 

ディフューザ配管は，設計・建設規格，JSME S NC1-2005 に

おけるクラス３配管に該当する。クラス３配管への穴補強の

不要条件はPPD-3422 より，「(１)平板以外の管に設ける穴で

あって，穴の径が61mm 以下で，かつ，管の内径の４分の１

以下の穴を設ける場合」に該当することから，穴の補強が不

要と規定されており，設計上サイフォンブレーク孔設置がデ

ィフューザ配管強度へ与える影響はない。 

また，当該配管は耐震S クラスで設計されていることか

ら，十分な耐震性を有している。 

（２）人的要因による機能阻害について 

サイフォンブレーク孔は，操作や作動機構を有さない開口

部のみであることから，誤操作や故障により機能喪失するこ

とはない。そのため，使用済燃料プールの保有水のサイフォ

ン現象による漏えいが発生した場合においても，操作や作業

を実施することなく，サイフォンブレーク孔レベルまで水位

低下することで自動的にサイフォン現象を止めることが可

能である。 

（３）異物による閉塞について 

使用済燃料プールは燃料プール冷却浄化系の「スキマサー

ジタンク」及び「ろ過脱塩器」により，下記の不純物を除去

し水質基準を満足する設計となっており，不純物によるサイ

フォンブレーク孔の閉塞を防止することが可能である。

・使用済燃料プール水面上の空気中からの混入物

・使用済燃料プールに貯蔵される燃料及び機器表面に付着し

た異物

・燃料交換時に炉心から出る腐食生成物と核分裂生成物

・燃料交換作業，その他の作業の際の混入物

・使用済燃料プール洗浄後の残留化学洗浄液またはフラッシ

ング水

3. 静的サイフォンブレーカの健全性について

(1) 配管強度への影響について

ディフューザ配管及びその配管に接続されている真空破

壊弁を設置した配管は耐震Ｓクラスで設計されており，その

配管に静的サイフォンブレーカを接続するため，耐震性につ

いては問題ない。 

(2) 人的要因による機能阻害について

静的サイフォンブレーカは操作や作動機構を有さない単

管のみであることから，誤操作や故障により機能を喪失する

ことはない。そのため，使用済燃料プールの冷却系のサイフ

ォン現象による漏えいが発生した場合においても，操作や作

業を実施することなく，静的サイフォンブレーカ開口部レベ

ルまで使用済燃料プール水位が低下すればサイフォン効果

を除去することができる。 

(3) 異物による閉塞について

静的サイフォンブレーカ（内径φ mm）は，燃料プー

ル冷却浄化系出口配管より，燃料プール冷却浄化系ポンプ，

燃料プール冷却浄化系熱交換器を経由して，使用済燃料プー

ル側に向けて冷却材が流れており，ろ過脱塩装置の出口配管

にストレーナ（24／110 mesh：縦約 1.016㎜×横約 0.23㎜）

が設置されていることから，異物による静的サイフォンブレ

ーカの閉塞の懸念はない。 

３．サイフォンブレイク配管の健全性について 

（１）配管強度への影響について 

サイフォンブレイク配管及びサイフォンブレイク配管が

取り付けられている燃料プール冷却系戻り配管は基準地震

動Ｓｓに対し十分な耐震性を有している。 

（２）人的要因による機能阻害について 

サイフォンブレイク配管は，操作や作動機構を有さない構

造であることから，誤操作や故障により機能喪失することは

ない。そのため，燃料プール保有水のサイフォン現象による

漏えいが発生した場合においても，操作や作業を実施するこ

とはなく，サイフォンブレイク配管の開放端まで水位低下す

ることで自動的にサイフォン現象を止めることが可能であ

る。 

（３）異物による閉塞について 

燃料プールは，燃料プール冷却系の「スキマサージタンク」

及び「ろ過脱塩器」により，下記の不純物を除去し水質基準

を満足する設計となっており，不純物によるサイフォンブレ

イク配管（口径  ）の閉塞を防止することが可能である。 

・燃料プール水面上の空気中からの混入物

・燃料プールに貯蔵される燃料及び機器表面に付着した不

純物 

・燃料交換時に炉心から出る腐食生成物と核分裂生成物

・燃料交換作業，その他の作業の際の混入物

・燃料プール洗浄後の残留化学洗浄液又はフラッシング水

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号炉はサイフ

ォンブレイク配管自体

の耐震性についても記

載している。 

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号炉はサイフ

ォンブレイク配管の異

物による閉塞防止につ

いて詳細に記載してい

る 
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a．スキマサージタンクによる異物除去について 

スキマサージタンクには，約30mm×100mm の異物混入防

止ストレーナが設置されており，使用済燃料プール水面に

浮かぶ塵等の比較的大きな異物を除去することが可能で

ある。 

b．ろ過脱塩器による異物除去について 

ろ過脱塩器は，カチオン樹脂とアニオン樹脂及びイオン交

換樹脂により使用済燃料プールの保有水を浄化する設備

である。 

このろ過脱塩器のエレメントは約25μm 程度であり，サ

イフォンブレーク孔の寸法15mmφを閉塞させるような異

物の除去が可能である。 

ｃ．使用済燃料プールの巡視について 

使用済燃料プールは，当直員により，１回／１日の巡視

をすることとなっており，サイフォンブレーク孔を閉塞さ

せる可能性がある浮遊物等がないことを確認することが

できる。このような巡視で浮遊物等を発見・除去すること

により，異物による閉塞を防止することが可能である。 

ｄ．地震等発生時における異物による閉塞の防止について 

使用済燃料プールの近傍は異物混入防止エリアとして

設定して,原則シート養生を実施しない運用としている

（プール脇の手すり等についても同様）。ただし，定期査

時の汚染拡大防止及び作業エリア内での作業を避けるこ

とができず，プール内への異物混入防止のために養生が必

要となる場合などの理由があるときには，必要箇所の養生

を行うため，これらの養生シートがスロッシング等により

プール内に流れ込む懸念はある。 

地震発生後は，運転員の巡視により浮遊物等を発見し，

適切な除去が行われる。 

ａ．スキマサージタンクによる異物除去について 

スキマサージタンクには, 約800㎜×1170㎜の異物混入

防止用金網が設置されており，燃料プール水面に浮かぶ塵

等の比較的大きな不純物を除去することが可能である。 

ｂ．ろ過脱塩器による異物除去について 

ろ過脱塩器は，イオン交換樹脂により燃料プール水を浄

化する設備である。 

このろ過脱塩器のエレメントは目開き約25μm程度であ

り，サイフォンブレイク配管（口径  ）を閉塞させる

ような不純物の除去が可能である。 

ｃ．燃料プールの巡視について 

燃料プールは，運転員により，１回／１日の巡視を実施

することとなっており，サイフォンブレイク配管を閉塞さ

せる可能性がある浮遊物等がないことを確認することが

できる。このような巡視で浮遊物等を発見することによ

り，異物による閉塞を防止することが可能である。 

ｄ．地震等発生時における異物による閉塞の防止について 

燃料プールの近傍は異物混入防止エリアとして設定し

て,原則シート養生を実施しない運用としている（プール

脇の手すり等についても同様）。ただし，定期検査時の汚

染拡大防止及び作業エリア内での作業を避けることがで

きず，プール内への異物混入防止のために養生が必要とな

る場合などの理由があるときには，必要箇所の養生を行う

ため，これらの養生シートがスロッシング等によりプール

内に流れ込む懸念はある。 

地震発生時に原子炉建物基礎マット上で10gal以上の揺

れが確認された場合に運転員がパトロールを実施するこ

ととしており，燃料プール内に養生シート（黄色及び緑色）

が落下している場合，発見することができる。また，地震

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

設備仕様の相違 

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

 島根２号炉のろ過脱

塩器は，イオン交換樹

脂であるカチオン樹脂

とアニオン樹脂を混ぜ

合わせて使用してい

る。 

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・記載方針の相違

【柏崎6/7】 

3196



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

仮にサイフォン現象による漏えいが発生している状況

で原子炉建屋オペレーティングフロアの線量率が上昇し

てプール内に流れ込んだ浮遊物等を除去できず，かつ浮遊

物等によるサイフォンブレーク孔の閉塞が発生した場合

は漏えいが継続することとなる。 

ただし，スロッシングによりサイフォンブレーク孔が露

出している場合においては浮遊物等によるサイフォンブ

レーク孔の閉塞は発生しないと考えられる。

また，サイフォンブレーク孔が閉塞した場合であっても

原子炉建屋オペレーティングフロア以外の現場弁等の閉

操作を実施することで，ほとんどの箇所での漏えいの停止

が可能である。 

発生時を含め中央制御室において燃料プール水位に関す

る警報が発せられた場合，原子炉建物原子炉棟４階に設置

しているカメラを使用することで，中央制御室から燃料プ

ール及びサイフォンブレイク配管開放端付近の状況を確

認することができる（第７図参照）。 

燃料プール内に落下した養生シートは，速やかに除去が

行えるよう原子炉建物原子炉棟４階に除去用の治具を配

備する。 

（配備する治具） 

①タモ，ケーブルフィッシャー

燃料プール上の養生シート片の除去 

②ボートフック

サイフォンブレイク配管開放端に張り付いた養生シ

ート片の除去 

仮にサイフォン現象による漏えいが発生している状況

で原子炉建物原子炉棟４階の線量率が上昇してプール内

に流れ込んだ浮遊物等を除去できず，かつ浮遊物等による

サイフォンブレイク配管の閉塞が発生した場合は漏えい

が継続することとなる。 

ただし，スロッシングによりサイフォンブレイク配管の

開放端が露出している場合においては浮遊物等によるサ

イフォンブレイク配管の閉塞は発生しないと考えられる。

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・運用の相違

【柏崎6/7】 

 島根２号炉のサイフ

ォンブレイク配管は，

手動弁の隔離操作に期

待することなく，自動

的に放射線の遮蔽に必

要な水位以下にならな

いようにサイフォン現

象を停止することが可

能な設計としている。 
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（４）落下物干渉による変形 

サイフォンブレーク孔は図５に示す通り，配管鉛直部に設

けられており，落下物が直接干渉することはなく，サイフォ

ンブレーク孔が変形して閉塞することは考えにくい。

４．サイフォンブレーク孔の健全性確認方法について 

サイフォンブレーク孔については，定期的なパトロール（１回

／週）を実施し，目視により穴の閉塞がないことを確認する。 

(4) 落下物干渉による変形について

静的サイフォンブレーカの落下物干渉を考慮する必要が

ある周辺設備として，原子炉建屋原子炉棟鉄骨梁，原子炉建

屋クレーン，燃料取替機等の重量物があるが，これらは基準

地震動ＳＳに対する耐震評価にて使用済燃料プール内に落下

しないことを確認しているため，静的サイフォンブレーカの

落下物干渉による変形は考えられない。  

その他手摺等の軽量物については，ボルト固定，固縛によ

る運用としている。 

よって，落下物として静的サイフォンブレーカに干渉する

と考えられる設備は軽量物であり，仮に静的サイフォンブレ

ーカに変形が生じたとしても，本配管は剛性の高いステンレ

ス鋼であり，完全閉塞に至る変形は考えにくいことから，サ

イフォン効果の除去機能は確保される。

4. 静的サイフォンブレーカの健全性確認方法について

静的サイフォンブレーカついては，定期的な巡視点検（1回

／週）を実施し，目視により水面の揺らぎ等を確認することで通

水状態を確認する。 

第７図 サイフォンブレイク配管設置位置図 

（４）落下物干渉による影響 

サイフォンブレイク配管は開放端を鉛直下向きになるよ

う設置しているため，仮に燃料プール内に異物混入があって

も異物が端部に付着し留まることはない。 

また，床面上に敷設しているサイフォンブレイク配管につ

いては囲い等を実施することにより，落下物による閉塞の影

響を考慮した設計とする。 

（５）サイフォンブレイク配管の健全性確認方法について 

燃料プールの通常水位においてサイフォンブレイク配管

の端部付近の水のゆらぎを目視により確認するが，目視確認

が困難な場合は聴診棒による聴音により通水状況の確認を

実施する。 

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違

・記載方針の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

島根２号炉は，プー

ルに落下した異物が，

サイフォンブレイク配

管の開放端を塞がない

ことについても説明し

ている。 

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

①の相違
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図５ サイフォンブレーク孔の設置状況 
 

第８図 サイフォンブレイク配管の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7】 

 ①の相違 

 

3199



まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料4.2.3〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料4.2.4 

安定状態について 

想定事故2（サイフォン現象等による使用済燃料プール内の水の

小規模な喪失）の安定状態については以下のとおり。 

使用済燃料プール安定状態：設計基準事故対処設備及び重大事

故等対処設備を用いた使用済燃料

プールへの注水及び使用済燃料プ

ールの保有水の漏えい箇所の隔離

により使用済燃料プール水位を回

復・維持することで，燃料の冠水，

放射線遮蔽及び未臨界が維持され，

使用済燃料プールの保有水の温度

が安定し，かつ，必要な要員の不足，

資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，

安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

使用済燃料プールの安定状態の確立について 

弁閉止による漏えい箇所の隔離，燃料プール代替注水系を用

いた使用済燃料プールへの注水を実施することで，使用済燃料

プール水位が回復，維持され，使用済燃料プールの安定状態が

確立される。 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注

水を継続し，残留熱除去系又は燃料プール冷却浄化系を復旧し，

復旧後は復水補給水系等によりスキマサージタンクへの補給を

実施する。使用済燃料プールの保有水を残留熱除去系等により

冷却することによって，安定状態後の状態維持のための冷却が

可能となる。 

（添付資料2.1.1 別紙1 参照） 

添付資料 4.2.4 

安定状態について（想定事故２） 

想定事故２（サイフォン現象等による燃料プール水の小規模な

喪失）の安定状態については以下のとおり。 

使用済燃料プール安定状態： 設計基準対象施設及び重大事故等

対処設備を用いた使用済燃料プー

ルへの注水により，使用済燃料プー

ル水位を回復・維持することで，燃

料の冠水，放射線遮蔽及び未臨界が

維持され， 使用済燃料プールの保

有水の温度が安定し，かつ，必要な

要員の不足や資源の枯渇等のあら

かじめ想定される事象悪化のおそ

れがない場合，安定状態が確立され

たものとする。 

【安定状態の確立について】 

使用済燃料プールの安定状態の確立について 

可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注

水ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水を実施するこ

とで，使用済燃料プール水位は回復，維持され，使用済燃料プ

ールの安定状態が確立される。 

また， 重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり， 必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水

系（注水ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水を継続

しつつ，弁閉止による漏えい箇所の隔離，残留熱除去系又は燃

料プール浄化冷却系の復旧を実施し，復旧後は補給水系統等に

よりスキマサージタンクへの補給を実施する。使用済燃料プー

ルの保有水を残留熱除去系等により冷却することによって，安

定状態後の状態維持のための冷却が可能となる。 

（ 添付資料2. 1. 2 別紙1） 

添付資料4.2.3 

安定状態について（想定事故２） 

想定事故２（サイフォン現象等による燃料プール内の水の小規模

な喪失）の安定状態については以下のとおり。 

燃料プール安定状態：設計基準事故対処設備及び重大事故等対

処設備を用いた燃料プールへの注水によ

り燃料プール水位を維持することで，燃

料の冠水，放射線遮蔽及び未臨界が維持

され，燃料プールの保有水の温度が安定

し，かつ，必要な要員の不足，資源の枯

渇等のあらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，安定状態が確立され

たものとする。 

【安定状態の確立について】 

燃料プールの安定状態の確立について 

燃料プールスプレイ系を用いた燃料プールへの注水を実施す

ることで，燃料プール水位が維持され，燃料プールの安定状態

が確立される。 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を継

続し，残留熱除去系又は燃料プール冷却系を復旧し，復旧後は

復水輸送系等によりスキマサージタンクへの補給を実施する。

燃料プールの保有水を残留熱除去系等により冷却することによ

って，安定状態後の状態維持のための冷却が可能となる。 

（添付資料2.1.1 別紙1参照） 

・設備設計及び評価条

件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，耐震

性が確保され，人的操

作に頼らないサイフォ

ンブレイク配管の作用

に期待しており，運転

員による隔離操作等を

期待しない。 
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7日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
２
）

添付資料 4.2.6 

7日間における水源の対応について 

（想定事故２） 

1. 水源に関する評価

① 淡水源（有効水量）

・西側淡水貯水設備：約 4,300m３

2. 水使用パターン

① 可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替燃料プール注水

系（注水ライン）による使用済燃料プールへの注水

事象発生 8時間以降から，西側淡水貯水設備を水源とした

可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注

水ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水を実施す

る。 

水位回復後は，蒸発量に相当する流量で実施する。 

3. 時間評価

使用済燃料プールへの注水によって，西側淡水貯水設備の水

量は減少する。 

この間の西側淡水貯水設備の使用水量は合計約 2,120m３であ

る。 

4. 水源評価結果

時間評価の結果から，7日間の対応において合計約2,120m３の

水が必要となるが，西側淡水貯水設備に約4,300m３の水を保有す

ることから必要水量を確保している。このため，安定して冷却

を継続することが可能である。 

７
日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
２
）
 

・評価結果の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

添付資料4.2.5 
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7日
間
に
お
け
る
燃
料
の
対
応
（
想
定
事
故
２
）
 

添付資料 4.2.7 

7日間における燃料の対応について 

（想定事故２） 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

添付資料4.2.6 

7日間における燃料の対応について（想定事故２） 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

・設備設計の相違

【柏崎6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

・評価結果の相違

【柏崎6/7，東海第二】 
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5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事

故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シーケン

スは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，

①「崩壊熱除去機能喪失（RHR機能喪失[フロントライン]）＋

崩壊熱除去・注水系失敗」,②「崩壊熱除去機能喪失（代替除熱

機能喪失[フロントライン]※1）＋崩壊熱除去・注水系失敗」,

③「崩壊熱除去機能喪失（補機冷却系機能喪失）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」及び④「外部電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗」

である。 

※1 原子炉冷却材浄化系等の残留熱除去系以外の崩壊熱除去

機能の喪失 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止

中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失するこ

とを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が

蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水

位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失したこ

とによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。こ

のため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効

性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故等対処設備に期

待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常

を認知して，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水を行うことによって燃料損傷の防止を図る。また，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最終的な

熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

5 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シー

ケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示す

とおり，①「残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗」，②「残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）

＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」及び③「外部電源喪失＋崩壊

熱除去・炉心冷却失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転

停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失

することを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉

冷却材が蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，

原子炉水位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による

原子炉注水を行うことによって，燃料損傷の防止を図る。ま

た，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による最終的

な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱

5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事

故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シーケン

スは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとお

り，「崩壊熱除去機能喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」及び

「外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の

基本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停

止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失す

ることを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷

却材が蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，

原子炉水位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失したこ

とによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。こ

のため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効

性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故等対処設備に

期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常

を認知して，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水を行うことによって燃料損傷の防止を図る。また，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最終的な

熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の「崩壊熱

除去機能喪失＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗」は，

残留熱除去系のフロント

ライン系又はサポート系

の機能喪失を表してい

る。 

柏崎 6/7 の②の事故シ

ーケンスは，ＰＲＡにお

いて，原子炉冷却材浄化

系，燃料プール冷却浄化

系に期待しているため抽

出されているが，島根２

号炉では期待していない

ため同様の事故シーケン

スは抽出されていない。

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に対し

て，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可

能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード及び原

子炉停止時冷却モード）による原子炉注水手段及び除熱手段を

整備する。また，原子炉補機冷却機能喪失により残留熱除去機

能が喪失した場合については「5.2 全交流動力電源喪失」にて

燃料損傷防止対策の有効性を確認する。これらの対策の概略系

統図を第 5.1.1 図及び第 5.1.2 図に，手順の概要を第 5.1.3 図

に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，

重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第5.1.1 表に

示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにお

いて，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，

中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計14 名

である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副長 2名，運転操作

対応を行う運転員 6 名である。発電所構内に常駐している要員

のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5 名である。

必要な要員と作業項目について第 5.1.4 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，

作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認

した結果，14名で対処可能である。 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩

壊熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除

去機能が喪失する。これにより，原子炉水温が上昇し 100℃に

する。 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に

対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷

却を可能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）による原子炉除熱手段を整備する。また，残留熱除去系

海水系機能喪失により崩壊熱除去機能が喪失した場合につい

ては「5.2 全交流動力電源喪失」にて燃料損傷防止対策の有

効性を確認する。これらの対策の概略系統図を第5.1－1 図

に，手順の概要を第5.1－2 図に示すとともに，重大事故等対

策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備

と操作手順の関係を第5.1－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員（初

動）12 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室

の運転員は，当直発電長1 名，当直副発電長1 名及び運転操

作対応を行う当直運転員3 名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は4 名及び現場操作

を行う重大事故等対応要員は3 名である。必要な要員と作業

項目について第5.1－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，12 名で対処可能である。 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する。これによ

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に対し

て，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可

能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

による原子炉除熱手段を整備する。また，原子炉補機冷却機能

喪失により残留熱除去機能が喪失した場合については「5.2 全

交流動力電源喪失」にて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。

これらの対策の概略系統図を第5.1.1－1(1)図及び第5.1.1－

1(2)図に，手順の概要を第5.1.1－2図に示すとともに，重大事

故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における

設備と操作手順の関係を第5.1.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにお

いて，重大事故等対策に必要な要員は，緊急時対策要員10名で

ある。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を行う運転員３名で

ある。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行

う要員は５名である。必要な要員と作業項目について第5.1.1

－3図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，

作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認

した結果，10名で対処可能である。 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩

壊熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する。これによ

・運用及び設備設計の相

違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いにより

必要要員数は異なるが，

タイムチャートにより要

員の充足性を確認してい

る。なお，これら要員 10

名は夜間・休日を含め発

電所に常駐している要員

である。 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 運用及び設備の相違に

伴う，必要要員数の相違。 
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到達する。運転員は原子炉水温の上昇等を確認し，崩壊熱除去

機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残留熱除

去系熱交換器出口温度等である。 

ｂ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が 100℃に到達し，原

子炉圧力が上昇することから，原子炉を低圧状態に維持するた

め，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁 1 個を開操

作する。 

逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認するために

必要な計装設備は，原子炉圧力等である。 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子炉水

位が低下するため，中央制御室からの遠隔操作により待機して

いた残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を

開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を確

認するために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等であ

る。 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊

熱除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉水位回復

後，中央制御室にて残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

へ切替えを行い，崩壊熱除去機能を回復する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊熱

除去機能回復を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去

系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁を全閉とし，原子炉低

圧状態の維持を停止する。 

り，原子炉水温が上昇し 100℃に到達する。運転員は原子

炉水温の上昇等を確認し，崩壊熱除去機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残留

熱除去系熱交換器出口温度等である。 

（添付資料 5.1.1） 

ｂ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が100℃に到達し，

原子炉圧力が上昇することから，原子炉を低圧状態に維持

するため，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁

（自動減圧機能）1 個を開操作する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態

維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力等で

ある。 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子

炉水位が低下するため，中央制御室からの遠隔操作により

待機していた残留熱除去系（低圧注水系）運転による原子

炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水系）運転による原子炉注水を確

認するために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等

である。 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による崩壊熱

除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水系）運転による原子炉水位回復

後，中央制御室及び現場にて残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）へ切替えを行い，崩壊熱除去機能を回復する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による崩壊熱

除去機能回復を確認するために必要な計装設備は，残留熱

除去系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能）

による原子炉の低圧状態維持を停止するため，逃がし安全

弁（自動減圧機能）を全閉とする。 

り，原子炉水温が上昇し 100℃に到達する。運転員は原子炉水

温の上昇等を確認し，崩壊熱除去機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残留熱

除去系熱交換器出口温度等である。 

ｂ．自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉の低圧状態

維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が100℃に到達し，

原子炉圧力が上昇することから，原子炉を低圧状態に維持

するため，中央制御室からの遠隔操作により自動減圧機能

付き逃がし安全弁１個を開操作する。 

自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉の低圧状態

維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力（Ｓ

Ａ），原子炉圧力等である。 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子

炉水位が低下するため，中央制御室からの遠隔操作により

待機していた残留熱除去系（低圧注水モード）運転による

原子炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水

を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去ポンプ出

口流量等である。 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩

壊熱除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉水位

回復後，中央制御室及び現場にて残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）へ切替えを行い，崩壊熱除去機能を回復

する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩

壊熱除去機能回復を確認するために必要な計装設備は，残

留熱除去系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，自動減圧機能付き逃がし安全弁

を全閉とし，原子炉低圧状態の維持を停止する。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，残留熱

除去系（低圧注水モード）

から残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モード）へ

の切り替え時に現場操作

を実施。 
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5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，「崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライ

ン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，崩

壊熱，原子炉冷却材の保有水量及び注水手段の多様性の観点か

ら，「POS A PCV/RPV 開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」

が有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確

保及び未臨界の確保に対して，最も厳しい想定である。したが

って，当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮

した想定において評価項目を満足することを確認することによ

り，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項目を満

足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価

項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価す

る。 

（添付資料 5.1.1，5.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価

条件を第 5.1.2表に示す。また，主要な評価条件について，本

重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧力

容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水量の観点

から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS-5.1-1979 の式に基づ

くものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，原子炉

停止 1 日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱は約 22MW 

である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約 37m3/h 

である。 

5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗」である。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，

崩壊熱，原子炉冷却材の保有水量及び注水手段の多様性の観

点から，「ＰＯＳ－Ａ ＰＣＶ／ＲＰＶ開放及び原子炉ウェル

満水への移行状態」が燃料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽

が維持される水位の確保及び未臨界の確保に対して，最も厳

しい想定である。したがって，当該プラント状態を基本とし，

他のプラント状態も考慮した想定において評価項目を満足す

ることを確認することにより，運転停止中の他のプラント状

態においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.1－2 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ／ＡＮＳ－5.1－

1979 の式に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積

もるために，原子炉停止 1 日後の崩壊熱を用いる。この

ときの崩壊熱は約 19MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約32m

３／h である。 

5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能

喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」であ

る。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，

崩壊熱，原子炉冷却材の保有水量及び注水手段の多様性の観

点から，「ＰＯＳ－Ａ 格納容器及び原子炉圧力容器の開放並

びに原子炉ウェル満水への移行状態」が燃料棒有効長頂部の

冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の確

保に対して，最も厳しい想定である。したがって，当該プラ

ント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮した想定にお

いて評価項目を満足することを確認することにより，運転停

止中の他のプラント状態においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料5.1.1，5.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.1.2－1表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ/ＡＮＳ－5.1－

1979の式に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積

もるために，原子炉停止１日後の崩壊熱を用いる。この

ときの崩壊熱は約 14.0MWである。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子

炉初期水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとする。

また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見積もるた

めに，原子炉圧力は大気圧に維持されているものとする※2。 

※2 実操作では低圧注水系の注水準備が完了した後で原子炉

減圧を実施することとなり，残留熱除去系の注水特性に応じ

て大気圧より高い圧力で注水が開始されることとなる。大気

圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と

比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持されている

とした評価は保守的な条件となる。

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象

起因事象として，運転中の残留熱除去系の故障によって，

崩壊熱除去機能を喪失するものとする。 

(b) 安全機能喪失に対する仮定

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系の機能が喪

失するものとする。 

(c) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディーゼ

ル発電機にて残留熱除去系による原子炉注水が可能であり，

外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資源の評価

の観点で厳しい評価条件となる外部電源が使用できない場合

を想定する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード）

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量は

（添付資料 5.1.3，5.1.4） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※。 

※ 実操作では残留熱除去系（低圧注水系）の注水準備が

完了した後で原子炉減圧を実施することとなり，残留

熱除去系（低圧注水系）の注水特性に応じて大気圧よ

り高い圧力で注水が開始されることとなる。大気圧よ

り高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下

と比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持さ

れているとした評価は保守的な条件となる。

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象

起因事象として，運転中の残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）の故障によって，崩壊熱除去機能を喪失する

ものとする。 

(b) 安全機能喪失に対する仮定

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系（原子

炉停止時冷却系）の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディ

ーゼル発電機にて残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水が可能であり，外部電源がある場合と事象進展

は同等となるが，資源の評価の観点で厳しい評価条件と

なる外部電源が使用できない場合を想定する。 

（添付資料 1.3.3，5.1.8） 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水系）

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水流量は

23m3/hである。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※１。 

※１ 実操作では残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水準備が完了した後で原子炉減圧を実施することと

なり，残留熱除去系（低圧注水モード）の注水特性に

応じて大気圧より高い圧力で注水が開始されること

となる。大気圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸

発量は大気圧下と比べ小さくなるため，原子炉圧力が

大気圧に維持されているとした評価は保守的な条件

となる。 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象

起因事象として，運転中の残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）の故障によって，崩壊熱除去機能を喪失する

ものとする。 

(b) 安全機能喪失に対する仮定

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディ

ーゼル発電機にて残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水が可能であり，外部電源がある場合と事象

進展は同等となるが，資源の評価の観点で厳しい評価条

件となる外部電源が使用できない場合を想定する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード）
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954m3/hとする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（原子炉冷却材温度

52℃，海水温度 30℃において）とする。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時

間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a)残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）故障に伴う崩壊熱除

去機能喪失確認を考慮し，事象発生から 2時間後に実施する

ものとする。

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.1.5

図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.1.6図に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系の故障に伴い崩壊熱除去機能が喪

失することにより原子炉水温が上昇し，約 1 時間後に沸騰，蒸

発することにより原子炉水位は低下し始める。残留熱除去系の

機能喪失に伴う原子炉水温の上昇により異常を認知し，事象発

生から約 2 時間後に待機中の残留熱除去系ポンプを起動し，残

留熱除去系（低圧注水モード）による注水を行う。 

原子炉水位回復から約 90 分後，残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）へ切り替え，除熱を開始することによって，原

子炉水温は低下する※3。 

※3 原子炉冷却材の温度が100℃の場合における残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）1 台での除熱能力は，燃料の崩

壊熱を上回るため，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

への切替えを実施することで原子炉水温は低下する。

実操作では低圧注水系の準備が完了した後で原子炉減圧を実

施することとなり，残留熱除去系の注水特性に応じて大気圧よ

1,605m３／hとする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

伝熱容量は，熱交換器 1 基当たり約 43MW（原子炉冷却

材温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水は，残

留熱除去系（原子炉停止時冷却系）故障に伴う崩壊熱除

去機能喪失確認を考慮し，事象発生から 2 時間後に実施

するものとする。

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第5.1

－4 図に，原子炉水位と線量率の関係を第5.1－5 図に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故

障に伴い崩壊熱除去機能が喪失することにより原子炉水温

が上昇し，約1.1 時間後に沸騰，蒸発することにより原子

炉水位は低下し始める。残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）の機能喪失に伴う原子炉水温の上昇により異常を認知

し，事象発生から約2 時間後に待機中の残留熱除去系ポン

プを起動し，残留熱除去系（低圧注水系）による注水を行

う。 

原子炉水位回復から約1 時間45 分後，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）へ切り替え，除熱を開始することによ

って，原子炉水温は低下する※１。 

※1 原子炉冷却材の温度が 100℃の場合における残留熱除

去系（原子炉停止時冷却系）1 系統での除熱能力は，燃

料の崩壊熱を上回るため，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）への切替えを実施することで原子炉水温は低下

する。 

実操作では残留熱除去系（低圧注水系）の準備が完了し

た後で原子炉減圧を実施することとなり，残留熱除去系（低

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流

量は 1,136m3/hとする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

伝熱容量は，熱交換器１基あたり約９MW（原子炉冷却

材温度 52℃，海水温度 30℃において）とする。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり

設定する。 

(a)残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）故障に伴う崩

壊熱除去機能喪失確認を考慮し，事象発生から２時間後

に実施するものとする。

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.1.2－1図に，原子炉水位と線量率の関係を第5.1.2－2図に

示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

の故障に伴い崩壊熱除去機能が喪失することにより原子炉

水温が上昇し，事象発生から約0.9時間後に沸騰，蒸発する

ことにより原子炉水位は低下し始める。残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）の機能喪失に伴う原子炉水温の上

昇により異常を認知し，事象発生から２時間後に待機中の

残留熱除去ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による注水を行う。 

原子炉水位回復から約30分後，残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）へ切り替え，除熱を開始することによっ

て，原子炉水温は低下する※２。 

※２ 原子炉冷却材の温度が 100℃の場合における残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）１系統での除熱能力

は，燃料の崩壊熱を上回るため，残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）への切替えを実施することで原子炉

水温は低下する。 

実操作では残留熱除去系（低圧注水モード）の準備が完

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

伝熱容量の相違。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計及び運用の相

違

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系（原子炉停止時冷

却モード）の起動に原子

炉保護系母線の復旧が不

要である。 

・設備設計及び運用の相

違
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り高い圧力で注水が開始されることとなる。そのため，原子炉

圧力が大気圧で維持されているとした評価は保守的な条件とな

る。 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.1.5 図に示すとおり，有効燃料棒頂部の

約 3.3m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持される。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.1.6 図に示すとおり，

必要な遮蔽※4 が維持される水位である有効燃料棒頂部の約

2.0m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維持される。

なお，線量率の評価点は原子炉建屋オペレーティングフロアの

床付近としている。また，全制御棒全挿入状態が維持されてい

るため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

による除熱を継続することで，長期的に安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設

定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確

認した。 

※4 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/hとする。崩壊熱

除去機能喪失における原子炉建屋オペレーティングフロア

での作業時間及び作業員の退避は 1時間以内であり，作業員

の被ばく量は最大でも 10mSvとなるため，緊急作業時におけ

る被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋オ

圧注水系）の注水特性に応じて大気圧より高い圧力で注水

が開始されることとなる。そのため，原子炉圧力が大気圧

で維持されているとした評価は保守的な条件となる。 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第5.1－4 図に示すとおり，燃料有効長頂

部の約4.2m上まで低下するにとどまり，燃料は冠水維持さ

れる。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第5.1－5 図に示すとお

り，必要な遮蔽※２が維持される水位である燃料有効長頂部

の約1.7m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維持

される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋原子炉棟6 階

の床付近としている。また，全制御棒全挿入状態が維持さ

れているため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

による除熱を継続することで，長期的に安定状態を維持で

きる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。崩

壊熱除去機能喪失における原子炉建屋原子炉棟6 階での

作業時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，作業

員の被ばく量は最大でも 22mSv となるため，緊急作業時

における被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋原

了した後で原子炉減圧を実施することとなり，残留熱除去

系（低圧注水モード）の注水特性に応じて大気圧より高い

圧力で注水が開始されることとなる。そのため，原子炉圧

力が大気圧で維持されているとした評価は保守的な条件と

なる。 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第5.1.2－1図に示すとおり，燃料棒有効

長頂部の約4.0m上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持

される。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第5.1.2－2図に示すと

おり，必要な遮蔽※３が維持される水位である燃料棒有効長

頂部の約1.8m上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟

４階の燃料取替機台車床としている。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）による除熱を継続することで，長期的に安定状態を

維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※３ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。

崩壊熱除去機能喪失における原子炉建物原子炉棟４階

での作業時間及び作業員の退避は２時間以内であり，

作業員の被ばく量は最大でも 20mSv となるため，緊急

作業時における被ばく限度の 100mSv に対して余裕が

ある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は BWR-5 で

あり，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）

の戻り水が再循環配管に

流入する設計のため，原

子炉圧力容器への低温水

流入による過度な熱衝撃

発生の防止を目的とした

配管の暖気運転は実施し

ない。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の緊急時対

策要員による作業時間並

びに現場作業員の退避時
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ペレーティングフロアでの操作を必ず必要な作業としてい

ないが，燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を

使用した使用済燃料プールへの注水について仮に考慮し，可

搬型スプレイヘッダ及びホースの設置にかかる作業時間を

想定した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期検査作業

時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおける線量率

を考慮した値である。 

この線量率となる水位は有効燃料棒頂部の約 2.0m上（通

常水位から約 2.4m下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.4, 5.1.5, 5.1.6） 

子炉棟 6 階での操作を必ず必要な作業としていないが，

可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系

（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プール

スプレイの準備操作について仮に考慮し，可搬型スプレ

イノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定し

た。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定期

検査作業時での原子炉建屋原子炉棟6 階における線量率

を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約1.7m 上（通

常水位から約 3.5m 下）の位置である。 

（添付資料 5.1.5，5.1.6，5.1.7） 

物原子炉棟４階での操作を必要な作業としていない

が，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使

用）を使用した燃料プールへの注水について仮に考慮

し，可搬型スプレイノズル及びホースの設置にかかる

作業時間を想定した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検

査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率

を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約

1.8m上（通常水位から約 3.3m下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2，5.1.4，5.1.5，5.1.6） 

間を考慮した評価結果。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系

の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。ま

た，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱

除去系（低圧注水モード）による原子炉注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件

は，第 5.1.2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計

値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，評価条件

の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕

が小さくなるような設定があることから,その中で事象進展に

有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果

を以下に示す。 

（a）運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対して

最確条件は約 22MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱

より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び原子炉水位の低下

5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系

の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。ま

た，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱

除去系（低圧注水系）による原子炉注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.1－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に

対して最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水

5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系の

故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。また，

不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱除去系

（低圧注水モード）による原子炉注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.1.2-1 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MWに対

して最確条件は約 14.0MW以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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は緩和されるが，注水操作は崩壊熱に応じた対応をとるもので

はなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起点とするも

のであることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件

は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子炉水温が 100℃

かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱を用いて原子炉

注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮蔽が維持される水

位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h※4 が維持される水位）で

ある有効燃料棒頂部の約 2.0m 上の高さに到達するまでの時間

は約 2 時間となることから，評価条件である原子炉水温が

52℃，原子炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より

時間余裕は短くなるが，注水操作は原子炉水温に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起

点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して

最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉

水位より高くなるため，原子炉水位が有効燃料棒頂部まで低下

する時間は長くなるが，注水操作は原子炉水位に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起

点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条

件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とし

た場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。仮に，

原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，

原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作は原子炉圧力に応

じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常

の認知を起点とするものであることから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力

温の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操

作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除

去機能喪失による異常の認知を起点とするものであるこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃

料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価す

ると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv／h が維持される水位）である燃料有効長

頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの時間は約 2.8 

時間となることから，評価条件である原子炉水温が52℃，

原子炉停止から1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より

時間余裕は短くなるが，注水操作は原子炉水温に応じた

対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異

常の認知を起点とするものであることから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，

本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している原子炉水位より低くなる場合が

あるため，原子炉水位が燃料有効長頂部まで低下する時

間は短くなる場合があるが，注水操作は原子炉水位に応

じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失によ

る異常の認知を起点とするものであることから，運転員

等操作時間に与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作は原子炉圧力に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認

知を起点とするものであることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作は

崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機

能喪失による異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が 52℃，原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場

合の評価より時間余裕は短くなるが，注水操作は原子炉

水温に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能

喪失による異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，注

水操作は原子炉水位に応じた対応をとるものではなく，

崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起点とするもの

であることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作は原子炉圧力に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認

知を起点とするものであることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

・実績値の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違

【東海第二】 
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容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるもので

あり，本評価条件の不確かさとして，原子炉圧力容器の未開放

時は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。原子炉圧

力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展

に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影

響は小さい。 

（b）評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対して

最確条件は約 22MW以下であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱

より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び原子炉水位の低下

は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。仮に，原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩

壊熱が大きい場合は，注水までの時間余裕が短くなることか

ら，評価項目に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12

時間後の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を

評価すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv/h※4が維持される水位）である有効燃料棒頂部の

約 2.0m 上の高さに到達するまでの時間は約 2 時間，有効燃料

棒頂部到達まで約 3時間となることから，評価条件である原子

炉停止 1日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，必要な

放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な

時間が確保されていることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条

件は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子炉水温が

100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱を用いて

原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮蔽が維持さ

れる水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h※4が維持される水

位）である有効燃料棒頂部の約 2.0m 上の高さに到達するまで

の時間は約 2時間となることから，評価条件である原子炉水温

が 52℃かつ原子炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評

価より時間余裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽は維

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原

子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MWに対

して最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定

している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温

の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮

に，原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい

場合は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価

項目に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12 時

間後の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕

を評価すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮

蔽の目安とした 10mSv／h が維持される水位）である燃

料有効長頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの時間

は約 2.8 時間，燃料有効長頂部到達まで約 4.2 時間とな

ることから，評価条件である原子炉停止 1 日後の評価よ

り時間余裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽は

維持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な時間が確

保されていることから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃

料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価す

ると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv／h が維持される水位）である燃料有効長

頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの時間は約 2.8 

時間となることから，評価条件である原子炉水温が 52℃

かつ原子炉停止から1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原

子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MWに対

して最確条件は約 14.0MW以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，

原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合

は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価項目

に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12時間後の

燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価

すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効

長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象

発生から約 2.7 時間，燃料棒有効長頂部到達まで事象発

生から約 4.2 時間となることから，評価条件である原子

炉停止１日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，

必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間

余裕も十分な時間が確保されていることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が52℃かつ原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な時間が確保されて

いることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して

最確条件は通常運転水位以上であり，評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉水

位より高くなるため，原子炉水位が有効燃料棒頂部まで水位が

低下する時間は長くなることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条

件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とし

た場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響

はないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間

が遅くなり，原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる※5。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力

容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるもの

であり，本評価条件の不確かさとして，原子炉圧力容器の未開

放時は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響は

ないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となる

が，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

※5 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考

慮した評価。

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要

員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び

「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等

操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価

し，評価結果を以下に示す。 

より時間余裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽

は維持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な時間が

確保されていることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，

評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評

価条件で設定している原子炉水位より低くなる場合があ

るが，原子炉水位のゆらぎによる変動量は，事象発生後

の水位低下量に対して十分小さいことから，評価項目と

なるパラメータに対する影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，原子炉水

位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる※。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果

を考慮した評価。

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」

及び「操作の確実さ」の６ 要因に分類し，これらの要因が

運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等

操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与え

る影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

場合の評価より時間余裕は短くなる。ただし，必要な放

射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間余裕も十

分な時間が確保されていることから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位が

燃料棒有効長頂部まで水位が低下する時間は長くなるこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大き

くなる。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，原子炉水

位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる※４。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※４ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した評価。

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操

作有無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これらの

要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

・実績値の相違

【東海第二】 

島根２号炉の最確条件

を記載。 

・評価結果の相違

【東海第二】
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(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生から 2 時

間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

崩壊熱除去機能喪失による異常の認知により原子炉注水の必

要性を確認し操作を実施することは容易であり，評価では事

象発生から 2 時間後の注水操作開始を設定しているが，実態

の注水操作開始時間は早くなる可能性があることから，運転

員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操

作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性が

あることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.1.7） 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，

評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認でき

る範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水

操作について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持される最

低水位に到達するまでの時間は約 3 時間，原子炉水位が有効燃

料棒頂部まで低下する時間が約 5 時間であり，事故を認知して

注水を開始するまでの時間は 2 時間であるため，準備時間が確

保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.1.7） 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及

び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確かさが

運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）によ

る注水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生

から約 2 時間後を設定している。運転員等操作時間に与

える影響として，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知

により原子炉注水の必要性を確認し操作を実施すること

は容易であり，評価では事象発生から約 2 時間後の注水

操作開始を設定しているが，実態の注水操作開始時間は

早くなる可能性があることから，運転員等操作時間に対

する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）によ

る注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和

する可能性があることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による注

水操作について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持され

る最低水位に到達するまでの時間は約4.5 時間，原子炉水位

が燃料有効長頂部まで低下する時間が約6.3 時間であり，事

故を認知して注水を開始するまでの時間は2 時間であるた

め，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生

から２時間後を設定している。運転員等操作時間に与え

る影響として，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知に

より原子炉注水の必要性を確認し操作を実施することは

容易であり，評価では事象発生から２時間後の注水操作

開始を設定しているが，実態の注水操作開始時間は早く

なる可能性があることから，運転員等操作時間に対する

余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和

する可能性があることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 5.1.1，5.1.6，5.1.7） 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る注水操作について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持

される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から約4.3

時間，原子炉水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間が事

象発生から約6.1時間であり，事故を認知して注水を開始する

までの時間は事象発生から２時間後であるため，準備時間が

確保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料 5.1.1，5.1.6，5.1.7） 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

（添付資料5.1.8） 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，6号及び 7号

炉同時の重大事故等対策時における必要な要員は，「5.1.1(3)

燃料損傷防止対策」に示すとおり 14 名である。「6.2 重大事故

等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊

急時対策要員等の 64名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃料及

び電源の資源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価して

いる。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェンバ

のプール水を水源とすることから，水源が枯渇することはない

ため，7日間の継続実施が可能である。 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発

生後 7 日間最大負荷で運転した場合，号炉あたり約 753kL の軽

油が必要となる。5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電

源設備及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につ

いては，事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転

5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，重大事故

等対策時における必要な要員は，「5.1.1(3) 燃料損傷防止対

策」に示すとおり12 名である。「6.2 重大事故等対策時に必

要な要員の評価結果」で説明している災害対策要員（初動）

の37 名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃

料及び電源の資源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評

価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェ

ンバのプール水を水源とすることから，水源が枯渇するこ

とはないため，7 日間の継続実施が可能である。 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備

（常設代替高圧電源装置2 台）による電源供給については，

事象発生後7 日間最大負荷で運転した場合，約755.5kL の

軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクにて約800kL の軽油を

保有しており，この使用が可能であることから，非常用デ

5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，重大事

故等対策時における必要な要員は，「5.1.1(3) 燃料損傷防止

対策」に示すとおり10名である。「6.2 重大事故等対策時に

必要な要員の評価結果」で説明している緊急時対策要員の43

名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃

料及び電源の資源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて

評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水につ

いては，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・

チェンバのプール水を水源とすることから，水源が枯渇す

ることはないため，７日間の継続実施が可能である。 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，

事象発生後７日間最大負荷で運転した場合，運転継続に約

700m3の軽油が必要となる。ディーゼル燃料貯蔵タンクにて

約730m3の軽油を保有しており，この使用が可能であること

から非常用ディーゼル発電機等による電源供給について，

・運用及び設備設計の相

違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いにより

必要要員数は異なるが，

タイムチャートにより要

員の充足性を確認してい

る。なお，これら要員 10

名は夜間・休日を含め発

電所に常駐している要員

である。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

常設代替電源設備から

電源供給する負荷が異な

る。 
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継続に合計約 13kLの軽油が必要となる（6号及び 7号炉合計約

1,519kL）。 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及び 7 

号炉合計約 2,040kL）の軽油を保有しており，これらの使用が

可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給，

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による電源

供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につい

て，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.1.8） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発

電機によって給電を行うものとする。6 号及び 7 号炉において

重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディーゼル

発電機負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機によ

る電源供給が可能である。 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及

びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負荷に対し

ィーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備（常設代替高

圧電源装置2 台）による電源供給について，7 日間の継続

が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約75kL の軽油を保有しており，この使用が

可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源供

給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料5.1.9） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等及び常設代替交流電源設備によって給電を行う

ものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用デ

ィーゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディ

ーゼル発電機等による電源供給が可能である。 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

等対策に必要な負荷として，約 951kW 必要となるが，常設

代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）の連続定

格容量は約 2,208kW であり，必要負荷に対しての電源供給

が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

７日間の継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約

８m3 の軽油が必要となる。緊急時対策所用燃料地下タンク

にて約 45m3の軽油を保有しており，この使用が可能である

ことから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，

７日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.1.8） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対し

ての電源供給が可能である。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル

発電機もある。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は非

常用交流電源設備又は常

設代替交流電源設備の電

源負荷に含まれる。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃料

タンクを有している。ま

た，モニタリングポスト

は非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設備

による電源供給が可能で

ある。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

常設代替電源設備から

電源供給する負荷が異な

る。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル

発電機もある。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 
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ての電源供給が可能である。 （添付資料 5.1.10） 島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は非

常用交流電源設備又は常

設代替交流電源設備の電

源負荷に含まれる。 

5.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に

残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特

徴である。事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留

熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対する燃料損傷防

止対策としては，残留熱除去系による原子炉注水手段及び除熱手

段を整備している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「崩壊

熱除去機能喪失（RHR機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系による原子炉注水及び原

子炉除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，残留熱除去系による原子炉注水，原子炉除熱

等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して

有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除

去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に

対して有効である。 

5.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故障により，崩壊熱除去

機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグループ「崩

壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪

失）」に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系（低 

圧注水系）による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）による原子炉除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「残留

熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」に

ついて有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉

除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注

水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱等

の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有

効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去

機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対

して有効である。 

5.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の

故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障により，崩壊熱除去

機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグループ「崩壊

熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」

に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）による原子炉除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の

故障による停止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「崩壊熱

除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原

子炉除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安定

状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に

与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕に

ついて確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉

注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除

熱等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して

有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去

機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対

して有効である。 
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第5.1.1 図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概略系統

図（1/2）（原子炉停止時冷却失敗，原子炉減圧及び原子炉注水） 

第5.1.2 図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の 

概略系統図（2/2）（原子炉停止時冷却） 

第5.1－1 図 崩壊熱除去機能喪失時の重大事故等対策の概略系統

図（1／2）（原子炉減圧及び残留熱除去系（低圧注水系）による 

原子炉注水段階） 

第 5.1－1 図 崩壊熱除去機能喪失時の重大事故等対策の 

概略系統図（2／2）（残留熱除去系（原子炉停止時冷却系） 

による原子炉除熱段階） 

第5.1.1－1(1)図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概

略系統図（原子炉停止時冷却失敗，原子炉減圧及び原子炉注水） 

第5.1.1－1(2)図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概

略系統図（原子炉停止時冷却） 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 備  考 

第 5.1.3 図 「崩壊熱除去機能喪失」の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.1.1-2 図 「崩壊

熱除去機能喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照 
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東海第二発電所（2018.9.12版） 備  考 

第 5.1－2 図 崩壊熱除去機能喪失の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.1.1-2 図 「崩壊

熱除去機能喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照 

① ① 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

第 5.1.1-2図 「崩壊熱除去機能喪失」の対応手順の概要 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，有効性

評価の対象としていない

が，他に取り得る手段を

記載。 

① 

① 

① 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 備  考 

第 5.1.4 図 「崩壊熱除去機能喪失」の作業と所要時間 

差異理由は,島根２号炉

「第 5.2.1－3図 「崩壊

熱除去機能喪失」の作業

と所要時間」の備考欄参

照 
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東海第二発電所（2018.9.12版） 備  考 

第 5.1－3 図 崩壊熱除去機能喪失時の作業と所要時間 

差異理由は,島根２号炉

「第 5.2.1－3図 「崩壊

熱除去機能喪失」の作業

と所要時間」の備考欄参

照 
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第 5.1.1－3図 「崩壊熱除去機能喪失」の作業と所要時間 

 

・評価結果の相違に基づ

く差異 

・設備設計・手順に基づ

く想定時間の差異 

・評価上考慮しない操作

を含めて実際に実施す

る操作について要員の

充足性を確認（ただし，

事前に対応する要員を

定めることが難しい機

能回復操作を除く） 
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第 5.1.5 図 原子炉水位の移 

 

 

第 5.1.6 図 原子炉水位と線量率 

 

 

第 5.1－4図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.1－5図 原子炉水位と線量率 

 

第 5.1.2－1図 原子炉水位の推移 

 

  

第 5.1.2－2図 原子炉水位と線量率 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①原子炉水温 100℃到

達時間の相違。 

 

②原子炉注水開始時点

の燃料棒有効長頂部か

らの水位の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計及び評価結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

  

① 

① 

① 

② 
② 

② 
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第
5.
1－

1 
表
 崩

壊
熱
除
去
機
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喪
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に
お
け
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重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
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第
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1.
1－

1
表
 
「
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て
 

 

本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けている。 
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①
 

①
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第

5.
1.
2 
表
 主

要
評
価
条
件
（
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
）（

1
/
2）

 

第
5.
1―

2 
表
 主

要
評
価
条
件
（
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
）（

1
/
2）

 

第
5.
1.
2－

1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
）（

１
／
２
）
 

 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

①条件設定は同じだが，

島根２号炉は柏崎 6/7

と同様に平衡炉心燃料

のサイクル末期の炉心

平均燃焼度に 10%の保

守性を考慮して設定。 

東海第二は許認可炉

心が 13 ヶ月運転である

こと及び実機における

調整運転時期約 1 ヶ月

を踏まえて設定。 

また，島根２号炉はＭ

ＯＸ燃料を採用してい

ることを踏まえ，９×９

燃料の代表性を示して

いる。 

②島根２号炉は，事象進

展に影響がないことか

ら，資源の観点で厳しい

ことを理由に簡潔に記

載し，東海第二は事象発

生の認知の観点で厳し

い想定であることを補

足。 

①
 

①
 

①
 

①
 

①
 

②
 

②
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）
 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.1〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

添付資料 5.1.1 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失にお

ける有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位

到達までの時間余裕と必要な注水量の計算方法について 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失

により，有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の

水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以下の式を

用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生

する崩壊熱は全て原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するもの

とし，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

なお，5.1.2及び 5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」

おいて,「１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果を考慮しない計算」を用いて評価を行っており，添付資料

5.1.7及び添付資料 5.2.2の「評価条件の不確かさの影響評価

について」の一部においては,未開放状態の被ばく影響をより

現実に近い想定として評価するため，「２．原子炉圧力上昇に

よる原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した計算」を用いた。 

１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考

慮しない計算 

原子炉未開放状態において，原子炉圧力上昇に伴う原子炉冷

却材の比エンタルピの上昇により，大気圧下と比べて原子炉冷

却材の蒸発量は抑制されるが，ここでは原子炉圧力容器の状態

によらず，保守的かつ簡易的な評価として大気圧下の原子炉冷

却材の蒸発量を求めた。 

(1) 100℃に至るまでの時間

100℃に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪

失時，全交流動力電源喪失時ともに約 1時間である。計算は次

の式で行った。 

t1  ：100℃に至るまでの時間[h] 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

添付資料 5.1.3 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失にお

ける基準水位到達までの時間余裕と必要な注水量の計算方法に

ついて 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失に

より，燃料有効長頂部が露出する水位又は放射線の遮蔽が維持さ

れる水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以下の式

を用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生

する崩壊熱は全て原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するものと

し，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

1. 100℃に至るまでの時間

100℃に至るまでの時間は次の式で求める。

 ｔ１＝（ｈ１００－ｈ５２）×Ｖｃ×ρ５２／（Ｑ×3,600）＝

約 1.1h 

ｔ１ ：100℃に至るまでの時間（h） 

ｈ１００ ：100℃の飽和水の比エンタルピ（kJ／kg）＝419.10 

添付資料 5.1.1 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失にお

ける燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水

位到達までの時間余裕と必要な注水量の計算方法について 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失に

より，燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の

水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以下の式を

用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生

する崩壊熱はすべて原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するもの

とし，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

なお，5.1.2及び5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」

において，「１.原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果を考慮しない計算」を用いて評価を行っており，添付資料

5.1.7及び添付資料5.2.2の「評価条件の不確かさの影響評価に

ついて」の一部においては，未開放状態の被ばく影響をより現

実に近い想定として評価するため，「２．原子炉圧力上昇による

原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した計算」を用いた。 

１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮し

ない計算 

原子炉未開放状態において，原子炉圧力上昇に伴う原子炉冷

却材の比エンタルピの上昇により，大気圧下と比べて原子炉冷

却材の蒸発量は抑制されるが，ここでは原子炉圧力容器の状態

によらず，保守的かつ簡易的な評価として大気圧下の原子炉冷

却材の蒸発量を求めた。 

(1) 100℃に至るまでの時間

100℃に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪

失時，全交流動力電源喪失時ともに約 0.95時間である。計算

は次の式で行った。 

t1 ＝ ( h100 － h52 ) × Vc × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

t1 ：100℃に至るまでの時間[h] 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

・評価方針の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉圧力上昇による原子

炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した計算も実

施している。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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h52 ：52℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝217.70 

Vc ：保有水の体積[m3] ＝    

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q   ：崩壊熱[kW] = 2.24×104 

(2) 有効燃料棒頂部または放射線の遮蔽が維持される目安

の水位に至るまでの時間 

有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位

に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全

交流動力電源喪失時で，それぞれ約 5時間と約 3時間である。

計算は次の式で行った。 

t = t1 + t2 

t2 ＝ (hs－h100) × Vu × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

t ：有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位 

に至るまでの時間[h] 

t2 ：100℃到達から有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持さ

れる目安の水位に至るまでの時間[h] 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

Vu ：保有水の体積[m3] 

（有効燃料棒頂部までの保有水の体積 ）＝ 

（放射線の遮蔽が維持される目安の水位までの保有水の体積） 

＝ 

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

また，注水前の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，

全交流動力電源喪失時ともに 37[m3/h]である。計算は次の式で行

った。 

ｈ５２ ：52℃の飽和水の比エンタルピ（kJ／kg）＝217.70 

Ｖｃ ：通常運転水位時の原子炉保有水の体積（m３）＝382 

ρ５２ ：52℃の水密度（kg／m３）＝987 

Ｑ ：崩壊熱（kW）＝18.8×10３ 

2. 燃料有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至る

までの時間 

 崩壊熱（蒸発）によって燃料有効長頂部が露出する水位に

至るまでの時間は次の式で求める。 

ｔ＝ｔ１＋ｔ２＝約 6.3h 

 ｔ２＝（ｈｓ－ｈ１００）×Ｖｕ１×ρ５２／（Ｑ×3,600）＝

約 5.2h 

ｔ ：燃料有効長頂部が露出する水位に至るまでの時間（h） 

ｔ２ ：100℃到達から燃料有効長頂部が露出する水位に至るまで

の時間（h） 

ｈｓ ：飽和蒸気の比エンタルピ（kJ／kg）＝2,675.57 

Ｖｕ１ ：燃料有効長頂部が露出する水位までの水の体積（m３）＝

156 

 崩壊熱（蒸発）によって放射線の遮蔽が維持される水位に

至るまでの時間は次の式で求める。 

ｔ’＝ｔ１＋ｔ３＝約 4.5h 

 ｔ３＝（ｈｓ－ｈ１００）×Ｖｕ２×ρ５２／（Ｑ×3,600）＝

約 3.4h 

ｔ’ ：放射線の遮蔽が維持される水位に至るまでの時間（h） 

ｔ３ ：100℃到達から放射線の遮蔽が維持される水位に至るまで

の時間（h） 

Ｖｕ２ ：放射線の遮蔽が維持される水位までの水の体積（m３）＝

104 

なお，崩壊熱によって蒸発する冷却材の量は次の式で求め

る。 

h52 ：52℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝217.70 

Vc ：保有水の体積[m3] ＝ 

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q ：崩壊熱[kW] = 1.40×104 

(2) 燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至

るまでの時間

燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至

るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全交流

動力電源喪失時で，それぞれ約 6.1時間と約 4.3時間である。

計算は次の式で行った。 

t = t1 + t2 

t2 ＝ ( hs － h100 ) × Vu × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

t ：燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される

水位に至るまでの時間[h] 

t2 ：100℃到達から燃料棒有効長頂部又は放射線の遮

蔽が維持される水位に至るまでの時間[h] 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

Vu ：保有水の体積[m3]  

（燃料棒有効長頂部までの保有水の体積）＝ 

   （放射線の遮蔽が維持される水位までの保有水の体

積）＝ 

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

  また，注水前の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失

時，全交流動力電源喪失時ともに約 23[m3/h]である。計算は次

の式で行った。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（注水前の蒸発量） = ( Q×3600) ／( hs － h100 ) ／ ρ100 

ρ100 ：100℃の水密度[kg/m3] ＝ 958 

(3) 必要な注水量

崩壊熱によって喪失する原子炉冷却材を補うために必要な

注水量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時において約

32[m3/h]，全交流動力電源喪失時において約 33[m3/h]である。

計算は次の式で行った。 

f ＝ ( Q × 3600 ) ／ (( hs － hf ) × ρf) 

f ：必要な注水量[m3/h] 

ρf ：注水（飽和水）の密度[kg/m3] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 994（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 988（水温 50℃） 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

hf ：注水（飽和水）の比エンタルピ[kJ/kg] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 146.64（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 209.34（水温 50℃） 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

(4) 注水中の蒸発量

注水中の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時は

0[m3/h]，運転停止中の全交流動力電源喪失時は約 22[m3/h]であ

Ｖｈ＝（Ｑ×3,600）／（（ｈｓ－ｈ１００）×ρ１００）＝約

32m／h３ 

Ｖｈ ：蒸発量（m３／h） 

ρ１００ ：100℃の水密度（kg／m３）＝958 

3. 必要な注水量

崩壊熱によって蒸発する冷却材を補うために必要な注水量

は次の式で求める。 

ｆ＝（Ｑ×3,600）／（（ｈｓ－ｈｆ）×ρｆ） 

ｆ ：必要な注水量（m３／h） 

ρｆ ：注水（飽和水）の密度（kg／m３） 

ｈｆ ：注水（飽和水）の比エンタルピ（kJ／kg） 

 水源がサプレッション・チェンバ（水温：32℃）の場合及

び代替淡水貯槽（水温：35℃）の場合の飽和水の密度，飽和水

の比エンタルピ及び必要注水流量の評価結果は第 1表のとおり

である。 

第 1表 各水源使用時における必要注水流量の評価結果 

4. 注水中の蒸発量

注水中の蒸発量は，注水された水を 100℃に上昇させる熱を

崩壊熱から差し引いた熱が蒸発に使われることを考慮して，

（注水前の蒸発量） ＝ (Q×3600 )／ (( hs － h100 ) × ρ100) 

ρ100  ：100℃の水密度[kg/m3] ＝ 958 

(3) 必要な注水量

崩壊熱によって喪失する原子炉冷却材を補うために必要な

注水量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全交流動力電

源喪失時ともに約 21[m3/h]である。計算は次の式で行った。 

f ＝ ( Q × 3600 ) ／ (( hs － hf ) × ρf) 

f ：必要な注水量[m3/h] 

ρf ：注水（飽和水，水温 35℃）の密度[kg/m3] ＝ 994 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

hf ：注水（飽和水，水温 35℃）の比エンタルピ[kJ/kg] 

＝146.64 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

(4) 注水中の蒸発量

注水中の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，運

転停止中の全交流動力電源喪失時ともに 0[m3/h]である。注入

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，崩壊

熱除去機能喪失時に使

用する水源であるサプ

レッション・プール水

温度及び全交流動力電

源喪失時に使用する水

源である低圧原子炉代

替注水槽水温度いずれ

も 35℃を想定してい

る。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 
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る。注入された水を 100℃に上昇させる熱を崩壊熱から差し引

いた熱が蒸発に使われることから，計算は次の式で行った。 

F ：注水量[m3/h] 

（崩壊熱除去機能喪失時）= 954（残留熱除去系定格流量） 

（全交流動力電源喪失時）= 150（低圧代替注水系（常設）

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として設定） 

S ：注水中の蒸発量[m3/h] （ただし，S≧0） 

ρf：注水（飽和水）の密度[kg/m3] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 994（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 988（水温 50℃） 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

h100：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hf ：注水（飽和水）の比エンタルピ[kJ/kg] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 146.64（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 209.34（水温 50℃） 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮し

た計算 

（原子炉圧力容器が閉鎖状態での評価） 

（１）主蒸気逃がし安全弁(SRV)の逃がし弁機能が作動する

最低圧力に到達する時間等

5.1.2 及び 5.2.2 の「燃料損傷防止対策の有効性評価」おい

ては原子炉圧力容器未開放であるが，原子炉の大気圧状態が維

持される想定にて計算を実施している。ただし，実操作におい

て崩壊熱除去機能が喪失した際の SRVによる減圧操作は原子炉

の注水機能が確保された後となるため，原子炉圧力上昇による

次の式で求める。 

Ｑ×3,600＝Ｆ×ρｆ×（ｈ１００－ｈｆ）＋Ｓ×ρｆ×（ｈｓ

－ｈ１００） 

   Ｓ＝（Ｑ×3,600－Ｆ×ρｆ×（ｈ１００－ｈｆ））／（ρｆ×

（ｈｓ－ｈ１００）） 

Ｆ ：注水流量（m３／h） 

Ｓ ：注水中の蒸発量（m３／h）（ただし，Ｓ≧0） 

された水を 100℃に上昇させる熱を崩壊熱から差し引いた熱

が蒸発に使われることから，計算は次の式で行った。 

Q × 3600 ＝ F × ρf × ( h100 － hf ) ＋ S × ρf × 

( hs － h100 ) 

S ＝ ( Q × 3600 － F × ρf × ( h100 － hf )) ／ ( ρf 

× ( hs － h100 )) 

F ：注水量[m3/h] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 1,136（残留熱除去系定格

流量） 

（全交流動力電源喪失時）＝  200（低圧原子炉代替注

水系（常設）の設計値として設定） 

S ：注水中の蒸発量[m3/h] （ただし，S≧0） 

ρf ：注水（飽和水，水温 35℃）の密度[kg/m3] ＝ 994 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hf ：注水（飽和水，水温 35℃）の比エンタルピ[kJ/kg] 

＝146.64 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮し

た計算 

（原子炉圧力容器が閉鎖状態での評価） 

(1) 逃がし安全弁（ＳＲＶ）の逃がし弁機能が作動する最低圧力

に到達する時間等

5.1.2及び 5.2.2 の「燃料損傷防止対策の有効性評価」にお

いては原子炉圧力容器未開放状態であるが，原子炉の大気圧状

態が維持される想定にて計算を実施している。ただし，実操作

において崩壊熱除去機能が喪失した際の自動減圧機能付き逃

がし安全弁による減圧操作は原子炉の注水機能が確保された

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7・東海第二】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

・評価方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，原子

炉圧力上昇による原子

炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した計算も実

施している。 
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原子炉冷却材蒸発の抑制効果に期待でき，原子炉冷却材の蒸発

量は小さくなる。 

閉鎖状態における原子炉の圧力上昇と水位の関係は下の式

で計算できる。ここで主蒸気逃がし安全弁(SRV)の逃がし弁機

能が作動する最低圧力(7.51MPa[gage])に到達する時間等を求

めた。 

※初期状態の各変数は[0], SRV 作動圧力到達時の各変数

は[1]で表す

Ms ，Ml ：気相部の蒸気量，液相部の水量[kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Ms0＝ 約 kg (飽和蒸気圧)，Ml0＝ 約 kg 

Mall：原子炉圧力容器内の蒸気及び原子炉冷却材の総量[kg]

＝約    kg 

ρs ，ρl ：飽和蒸気の密度，水の密度[kg/m3] 

初期（大気圧，原子炉水温52℃）：ρs0 ＝0.09121 kg/m3，

ρl0＝987 kg/m3 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）： 

ρs1 ＝40 kg/m3 ，ρl1＝728.9 kg/m3 

Vs ，Vl ：気相部の体積，液相部の体積[m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Vs 0＝約   m3，Vl0＝ 約   m3 

Vall ：原子炉圧力容器の体積[m3] ＝ 約   m3 

hs ，hl ：飽和蒸気，水のエンタルピ[kJ/kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

hs0 ＝約 2594.8 kJ/kg ，hl0＝約 217.7 kJ/kg 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）： 

hs1＝約 2764.3kJ/kg ，hl1＝約 1298.2kJ/kg 

Q ：崩壊熱量[kJ/s] ＝約 2.24×104 kJ/s(原子炉停止１日後) 

Δt ：事象発生後の時間[s] 

上記式より 

後となるため，原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果に期待でき，原子炉冷却材の蒸発量は小さくなる。 

  閉鎖状態における原子炉の圧力上昇と水位の関係は下の式

で計算できる。ここで逃がし安全弁(ＳＲＶ)の逃がし弁機能が

作動する最低圧力（7.58MPa[gage]）に到達する時間等を求め

た。 

Ms ／ ρs ＋ M1 ／ ρ1 ＝ Vall 

Ms ＋ M1 ＝ Mall

Δ（hs × Vs × ρs ＋ h1 × V1 × ρ1）＝ QΔt 

※初期状態の各変数は[0]，ＳＲＶ作動圧力到達時の各変数

は[1]で表す

Ms ，M1 ：気相部の蒸発量，液相部の水量[kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Ms0＝約  kg（飽和蒸気圧）， M10＝約 

 kg 

Mall    ：原子炉圧力容器内の蒸気及び原子炉冷却材の

総量[kg] ＝約  kg 

ρs ，ρ1 ：飽和蒸気の密度，水の密度[kg/m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

ρs0＝0.0912 kg/m3，ρ10＝987 kg/m3 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温

292℃）：ρs1＝40.4 kg/m3，ρ11＝728 kg/m3 

Vs ，V1  ：気相部の体積，液相部の体積[m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Vs0＝約  m3，V10＝約  m3

Vall ：原子炉圧力容器内の体積[m3] ＝約  m3

hs ，h1  ：飽和蒸気，水のエンタルピ[kJ/kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

 hs0＝2594.84 kJ/kg，h10＝217.70 kJ/kg 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温

292℃）： 

 hs1＝2763.55 kJ/kg，h11＝1300.63 kJ/kg 

  Q ：崩壊熱量[kJ/s] ＝1.40×104 kJ/s（原子炉停

止１日後） 

  Δt ：事象発生後の時間[s] 

上記式より 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 
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SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）

の液相部の水量[kg] 

Ml1＝約 4.04×105 kg 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）

の液相部の体積[m3] 

Vl1＝約    m3 

事象発生後の時間[s] 

Δt ＝約 1.9×104 [s] → 5時間以上 

となり，事象発生約 5 時間後までに約 3t の原子炉冷却材が

蒸発する。ただし，熱膨張により原子炉冷却材の体積は約 140 m3

増加し，原子炉水位は有効燃料棒頂部より約 8m上(通常運転水

位より約 4m 高い位置 )となる。 SRV 作動圧力到達時

（7.51MPa[gage]）においては遮蔽評価に用いている 100℃の時

の水の密度と比べて水の密度が約 0.76倍と減少しているため，

同等の遮蔽厚さに換算した場合，有効燃料棒頂部より約 6m 上

(通常運転水位より約 2m 高い位置)となり，事象発生前と同様

原子炉冷却材による放射線の遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉圧力容器が閉鎖状態において崩壊熱除去機

能が喪失した後も，主蒸気逃がし安全弁の作動等により原子炉

内の保有水量が減少するまでの間（5時間以上），原子炉冷却材

による放射線の遮蔽は維持される。 

なお，原子炉停止 12 時間後を想定した際，上記の原子炉停

止１日後と同様の評価式を用いて算出すると，SRV 作動圧力到

達時（7.51MPa[gage]）までの時間は 3時間以上となる。 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）

の液相部の水量[kg] 

M11＝約 2.364×105 kg 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）

の液相部の体積[m3] 

V11＝約  m3

事象発生後の時間[s] 

Δt＝約 1.9×104[s] → ５時間以上 

となり，事象発生約５時間後までに約 2.5tの原子炉冷却材が蒸

発する。ただし，熱膨張により原子炉冷却材の体積は約 82.8m3

増加し，原子炉水位は燃料棒有効長頂部より約 8.69m上（通常

運転水位より約 3.59m 高い位置）となる。ＳＲＶ作動圧力到達

時（7.58MPa[gage]）においては遮蔽評価に用いている 100℃の

時の水の密度と比べて水の密度が約 0.76倍と減少しているた

め，同等の遮蔽厚さに換算した場合，燃料棒有効長頂部より約

6.61m上（通常運転水位より約 1.51m高い位置）となり，事象

発生前と同様原子炉冷却材による放射線の遮蔽は維持される。 

 以上より，原子炉圧力容器が閉鎖状態において崩壊熱除去機

能が喪失した場合も，逃がし安全弁の作動等により原子炉内の

保有水量が減少するまでの間（５時間以上），原子炉冷却材によ

る放射線の遮蔽は維持される。 

 なお，原子炉停止 12時間後を想定した際，上記の原子炉停止

１日後と同様の評価式を用いて算出すると，ＳＲＶ作動圧力到

達時（7.58MPa[gage]）までの時間は４時間以上となる。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 
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添付資料 5.1.2 

重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

1. 「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，

「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定にあたって

は，他の殆どの重要事故シーケンス等の選定と同様に，PRA の結

果から抽出された事故シーケンスグループからガイドに示され

た着眼点を考慮し，重要事故シーケンスを選定している。 

崩壊熱除去機能喪失の重要事故シーケンスとしては，ガイドに

示された着眼点に加えて事故シーケンスグループ「全交流動力電

源喪失」における評価内容との差別化を図ることを考慮し，次の

事故シーケンスを選定した。 

・崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライン]）＋崩壊

熱除去・注水系失敗

2. 重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定

有効性評価では，設計基準相当の設備の機能喪失を受けて燃料

損傷に至る重要事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備を用

いて燃料損傷を防止できることを確認している。この観点では，

全ての崩壊熱除去機能及び注水機能の喪失を受け，重大事故等対

処設備を用いて燃料損傷を防止するという評価も考えられるが，

この場合，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」で選

定される重要事故シーケンスと同じ評価を実施することとなる。 

このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの有

効性評価では，「実用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉にお

ける燃料損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」の対策

例を参照し，待機中の残留熱除去系によって崩壊熱除去機能を確

保し，燃料損傷を防止可能であることを確認している。 

3. プラント状態（POS）の選定

重要事故シーケンスの選定プロセスでは，POS については選定

添付資料 5.1.2 

重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

1. 「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

のうち，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスは，他

のほとんどの重要事故シーケンスの選定と同様に，ＰＲＡから

抽出された事故シーケンスグループから，「実用発電用原子炉

に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性

評価に関する審査ガイド」（以下「審査ガイド」という。）に示

された着眼点を考慮して選定している。 

  「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスは，審査ガイ

ドに示された着眼点から，次の事故シーケンスを選定した。 

・残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷

却失敗

2. 重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定

有効性評価では，設計基準事故対処設備の機能喪失により燃

料損傷に至る重要事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備

を用いた燃料損傷防止対策の有効性を確認する。この観点で

は，本事故シーケンスにおいて全ての崩壊熱除去機能及び注水

機能の喪失を想定し，重大事故等対処設備を用いた燃料損傷防

止対策の有効性を確認することも考えられるが，この場合，事

故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において選定し

た重要事故シーケンスと同じ対策の有効性を確認することと

なる。 

このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスに

対する有効性評価では，審査ガイドの主要解析条件及び対策例

を参照し，待機中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）及び

残留熱除去系（低圧注水系）によって崩壊熱除去機能及び注水

機能を確保し，燃料損傷防止が可能であることを確認してい

る。 

3. プラント状態の選定

有効性評価の対象とする重要事故シーケンスについては，重

添付資料 5.1.2 

重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

１．「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定 

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価「崩

壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定にあたっては，

他の殆どの重要事故シーケンス等の選定と同様に，ＰＲＡの結果

から抽出された事故シーケンスグループから「実用発電用原子炉

に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価に関する審査ガイド」（以下「ガイド」という。）に示された着

眼点を考慮し，重要事故シーケンスを選定している。 

崩壊熱除去機能喪失の重要事故シーケンスとしては，ガイドに

示された着眼点に加えて事故シーケンスグループ「全交流動力電

源喪失」における評価内容との差別化を図ることを考慮し，次の

事故シーケンスを選定した。 

・崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失[フロントライ

ン]）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

２．重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定 

有効性評価では，設計基準相当の設備の機能喪失を受けて燃

料損傷に至る重要事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備を

用いて燃料損傷を防止できることを確認している。この観点で

は，すべての崩壊熱除去機能及び注水機能の喪失を受け，重大

事故等対処設備を用いて燃料損傷を防止するという評価も考え

られるが，この場合，事故シーケンスグループ「全交流動力電

源喪失」で選定される重要事故シーケンスと同じ評価を実施す

ることとなる。 

重要事故シーケンスの選定プロセスでは，ＰＯＳについては選

このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの有

効性評価では，ガイドの対策例を参照し，待機中の残留熱除去

系によって崩壊熱除去機能を確保し，燃料損傷を防止可能であ

ることを確認している。 

３．プラント状態（ＰＯＳ）の選定 
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していないため，有効性評価の評価条件を設定する際に決定して

いる。 

崩壊熱除去機能の喪失事象が発生した場合，代替の崩壊熱除去

機能や炉心への注水機能を用いて燃料損傷を防止することとな

る。このため，POS を選定する上では崩壊熱が高く，原子炉圧力

容器内の保有水量が少ないため，事象発生から燃料損傷までの時

間余裕が厳しい POS を選定することが適切と考える。停止時レベ

ル 1PRA における POS の分類及び定期検査工程を図 1 に，POS の

選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を表 1 に示す。崩壊熱の

観点で最も厳しい POS は「S 原子炉冷温停止への移行状態」であ

り，次に「A PCV/RPV 開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」，

その次が「B 原子炉ウェル満水状態」という順となる。保有水の

観点では原子炉水位が通常運転水位付近の可能性がある POS「S」，

「A」，「C  PCV/RPV 閉鎖及び起動準備への移行状態」，「D 起動準

備状態」が厳しい。 

次に崩壊熱除去・注水機能を持つ設備の事故時の使用可否につ

いて考えると，POS「S」及び「D」の原子炉停止直後・起動準備

状態において，給水系を除く緩和設備が原子炉運転中と同様に待

機状態又は早期復旧により使用可能な状態である※。そのため，

緩和設備については POS「S」及び「D」以外の POS「A」～「C」

が厳しい条件となる。 

なお，原子炉圧力容器蓋閉時は原子炉圧力の上昇が考えられる

が，トップベントから原子炉の減圧ができること，急激に原子炉

圧力が上昇するようなものではないこと，原子炉圧力が上昇して

も逃がし安全弁で減圧できることから低圧注水系が使用できる

としている。また，原子炉格納容器閉鎖時においても同様の考え

方である。 

このため，本評価においては，POS「S」の次に崩壊熱が高く，

原子炉圧力容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能な緩

和設備が原子炉運転中より少なくなる POS「A」を選定している。 

要事故シーケンスの選定プロセスで選定しているが，プラント

状態については，有効性評価の評価条件を設定する際に選定し

ている。 

  「崩壊熱除去機能喪失」の事故シーケンスグループにおいて

は，代替の崩壊熱除去機能及び注水機能を用いて燃料損傷の防

止及び放射線の遮蔽に必要な水位を維持することとなる。この

ため，ＰＯＳを選定する上では，事象発生から燃料損傷及び遮

蔽維持水位到達までの時間余裕が短い，すなわち崩壊熱が高

く，保有水量が少ないプラント状態を選定することが適切であ

ると考えられる。停止時レベル１ＰＲＡにおけるＰＯＳの分類

及び施設定期検査工程の概要を第1図に示す。また，ＰＯＳの

選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を第1表に示す。崩壊

熱が最も高いＰＯＳはＰＯＳ－Ｓであり，次にＰＯＳ－Ａ，そ

の次がＰＯＳ－Ｂという順となる。また，保有水量の観点では

原子炉水位が通常運転水位付近の可能性があるＰＯＳ－Ｓ，Ｐ

ＯＳ－Ａ，ＰＯＳ－Ｃ及びＰＯＳ－Ｄが厳しい。 

次に，崩壊熱除去機能又は注水機能を持つ設備の事故時にお

ける使用可否について考えると，ＰＯＳ－Ｓ及びＰＯＳ－Ｄ，

すなわち原子炉停止直後及び起動準備状態においては，給水系

を除く緩和設備が原子炉運転中と同様に待機状態又は早期復

旧により使用可能な状態である※。そのため，緩和設備につい

てはＰＯＳ－Ｓ及びＰＯＳ－Ｄ以外のＰＯＳである，ＰＯＳ－

Ａ～ＰＯＳ－Ｃが厳しい条件となる。 

なお，原子炉圧力容器未開放時は原子炉圧力の上昇が考えら

れるが，急激に原子炉圧力が上昇するような事象ではなく，原

子炉圧力が上昇しても逃がし安全弁（自動減圧機能）により原

子炉を減圧できるため，残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水は有効としている。 

このため，本評価では，ＰＯＳ－Ｓの次に崩壊熱が高く，原

子炉圧力容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能な緩

和設備が原子炉運転中と同等であるＰＯＳ－Ｓ，ＰＯＳ－Ｄ以

外のＰＯＳとして，ＰＯＳ－Ａを選定している。 

なお，ＰＯＳ－Ａは「ＰＣＶ／ＲＰＶ開放への移行状態」と

定義される状態であり，原子炉圧力容器未開放状態から原子炉

ウェル水張り完了までの期間であるが，本評価では，原子炉圧

力容器内の保有水量が少なく，遮蔽維持水位到達までの時間余

定していないため，有効性評価の評価条件を設定する際に選定し

ている。 

崩壊熱除去機能の喪失事象が発生した場合，代替の崩壊熱除去

機能や炉心への注水機能を用いて燃料損傷を防止することとな

る。このため，ＰＯＳを選定するうえでは崩壊熱が高く，原子炉

圧力容器内の保有水量が少ないため，事象発生から燃料損傷まで

の時間余裕が厳しいＰＯＳを選定することが適切と考える。停止

時レベル１ＰＲＡにおけるＰＯＳの分類及び定期事業者検査工

程を図１に，ＰＯＳの選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を

表１に示す。崩壊熱の観点で最も厳しいＰＯＳは「Ｓ 原子炉冷

温停止への移行状態」であり，次に「Ａ 原子炉格納容器及び原

子炉圧力容器の開放並びに原子炉ウェル満水への移行状態」，そ

の次が「Ｂ 原子炉ウェル満水状態」という順となる。保有水の

観点では原子炉水位が通常運転水位付近の可能性があるＰＯＳ

「Ｓ」，「Ａ」，「Ｃ 原子炉格納容器及び原子炉圧力容器の閉鎖及

び起動準備への移行状態」，「Ｄ 起動準備状態」が厳しい。 

次に崩壊熱除去・注水機能を持つ設備の事故時の使用可否につ

いて考えると，ＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」の原子炉停止直後・起動

準備状態において，給水系を除く緩和設備が原子炉運転中と同様

に待機状態又は早期復旧により使用可能な状態である※。そのた

め，緩和設備についてはＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」以外のＰＯＳ「Ａ」

～「Ｃ」が厳しい条件となる。 

なお，原子炉圧力容器閉鎖時は原子炉圧力の上昇が考えられる

が，トップベントから原子炉の減圧ができること，急激に原子炉

圧力が上昇するようなものではないこと，原子炉圧力が上昇して

も自動減圧機能付き逃がし安全弁で減圧できることから残留熱

除去系（低圧注水モード）が使用できるとしている。また，原子

炉格納容器閉鎖時においても同様の考え方である。 

このため，本評価においては，ＰＯＳ「Ｓ」の次に崩壊熱が高

く，原子炉圧力容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能

な緩和設備が原子炉運転中より少なくなるＰＯＳ「Ａ」を選定し

ている。 

なお本評価では，原子炉圧力容器内の保有水量が少なく，放射

線の遮蔽が維持される水位に到達するまでの時間余裕の観点か

・記載方針の相違

【東海第二】

3243



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

※ 一例として後述する「添付資料 5.1.6 6.原子炉隔離時冷却系

による注水について」で示すに， POS「S」及び「D」におい

て原子炉圧力容器が閉鎖状態であるため，原子炉圧力が上昇

した後に原子炉隔離時冷却系の注水も使用可能となる。

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響

本評価で確認している，待機中の残留熱除去系による崩壊熱除

去機能確保とは別の燃料損傷防止対策としては，復水補給水系に

よる原子炉注水が考えられるが，これについては「全交流動力電

源喪失」で選定される重要事故シーケンスにおいて，本評価と同

じ POS「A」でその有効性を確認している。 

裕の観点から厳しい，原子炉圧力容器未開放状態を評価条件と

した。 

※ 一例として後述する「添付資料5.1.7 6.原子炉隔離時冷

却系による注水について」に示すとおり，ＰＯＳ－Ｓ及び

ＰＯＳ－Ｄにおいては原子炉圧力容器が閉鎖状態である

ため，原子炉圧力が上昇した後は原子炉隔離時冷却系によ

る注水も使用可能となる。

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響

本評価では，待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水の有効性を確認しているが，別の燃料損傷防止対策と

して，低圧代替注水系（常設）及び待機中の非常用炉心冷却設

備による原子炉注水が考えられる。ただし，低圧代替注水系（常

設）については「全交流動力電源喪失」で選定される重要事故

シーケンスにおいて，本評価と同じＰＯＳ－Ａでの有効性を確

認している。 

また，待機中の非常用炉心冷却設備については，非常用炉心

冷却設備に比べて注水流量が少ない低圧代替注水系（常設）の

有効性評価に包絡される。 

  なお，本評価においては，運転中の残留熱除去系（原子炉停

止時冷却系）の機能喪失時は待機側の残留熱除去系により原子

炉除熱を行うこととしているが，施設定期検査中は待機中の残

留熱除去系が点検により待機除外となる場合がある。この際に

運転中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）が機能喪失する

と，原子炉除熱手段が確保できないため原子炉建屋内が蒸気雰

囲気となり，原子炉建屋内に設置されている緩和設備に悪影響

を与えることが考えられる。この場合においても，原子炉建屋

外側ブローアウトパネルの開放等により原子炉建屋内の環境

悪化を抑制することが可能である。なお，蒸気に含まれる放射

性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に小さく，考慮不

要である。また，原子炉建屋内の環境が悪化した場合において

もその影響を受けない重大事故等対策である，低圧代替注水系

（常設），低圧代替注水系（可搬型）により原子炉へ注水する

ら厳しい，原子炉圧力容器閉鎖状態を評価条件とした。 

※ 一例として後述する「添付資料 5.1.6 6．原子炉隔離時冷却

系による注水について」で示すとおり，ＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」

において原子炉圧力容器が閉鎖状態であるため，原子炉圧力

が上昇した後に原子炉隔離時冷却系の注水も使用可能とな

る。一方，ＰＯＳ「Ａ」～「Ｃ」のうち原子炉圧力容器が開

放状態である場合には，原子炉圧力が上昇しないため原子炉

隔離時冷却系が使用できなくなる。

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響

本評価では，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水の有効性を確認しているが，別の燃料損傷防止対策と

して，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水が考えら

れるが，これについては「全交流動力電源喪失」で選定される重

要事故シーケンスにおいて，本評価と同じＰＯＳ「Ａ」でその有

効性を確認している。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，待機

中の非常用炉心冷却設

備であるＨＰＣＳ，Ｌ

ＰＣＳ及びＬＰＣＩ

（Ｃ－ＲＨＲ）につい

て，ＰＲＡの評価上は，

期待していない設備で

あることから，記載し

ていない。 

・記載箇所の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉建物内への影響につ

いて，添付資料 5.1.5

に記載をしている。 
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ことで，燃料有効長頂部の冠水及び放射線の遮蔽を維持するこ

とができる。 
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【柏崎 6/7，東海第二】
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.3〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

添付資料 5.1.3 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失評価における 

崩壊熱設定の考え方 

1. 本評価における崩壊熱の設定

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，

「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の重要事故

シーケンスの有効性評価では，原子炉スクラムによる原子炉停止

から 1 日後※の崩壊熱を用いて原子炉水温の上昇及び蒸発による

原子炉水位の低下を評価している。 

一般に定期検査期間が数十日であることを考慮すると，原子炉

停止から 1 日（24 時間）後の崩壊熱を用いることは定期検査期

間から見ると保守的な設定であると考えるが，仮に原子炉停止か

らの時間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より厳しい評価

条件となる。 

※ 原子炉停止から 1 日（24 時間）後とは全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子炉の出力は全

制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させる

が、崩壊熱評価はスクラムのような瞬時に出力を低下させる

保守的な計算条件となっている。

具体的には制御棒の挿入開始及び発電機解列の実績は，全制御

棒全挿入完了を基準とするとそれぞれ 10 時間程度前，2 時間

程度前となっており，実際の崩壊熱は評価値より小さくなる。 

2. より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響

プラント停止時を復水器真空破壊からと考えると，通常，復水

器真空破壊のタイミングは通常のプラント停止操作における全

制御棒挿入完了から 12 時間以上後である。 

仮に，原子炉停止から 12 時間後の崩壊熱によって原子炉注水

までの時間余裕を評価すると，有効燃料棒頂部到達まで約 3.7 時

間となる。原子炉停止から 1 日（24 時間）後の原子炉注水まで

の時間余裕が約 5.4 時間であることから，時間余裕の観点では約

2 時間短くなるが，本重要事故シーケンスにおける「崩壊熱除去

機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の事象発生から原子炉注

添付資料 5.1.4 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失における 

崩壊熱の設定の考え方 

1. 本評価における崩壊熱の設定

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価のうち，「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」

の重要事故シーケンスに対する有効性評価では，原子炉スクラ

ムによる原子炉停止から1日（24時間）後※の崩壊熱を用いて原

子炉水温の上昇及び蒸発による原子炉水位の低下を評価して

いる。 

  一般に，施設定期検査期間が数十日であることを考慮する

と，原子炉停止から1日（24時間）後の崩壊熱を用いることは

保守的な設定であると考えられるが，仮に原子炉停止からの時

間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より厳しい評価条件

となる。 

※ 原子炉停止から1日（24時間）後とは，全制御棒全挿入

からの時間を示している。通常停止操作において原子炉

の出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から

徐々に低下させるが，崩壊熱評価は原子炉スクラムのよ

うな瞬時に出力を低下させる保守的な計算条件となっ

ている。

2. より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響

仮に，原子炉水温が100℃かつ原子炉停止から12時間後の崩

壊熱を評価条件とした場合，燃料有効長頂部まで原子炉水位が

低下するまでの時間余裕は約4.2時間となり，ＰＯＳ－Ａに比

べて時間余裕が約2時間短くなるが，「崩壊熱除去機能喪失」に

おける原子炉注水開始は事象発生から2時間後，「全交流動力電

源喪失」における原子炉注水開始準備が完了するのは事象発生

添付資料 5.1.3 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失評価における 

崩壊熱設定の考え方 

１．本評価における崩壊熱の設定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の重要事故

シーケンスの有効性評価では，原子炉スクラムによる原子炉停止

から１日後※の崩壊熱を用いて原子炉水温の上昇及び蒸発による

原子炉水位の低下を評価している。 

一般に定期事業者検査期間が数十日であることを考慮すると，

原子炉停止から１日（24時間）後の崩壊熱を用いることは定期事

業者検査期間から見ると保守的な設定であると考えるが，仮に原

子炉停止からの時間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より

厳しい評価条件となる。 

※ 原子炉停止から１日（24時間）後とは全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子炉の出力は全

制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させる

が，崩壊熱評価はスクラムのような瞬時に出力を低下させる

保守的な計算条件となっている。

具体的には制御棒の挿入開始及び発電機解列の実績は，全制御

棒全挿入完了を基準とするとそれぞれ８時間程度前，５時間程

度前となっており，実際の崩壊熱は評価値より小さくなる。 

２．より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響 

プラント停止時を復水器真空破壊からと考えると，通常，復水

器真空破壊のタイミングは通常のプラント停止操作における全

制御棒挿入完了から 12時間以上後である。 

仮に，原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の崩壊

熱によって原子炉注水までの時間余裕を評価すると，燃料棒有効

長頂部到達まで約 4.2時間となる。原子炉停止から１日（24時間）

後の原子炉注水までの時間余裕が約 6.1時間であることから，時

間余裕の観点では約２時間短くなるが，本重要事故シーケンスに

おける「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の事

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 
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水開始までの対応は約 2 時間であることから十分対応可能な範

囲である。 

また，必要な遮蔽の確保の観点においても，現場作業員の退避

までの時間余裕が原子炉停止から 1 日（24 時間）後の場合では

約 3.4 時間に対して，12 時間後の場合では約 2.0時間と短くな

るものの，十分退避可能な範囲である 

（添付資料 5.1.6）。 

この様に，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業員

の退避の時間余裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原子

炉停止とし，13 ヶ月運転に対して燃焼度を 10%増加させた場合の

崩壊熱を用いていること及び原子炉注水までの時間余裕の評価

では崩壊熱の減衰を考慮していないこと等，様々な保守性を含め

た評価としていることから，本重要事故シーケンスにおいて，原

子炉注水が間に合わず燃料損傷に至る状況，現場作業員が過度な

被ばくを受ける状況は想定し難いものと考える。 

以 上 

から25分後であるため，燃料有効長頂部の冠水は維持される。 

また，遮蔽維持水位到達までの時間余裕は，約2.8時間とな

り，ＰＯＳ－Ａに比べて時間余裕が約1.7時間短くなるものの，

放射線の遮蔽に必要な水位は維持される。 

（添付資料5.1.7） 

 このように，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業

員の退避の時間余裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原

子炉停止とし更に燃焼度を保守的に見積もっていること，及び原

子炉注水までの時間余裕の評価では崩壊熱の減衰を考慮してい

ないこと等，様々な保守性を含めた評価としていることから，本

重要事故シーケンスにおいて，原子炉注水が間に合わず燃料損傷

に至る状況，現場作業員が過度な被ばくを受ける状況は想定し難

いものと考える。 

象発生から原子炉注水開始までの対応は２時間であることから

十分対応可能な範囲である。 

また，必要な遮蔽の確保の観点においても，現場作業員の退避

までの時間余裕が原子炉停止から１日（24時間）後の場合では約

4.3時間に対して，12時間後の場合では約 2.7時間と短くなるも

のの，十分退避可能な範囲である。 

（添付資料 5.1.6）。 

この様に，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業員

の退避の時間余裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原子

炉停止とし，13ヶ月運転に対して燃焼度を 10％増加させた場合

の崩壊熱を用いていること及び原子炉注水までの時間余裕の評

価では崩壊熱の減衰を考慮していないこと等，様々な保守性を含

めた評価としていることから，本重要事故シーケンスにおいて，

原子炉注水が間に合わず燃料損傷に至る状況，現場作業員が過度

な被ばくを受ける状況は想定し難いものと考える。 

以 上 

・評価結果の相違

【東海第二】 

「全交流動力電源喪

失」において，島根２

号炉は，原子炉水位が

低下した後に原子炉注

水を開始するが，東海

第二は原子炉水位が低

下する前に低圧代替注

水系（常設）の準備操

作が完了するため，蒸

発量に応じた注水を実

施することによって，

原子炉水位を通常運転

水位付近に維持。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違

【東海第二】 

条件設定は同じだ

が，島根２号炉は平衡

炉心燃料のサイクル末

期の炉心平均燃焼度に

10％の保守性を考慮し

て設定。 

東海第二は許認可炉

心が13ヶ月運転である

こと及び実機における

調整運転時期約 1 ヶ月

を踏まえて設定。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.4〕 
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添付資料 5.1.4 

安定状態について 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定状態については以下

のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，原子炉安定

停止状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，待機していた残留熱除去系

（低圧注水モード）による注水継続により原子炉水位は回復し，

炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系を原子炉停止時冷却モードに切り替え，

原子炉除熱を開始することで冷温停止状態に移行し，原子炉安

定停止状態が確立される。 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持で

きる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

添付資料 5.1.6 

安定停止状態について（運転停止中 崩壊熱除去機能喪失） 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定停止状態については

以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及

び重大事故等対処設備を用いた炉心冷

却により，炉心冠水が維持でき，また，

冷却のための設備がその後も機能維持

できると判断され，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想

定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものと

する。 

【安定停止状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による注水により原

子炉水位は回復し，炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系（低圧注水系）を残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）に切り替え，原子炉除熱を開始すること

で冷温停止状態に移行し，原子炉安定停止状態が確立される。 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定停止状態の維持について】 

 上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持でき

る。 

 また，残留熱除去系の機能を維持し，原子炉除熱を行うこ

とにより，安定停止状態後の状態維持が可能である。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1） 

添付資料 5.1.4 

安定状態について（運転停止中（崩壊熱除去機能喪失）） 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定状態については以下

のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，原子炉安定

停止状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，待機していた残留熱除去系

（低圧注水モード）による注水継続により原子炉水位は回復し，

炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系（低圧注水モード）を残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）に切り替え，原子炉除熱を開始するこ

とで冷温停止状態に移行し，原子炉安定停止状態が確立される。 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持で

きる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1別紙１参照） 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.5〕 
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添付資料 5.1.5 

原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び 

全交流動力電源喪失時の格納容器の影響について 

運転停止中の有効性評価は，審査ガイドの評価項目※に基づき

原子炉への注水を行うことで燃料の冠水が維持されていること

をもって，燃料の冷却が維持され燃料損傷が防止できていること

を確認している。 

※＜審査ガイドの評価項目＞ 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。

(c)未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における

臨界，又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな

出力上昇を伴う臨界は除く。）

この際，格納容器内圧力及び温度の挙動は評価対象とはしてい

ないが，代替原子炉補機冷却系又は格納容器ベントによる原子炉

格納容器除熱により対応することとなる。 

１．プラント停止中における崩壊熱除去機能喪失時の格納容器の

影響 

プラント停止中の有効性評価において，崩壊熱除去機能を喪失

している期間は「崩壊熱除去機能喪失」の事象発生約 2 時間後ま

で，「全交流動力電源喪失」の事象発生から代替原子炉補機冷却

系等による崩壊熱除去機能復旧の事象発生約 20 時間後までであ

る。 

ここでは，代表として「全交流動力電源喪失」を前提に考察す

る。 

崩壊熱除去機能が喪失すると原子炉水温は上昇し，冷却機能喪

失後 1 時間程度で沸騰を開始した後，水位が低下する。原子炉注

水により燃料の冷却は維持されるが，原子炉内の圧力が徐々に上

昇するため,原子炉の減圧が必要となる。減圧により原子炉内の

熱量がサプレッション・チェンバへと移行し，格納容器内の温度

上昇や圧力上昇に至る。格納容器内の圧力上昇が炉心損傷前ベン

トの基準となる 0.31MPa[gage]に到達する時間は約 32 時間であ

り，代替原子炉補機冷却系による崩壊熱除去機能復旧の時間余裕

資料なし 添付資料 5.1.5 

原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び 

全交流動力電源喪失時の原子炉格納容器の影響について 

運転停止中の有効性評価は，審査ガイドの評価項目※に基づき

原子炉への注水を行うことで燃料の冠水が維持されていること

をもって，燃料の冷却が維持され燃料損傷が防止できていること

を確認している。 

※＜審査ガイドの評価項目＞ 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。

(c)未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における

臨界，又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅か

な出力上昇を伴う臨界は除く。）

この際，格納容器内圧力及び温度の挙動は評価対象とはしてい

ないが，原子炉補機代替冷却系又は格納容器ベントによる原子炉

格納容器除熱により対応することとなる。 

１．プラント停止中における崩壊熱除去機能喪失時の原子炉格納

容器の影響 

プラント停止中の有効性評価において，崩壊熱除去機能を喪失

している期間は「崩壊熱除去機能喪失」の事象発生約２時間後ま

で，「全交流動力電源喪失」の事象発生から原子炉補機代替冷却

系等による崩壊熱除去機能復旧の事象発生約 10時間後までであ

る。 

ここでは，代表として「全交流動力電源喪失」を前提に考察す

る。 

崩壊熱除去機能が喪失すると原子炉水温は上昇し，冷却機能喪

失後 0.9時間程度で沸騰を開始した後，水位が低下する。原子炉

注水により燃料の冷却は維持されるが，原子炉内の圧力が徐々に

上昇するため,原子炉の減圧が必要となる。減圧により原子炉内

の熱量がサプレッション・チェンバへと移行し，格納容器内の温

度上昇や圧力上昇に至る。格納容器内の圧力上昇が 384kPa[gage]

に到達する時間は約 47時間であり，原子炉補機代替冷却系によ

る崩壊熱除去機能復旧の時間余裕は十分確保される。 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉（Mark-Ⅰ
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は十分確保される。 

また，仮に代替原子炉補機冷却系等による崩壊熱除去機能の復

旧ができない場合は格納容器ベントによる除熱を実施すること

となるが，追加放出においては，既に原子炉停止後の減圧操作に

より原子炉内へ放出されて気体廃棄物処理系で処理されるため，

格納容器内の放射性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に

小さく，考慮不要である。 

なお，原子炉圧力容器が閉鎖状態かつ格納容器開放状態で，全

交流動力電源喪失が発生する頻度は大きなものではないが，これ

らについても考察する。 

パーソナルエアロック等の開放により格納容器が開放されて

いる場合，パーソナルエアロック等を速やかに閉止することで，

上記と同様の対応となる。 

原子炉格納容器の上部蓋を取り外している場合は，状況により

速やかに格納容器を閉鎖することが困難となり原子炉内から蒸

気とともに熱量が格納容器を経由して原子炉建屋内に放出され

ることも考えられる。ただし，原子炉建屋壁面への吸熱及びブロ

ーアウトパネル開放等による環境への放熱により，原子炉建屋内

の環境条件は必要な設備が機能喪失するほど悪化することはな

く，代替原子炉補機冷却系等を用いた原子炉又は格納容器冷却の

開始により徐々に改善される。また，現場作業員の退避時及び公

衆への放射線影響について，原子炉冷却材中に含まれるよう素は

微少であり，かつ，時間減衰による低減効果もあるため，有意な

ものとはならない。 

原子炉圧力容器を開放している場合は，原子炉内から放出され

た熱量は蒸気に伴い原子炉建屋内に放出され，原子炉建屋壁面へ

の吸熱，または環境へ放熱されるが，この場合は崩壊熱量がさら

に低下していること，原子炉ウェルが水張りされているなど原子

炉冷却材の量が増加していることから事象進展はより緩慢とな

る。 

＜参考＞ 

運転停止中における全交流動力電源喪失が発生した際の原子

炉格納容器の圧力を MAAP コードにより求めた。解析条件は表 1,

解析結果は表 2 及び表 3 となる。格納容器スプレイに期待する

ケース及び期待しないケースの 2 ケースの評価を実施し，その結

果，期待しない場合であってもベントまでの時間は事象開始から

約 32 時間となった。 

また，仮に原子炉補機代替冷却系による崩壊熱除去機能の復旧

ができない場合は格納容器ベントによる除熱を実施することと

なるが，追加放出においては，既に原子炉停止後の減圧操作によ

り原子炉内へ放出されて気体廃棄物処理系で処理されるため，格

納容器内の放射性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に小

さく，考慮不要である。 

なお，原子炉圧力容器が閉鎖状態かつ原子炉格納容器開放状態

で，全交流動力電源喪失が発生する頻度は大きなものではない

が，これらについても考察する。 

所員用エアロック等の開放により原子炉格納容器が開放され

ている場合，所員用エアロック等を速やかに閉止することで，上

記と同様の対応となる。 

原子炉格納容器の上部蓋を取り外している場合は，状況により

速やかに原子炉格納容器を閉鎖することが困難となり原子炉内

から蒸気とともに熱量が原子炉格納容器を経由して原子炉建物

内に放出されることも考えられる。ただし，原子炉建物壁面への

吸熱及びブローアウトパネル開放等による環境への放熱により，

原子炉建物内の環境条件は必要な設備が機能喪失するほど悪化

することはなく，原子炉補機代替冷却系等を用いた原子炉又は格

納容器冷却の開始により徐々に改善される。また，現場作業員の

退避時及び公衆への放射線影響について，原子炉冷却材中に含ま

れるよう素は微少であり，かつ，時間減衰による低減効果もある

ため，有意なものとはならない。 

原子炉圧力容器を開放している場合は，原子炉内から放出され

た熱量は蒸気に伴い原子炉建物内に放出され，原子炉建物壁面へ

の吸熱，または環境へ放熱されるが，この場合は崩壊熱量がさら

に低下していること，原子炉ウェルが水張りされているなど原子

炉冷却材の量が増加していることから事象進展はより緩慢とな

る。 

 ＜参考＞ 

運転停止中における全交流動力電源喪失が発生した際の原子

炉格納容器の圧力をＭＡＡＰコードにより求めた。解析条件は表

１，解析結果は表２及び表３となる。格納容器代替スプレイに期

待するケース及び期待しないケースの２ケースの評価を実施し，

その結果，格納容器代替スプレイに期待しない場合であってもベ

ントまでの時間は事象開始から約47時間となった。

改）と柏崎 6/7（ABWR）

の最高使用圧力の相

違。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 
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表 1 解析条件（停止時ベントタイミングの確認） 表１ 解析条件（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 項目 解析条件 

事
故
発
生
時
の
プ
ラ
ン
ト
状
態

崩壊熱 原子炉停止１日後 

原子炉圧力容器の想定 未開放 

原子炉初期水温 

約51℃（残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）の設計温度52℃とほ

ぼ同値）※ 

原子炉の初期圧力 大気圧相当 

原子炉格納容器の想定 未開放 

原子炉格納容器内の初期

温度 

サプレッション・プール水温：約35℃

気相部：約64℃（通常運転時の温度

57℃を包絡する値）※

原子炉格納容器の初期圧

力 
大気圧相当 

低圧原子炉代替注水槽の

水温 
35℃ 

事
象
進
展

事象開始 

・全交流動力電源喪失発生

・水位低下に伴う非常用炉心冷却系

の起動は期待しない

事象発生２時間後 

・常設代替交流電源設備による電源

供給開始

・自動減圧機能付き逃がし安全弁に

よる減圧 

・低圧原子炉代替注水系（常設）に

よる注水開始

低圧原子炉代替注水系

（常設）による原子炉注

水 

200m3/h 

格納容器代替スプレイ 

実施に期待しない，又は格納容器代

替スプレイ系(可搬型)によるＤ／Ｗ

スプレイ実施（120m3/h）

ベントタイミング 

格納容器圧力384kPa[gage]到達，又

はサプレッション・プール水位通常

水位＋約1.3ｍ到達 

※：有効性評価で想定する原子炉停止１日後の状態をＭＡＡＰに

て評価するため，詳細な設定が困難なパラメータは有効性評

価で想定する設定値等と同等な値となるようにした。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 
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表 2 解析結果（停止時ベントタイミングの確認） 

表 3 解析結果（格納容器圧力及び温度※） 

※格納容器圧力及び温度はドライウェルより値が大きいサプレッ

ション・チェンバの結果を記載

以

 以上 

表２ 解析結果（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 ベントタイミング 備考 

格納容器代替スプレイ

に期待するケース 

事象発生後 

約60時間 

サプレッション・プー

ル水位通常水位＋約

1.3ｍ到達 

格納容器代替スプレイ

に期待しないケース 

事象発生後 

約47時間 

格納容器圧力 

384kPa[gage]到達 

表３ 解析結果（格納容器圧力及び温度※） 

分類 

事象発生10時間後 ベントタイミング時 

格納容器圧力

（MPa[gage]） 

格納容器温度

（℃） 

格納容器圧力

（MPa[gage]） 

格納容器温度

（℃） 

格納容器

代替スプ

レイに期

待するケ

ース 

Ｓ／Ｃ：0.03 Ｄ／Ｗ：74 

Ｓ／Ｃ：0.35 

（事象発生 

約60時間後） 

Ｓ／Ｃ：148 

（事象発生 

約60時間後） 

格納容器

代替スプ

レイに期

待しない

ケース

Ｓ／Ｃ：0.03 Ｄ／Ｗ：74 

Ｓ／Ｃ：0.38 

（事象発生 

約47時間後） 

Ｓ／Ｃ：150 

（事象発生 

約47時間後） 

※：格納容器圧力及び温度はドライウェルとサプレッション・チ

ェンバのうち，より値が大きい側の結果を記載 

以 上 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

3254



まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.6〕 
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添付資料 5.1.6 

原子炉停止中 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時に

おける放射線の遮蔽維持について 

運転停止中の「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪

失」における放射線の遮蔽維持について評価を行い，事故時の作

業員の退避も考慮すると，退避までの間，放射線の遮蔽維持に必

要な水位（目安と考える 10mSv/h※）が維持されることを確認した

ため，その結果を以下に示す。 

なお，事故対応に関わる操作は，原子炉建屋オペレーティング

フロアの様に現場の線量率が大きく上昇する場所では実施しな

いため，作業員の現場退避を評価の代表とした。 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の

流れ，原子炉圧力容器等構造物及び原子炉水位が重要となるた

め，それらを考慮した評価とした。 

※ 必要な遮蔽の目安とする線量率は，「崩壊熱除去機能喪失」及

び「全交流動力電源喪失」における原子炉建屋オペレーティング

フロアでの作業時間及び作業員の退避は 1時間以内であり，作業

員の被ばく量は最大でも 10mSvとなるため，緊急作業時における

被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある 10mSv/hとした。 

添付資料 5.1.7 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時に 

おける放射線の遮蔽維持について 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失に

おける放射線の遮蔽維持について評価を行い，放射線の遮蔽維持

（目安と考える 10mSv／h※）に必要な水位が維持されることを確

認した。その結果を以下に示す。 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の

流れ，原子炉圧力容器等構造物，原子炉水位が重要となるため，

それらを考慮した評価とした。 

※ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。崩壊

熱除去機能喪失における原子炉建屋原子炉棟 6階での作業

時間及び作業員の退避は 2.2時間以内であり，作業員の被

ばく量は最大でも 22mSvとなるため，緊急作業時における

被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。

 本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋

原子炉棟 6階での操作を必ず必要な作業としていないが，

可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系

（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プールス

プレイの準備操作について仮に考慮し，可搬型スプレイノ

添付資料 5.1.6 

運転停止中 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時にお

ける放射線の遮蔽維持について 

運転停止中の「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪

失」における放射線の遮蔽維持について評価を行い，放射線の遮

蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h※）が維持されること

を確認したため，その結果を以下に示す。 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の

流れ，原子炉圧力容器等構造物及び原子炉水位が重要となるた

め，それらを考慮した評価とした。 

※ 必要な遮蔽の目安とする線量率は，「崩壊熱除去機能喪失」及

び「全交流動力電源喪失」における原子炉建物原子炉棟４階

での作業時間及び作業員の退避は２時間以内であり，作業員

の被ばく量は最大でも 20mSvとなるため，緊急作業時の被ば

く限度の 100mSvに対して余裕がある 10mSv/hとした。

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建物原子

炉棟４階での操作を必要な作業としていないが，燃料プール

スプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）を使用した燃料プ

ールへの注水について仮に考慮し，可搬型スプレイノズル及

びホースの設置にかかる作業時間を想定した。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の運転員

及び重大事故等対応要

員による作業時間並び

に現場作業員の退避時

間を考慮した評価結

果。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，現場

作業員の退避時間の

他，可搬型スプレイノ
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1. 原子炉圧力容器開放作業の流れ

①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取り外

し，原子炉格納容器蓋取り外し（図 1 中の 1,2,3 及び 4） 

原子炉を停止後，残留熱除去系の原子炉停止時冷却モードで除

熱可能な圧力に減圧されるまでは，原子炉は主蒸気系を介して，

復水器によって除熱される。残留熱除去系の原子炉停止時冷却モ

ードによる除熱を開始した後，復水器真空破壊を経て，復水器に

よる除熱を停止する。 

これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して,コン

クリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し作業を実施す

る。 

②原子炉圧力容器蓋取り外し（図 1 中の 5）

原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に上昇

させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉圧力容器蓋を開放する

（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ下 0.3m 程度）。 

③蒸気乾燥器取り外し（図 1 中の 6）

水位を徐々に上昇させながら，蒸気乾燥器を蒸気乾燥器・気水

分離器（D/S）ピットへと移動する（蒸気乾燥器は気中移動）。 

④気水分離器取り外し（図 1 中の 7）

気水分離器を蒸気乾燥器・気水分離器（D/S）ピットへと移動

する（気水分離器は水中移動）。 

なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業に

おいては開放作業の逆の流れで実施される。この状況においては

原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停止後の冷却時間が長

ズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定した。 

  必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定期検

査作業時での原子炉建屋原子炉棟 6階における線量率を考

慮した値である。 

  この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約 1.7m 上（通

常水位から約 3.5m下）の位置である。 

1. 原子炉圧力容器開放作業の流れ

①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取外

し，格納容器蓋取外し（第 1図中の 1，2・3，4）

原子炉を停止後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）で

除熱可能な圧力に減圧されるまでは，原子炉は主蒸気系を介

して復水器によって除熱される。残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）による除熱開始後，復水器による除熱を停止する。 

これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して，

コンクリートハッチ及び格納容器蓋取外し作業を実施する。

②原子炉圧力容器蓋取外し（第 1図中の 5）

原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に

上昇させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉圧力容器蓋取外

しを行う（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ約 0.5m

下）。 

③蒸気乾燥器取外し（第 1図中の 6）

水位を上昇させながら，蒸気乾燥器をドライヤー気水分離

器貯蔵プールへと移動する（蒸気乾燥器は気中移動）。 

④気水分離器取外し（第 1図中の 7）

気水分離器をドライヤー気水分離器貯蔵プールへと移動

する（気水分離器は水中移動）。 

なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業

は原子炉圧力容器開放作業と逆の流れで作業を実施する。この

状況においては，原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期事業者検

査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率を考慮

した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約 1.8m上（通

常水位から約 3.3m下）の位置である。 

１. 原子炉圧力容器開放作業の流れ

①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取り

外し，原子炉格納容器蓋取り外し（図１中の１，２，３）

原子炉を停止後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

で除熱可能な圧力に減圧されるまでは，原子炉は主蒸気系を

介して，復水器によって除熱される。残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）による除熱を開始した後，復水器真空破

壊を経て，復水器による除熱を停止する。 

これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して，

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し作業

を実施する。 

②原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の４）

原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に

上昇させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉圧力容器蓋を開

放する（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ下 0.5m程

度）。 

③蒸気乾燥器取り外し（図１中の５）

水位を徐々に上昇させながら，蒸気乾燥器を蒸気乾燥器・

気水分離器ピット（以下「ＤＳＰ」という。）へと移動する

（蒸気乾燥器は気中移動）。 

④気水分離器取り外し（図１中の６）

気水分離器をＤＳＰへと移動する（気水分離器は水中移

動）。 

なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業に

おいては開放作業の逆の流れで実施される。この状況においては

原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停止後の冷却時間が長

ズル及びホースの設置

にかかる作業時間を想

定している。 

・評価結果の相違

【東海第二】 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 
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く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくなる。そのため，放射線の

遮蔽維持における影響は原子炉圧力容器開放作業時に包絡され

る。 

（添付資料 5.1.2） 

図 1 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

※ http://www.tepco.co.jp/nu/f2-np/handouts/j140528a-j.pdf

公開されている沸騰水型原子炉の開放作業の流れとして「福島第二原子力発電所１号

炉 原子炉開放作業の完了について」より参照 

止後の冷却時間が長く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくな

る。そのため，放射線の遮蔽維持における影響は原子炉圧力容

器開放作業時に包絡される。 

（添付資料 5.1.2） 

＜参考＞原子炉開放の流れ※

第 1図 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

※ http://www.tepco.co.jp/nu/f2-np/handouts/j140528a-j.pdf

東海第二発電所では蒸気乾燥器取外しが気中移動 

く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくなる。そのため，放射線の

遮蔽維持における影響は原子炉圧力容器開放作業時に包絡され

る。 

（添付資料 5.1.2） 

図１ 原子炉圧力容器開放作業の流れ 
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2.原子炉圧力容器等構造物

図 2 原子炉圧力容器等構造物の概要 

3.各状態における遮蔽維持について

原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線遮

蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業の開始前（図１中の 1）

原子炉運転中，原子炉停止直後等はコンクリートハッチ，原子

炉格納容器蓋及び原子炉圧力容器蓋が閉鎖されており，また蒸気

乾燥器，気水分離器等も炉内に存在するため， 炉心燃料等の線

源からの放射線の多くはこれらに遮られ，原子炉建屋オペレーテ

ィングフロアでの線量率は十分小さくなる。そのため,原子炉圧

力容器開放作業の開始前において，原子炉水位低下に伴う放射線

の遮蔽の評価は不要である。 

※ 一例として Co60 を線源とした時の 10cm の鉄の実効線量透

過率は約 8.2×10-2，155cm のコンクリートの実効線量透過率

は約4.1×10-7 と非常に小さくなる。

（参考：放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2012 公

益財団法人 原子力安全技術センタ－） 

2. 格納容器等構造物

原子炉圧力容器等構造物の概要について第 2図に示す。

第 2図 原子炉圧力容器等構造物の概要 

3. 各状態における遮蔽維持について

原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線

遮蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業開始前（第 1図中の 1）

原子炉運転中や原子炉停止直後等は図に示すように原子炉

圧力容器蓋が未開放状態であり，蒸気乾燥器，気水分離器等も

炉内に存在する。炉心燃料等の線源からの放射線の多くはこれ

らに遮られ，原子炉建屋原子炉棟 6階での線量率は十分小さく

なる。また，この状態はコンクリートハッチ，格納容器蓋が未

開放状態であり，後述する①-2の状態に包含される※。 

以上より，この状態における放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

※ 一例としてＣｏ－60 を線源とした時の 10cm の鉄の実

効線量透過率は約 8.2E-02，155cm のコンクリートの

実効線量透過率は約 4.1E-07 である。

（参考 放射線施設のしゃへい計算実務マニュアル 2000 公益

財団法人 原子力安全技術センター） 

２.原子炉圧力容器等構造物

図２ 原子炉圧力容器等構造物の概要 

３.各状態における遮蔽維持について

原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線遮

蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業の開始前（図１中の１）

原子炉運転中，原子炉停止直後等はコンクリートハッチ，

原子炉格納容器蓋及び原子炉圧力容器蓋が閉鎖されており，

また，蒸気乾燥器，気水分離器等も炉内に存在するため，炉

心燃料等の線源からの放射線の多くはこれらに遮られ，原子

炉建物原子炉棟４階での線量率は十分小さくなる。そのため，

原子炉圧力容器開放作業の開始前において，原子炉水位低下

に伴う放射線の遮蔽の評価は不要である。 

※ 一例として Ｃｏ－60 を線源とした時の 10cm の鉄の実効

線量透過率は約 8.2×10-2，155cm のコンクリートの実効

線量透過率は約 4.1×10-7 と非常に小さくなる。

（参考：放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2012 公

益財団法人 原子力安全技術センター） 
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①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し

（図１中の 2,3 及び 4） 

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し後は，こ

れらの遮蔽効果には期待できなくなるが, 原子炉圧力容器蓋, 

蒸気乾燥器及び気水分離器の遮蔽効果に期待できる。さらに原子

炉圧力容器蓋の取り外し作業に向けて原子炉の水位の上昇操作

を実施するため，定検毎に高さは異なるが原子炉の水位は徐々に

上昇することになる。 

この状態で原子炉建屋オペレーティングフロアにて原子炉圧

力容器開放に向けた作業を実施していることも考えるため,コン

クリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の遮蔽に期待しない場合

の現場線量率の評価が必要である。 

② 原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の 5）

原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ下 0.3m 程度まで原子炉の

水位を上昇させた後，開放作業を実施する。この際，原子炉の水

位上昇により炉心燃料及び上部格子板からの放射線の影響は非

常に小さくなる。また,原子炉の保有水量が多くなるため，100℃

に至るまでの時間はさらに長くなる（約 1.4時間）。 

仮に原子炉圧力容器蓋を取り外し中に全交流動力電源喪失事

象等が発生した際を考えても，原子炉圧力容器蓋を完全に移動さ

せていなければ，その遮蔽に期待できる。 

また、原子炉圧力容器蓋を取り外した後の状態にて後述する全

交流動力電源喪失事象の水位低下（フランジ付近から約 1.5m 低

下）を仮定した場合も，原子炉水位がフランジよりさらに高い水

位である可能性があること，炉心燃料及び上部格子板からの放射

線影響は後述する原子炉冷却材の流出の原子炉水位と線量率の

関係（5.3 原子炉冷却材の流出 第 5.3.6 図）に包絡できること

から，必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h を超えることはない。 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響においても

線源強度が大きくないこと，約 1.5mの水位低下により露出する

蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備であることから，

①-2 コンクリートハッチ取外し及び格納容器蓋取外し（第 1図

中の 2・3，4） 

コンクリートハッチ，格納容器蓋の開放後は，これらの遮蔽

効果には期待できなくなり，期待できる遮蔽効果は，原子炉圧

力容器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器となる。 

この状態における通常運転水位時が①-1及び後述する②，③

を包含する最も厳しい状態であるため，この状態を線量率の評

価対象とする。 

②原子炉圧力容器蓋取外し（第 1図中の 5）

原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ約 0.5m 下まで原子炉水

位を上昇させた後，原子炉圧力容器蓋開放作業を実施する。こ

の際，原子炉水位の上昇により炉心燃料や上部格子板からの放

射線の影響は非常に小さくなる。また，保有水量が多くなるた

め，沸騰開始までの時間余裕は①-2に比べて長くなる（約 1.4

時間程度）。このため，この状態における放射線の遮蔽の評価

は，上記の①-2の評価に包絡される。 

なお，原子炉圧力容器蓋取外し中に全交流動力電源喪失等の

事故が発生した場合でも，原子炉圧力容器蓋を完全に移動させ

ていなければ，原子炉圧力容器蓋による放射線の遮蔽に期待で

きる。 

また，原子炉圧力容器開放時において全交流動力電源喪失の

発生を仮定した場合も，原子炉水位をフランジより更に上昇さ

せている可能性があることから，炉心燃料及び上部格子板から

の放射線影響は後述する原子炉容器蓋開放時における原子炉

水位と線量率の関係（添付資料 5.3.1）に包絡できる。 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響について

は，線源強度が大きくないこと，原子炉水位の低下により露出

する蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備であるこ

①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し

（図１中の２，３） 

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し後は，

これらの遮蔽効果には期待できなくなるが，原子炉圧力容器

蓋，蒸気乾燥器及び気水分離器の遮蔽効果に期待できる。さら

に原子炉圧力容器蓋の取り外し作業に向けて原子炉の水位の

上昇操作を実施するため，定期事業者検査毎に高さは異なるが

原子炉の水位は徐々に上昇することになる。 

この状態で原子炉建物原子炉棟４階にて原子炉圧力容器開

放に向けた作業を実施していることも考えるため，コンクリー

トハッチ及び原子炉格納容器蓋の遮蔽に期待しない場合の現

場線量率の評価が必要である。 

② 原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の４）

原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ下 0.5m程度まで原子炉

の水位を上昇させた後，開放作業を実施する。この際，原子

炉の水位上昇により炉心燃料及び上部格子板からの放射線の

影響は非常に小さくなる。また，原子炉の保有水量が多くな

るため，100℃に至るまでの時間はさらに長くなる（約 1.2時

間程度）。 

仮に原子炉圧力容器蓋を取り外し中に全交流動力電源喪失

事象等が発生した際を考えても，原子炉圧力容器蓋を完全に

移動させていなければ，その遮蔽に期待できる。 

また，原子炉圧力容器蓋を取り外した後の状態にて後述す

る全交流動力電源喪失事象の水位低下（フランジ付近から約

1.1m 低下）を仮定した場合も，原子炉水位がフランジよりさ

らに高い水位である可能性があること，炉心燃料及び上部格

子板からの放射線影響は後述する原子炉冷却材の流出の原子

炉水位と線量率の関係（5.3 原子炉冷却材の流出 第 5.3.2-2

図）に包絡できることから，必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h

を超えることはない。 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響におい

ても線源強度が大きくないこと，約 1.1mの水位低下により露

出する蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備である

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 「全交流動力電源喪

失」において，島根２

号炉は，原子炉水位が

低下した後に原子炉注

水を開始する。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 
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これらを考慮しても必要な遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要で

ある（上記の①-2 での評価に包絡）。 

③ 蒸気乾燥器取り外し（図１中の 6）及び④水分離器取り外し（図

１中の 7） 

蒸気乾燥器の取り出しに併せ,水位を上昇させていく状態であ

り，崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失事象が発生した

場合においても,沸騰開始及び水位低下まで十分に時間余裕があ

るため，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

4.放射線の遮蔽維持に必要な水位

放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h）は, 3．

の検討を踏まえ，「①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格

納容器蓋取り外し（図１中の 2，3・4）」の状態を想定して評価を

行った。 

線量率の算出は，「添付資料 4.1.2｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の

使用済燃料からの線量率｣の算出について」と同様に QAD-CGGP2R 

コードを用いて計算し, 評価条件は以下に示すものを用いた。

なお，評価点は燃料交換機床※とした。 

※原子炉停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失

時の事故対応で原子炉建屋オペレーティングフロア等の現場

作業は不要であるため，作業員の退避を想定して評価点を設定

した。コンクリートハッチ取り外し及び原子炉格納容器蓋取り

外し作業時において作業員は天井クレーン操作室等にいるこ

とが考えられるため，より線源に近い燃料交換機床（原子炉建

屋オペレーティングフロアの床付近）を代表としている。なお，

停止作業中においては作業員が原子炉格納容器内（D/W含む）

に入って作業することも考えられるが，これらの作業は停止直

後に実施しないこと，炉心燃料からの放射線は遮蔽物（原子炉

圧力容器，シュラウド，生体遮蔽（原子炉遮蔽壁）等）により

減衰されること，原子炉建屋オペレーティングフロアと同様に

とから，これらの設備からの放射線影響はほとんどない。 

以上より，この状態における放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

③蒸気乾燥器取外し（第 1図中の 6）及び④気水分離器取外し（第

1図中の 7）

蒸気乾燥器の取出しに合わせ，原子炉水位を上昇させていく

状態であり，②の状態から更に保有水量が多くなるため，沸騰

開始までの時間余裕は②に比べて更に長くなる。このため，こ

の状態における放射線の遮蔽の評価は，上記の①-2の評価に包

絡される。 

以上より，この状態における放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

4. 放射線の遮蔽維持に必要な水位

放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv／h）は，

3.での検討を踏まえ，「①-2 コンクリートハッチ取外し及び

格納容器蓋取外し（第 1図中の 2・3，4）」の状態を想定して評

価を行った。 

線量率の算出は，「添付資料 4.1.3「水遮蔽厚に対する貯蔵中

の使用済燃料からの線量率」の算出について」と同様にＱＡＤ

－ＣＧＧＰ２Ｒコード（Ver1.04）を用いて計算し，評価に用

いた条件は以下に示すものを用いた。 

評価点は燃料取替機床上※とした。 

※ 運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時及び全交流動力電

源喪失時の事故対応で原子炉建屋原子炉棟 6階での操作

を必ず必要な作業としていないため，線源に近い燃料取

替機床上を代表としている。 

ことから，これらを考慮しても必要な遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不

要である。（上記の①-2での評価に包絡）。 

③ 蒸気乾燥器取り外し（図１中の５）及び④気水分離器取り外

し（図１中の６） 

  蒸気乾燥器の取り外しに併せ，水位を上昇させていく状態

であり，崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失事象が

発生した場合においても，沸騰開始及び水位低下までに十分

に時間余裕があるため，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽

の評価は不要である。 

４.放射線の遮蔽維持に必要な水位

  放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h）は，

３．の検討を踏まえ，「①-2 コンクリートハッチ取り外し，

原子炉格納容器蓋取り外し(図１中の２，３）」の状態を想定

して評価を行った。 

  線量率の算出は，「添付資料 4.1.2「水遮蔽厚に対する貯蔵

中の燃料等からの線量率」の評価について」と同様にＱＡＤ-

ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて計算し，評価条件は以下に示す

ものを用いた。 

  なお，評価点は燃料取替機台車床※とした。 

※ 原子炉停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源

喪失時の作業員の退避を想定して評価点を設定した。コ

ンクリートハッチ取り外し及び原子炉格納容器蓋取り外

し作業時において作業員は天井クレーン操作室等にいる

ことが考えられるため，より線源に近い燃料取替機台車

床を代表としている。なお，停止作業中においては作業

員が原子炉格納容器内（Ｄ／Ｗ含む）に入って作業する

ことも考えられるが，炉心燃料からの放射線は遮蔽物（原

子炉圧力容器，シュラウド，生体遮蔽（原子炉遮蔽壁）

等）により減衰されること，原子炉建物原子炉棟４階と

同様に事故時に作業員が退避することから，作業員の退

避に関する被ばく影響は本評価に包絡される。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7・東海第二】 
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事故後に作業員が退避することから，作業員の退避に関する被

ばく影響は本評価に包絡される。 

（１） 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度

放射線源として燃料,上部格子板,気水分離器及び蒸気乾燥器

をモデル化した。 

a.炉心燃料

評価条件を以下に示す。

○ 線源形状：円柱線源（炉心の全てに燃料がある状態）

○ 燃料有効長（mm）：

○ ガンマ線エネルギ:評価に使用するガンマ線は，エネルギ

18 群(ORIGEN 群構造) 

○ 線源材質:燃料及び水 (密度 g/cm3) 

○ 線源強度は，以下の条件で ORIGEN2 コードを使用して算

出

・燃料照射期間：1264 日(燃焼度 33GWd/t 相当の値)

・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型(低 Gd)

・濃縮度：  (wt%) 

・U 重量：燃料一体あたり  (kg) 

・停止後の期間※：停止後 12 時間(原子炉未開放状態での実

績を考慮して設定した値を設定)

(1) 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度

放射線源として燃料，上部格子坂，シュラウドヘッド及び

蒸気乾燥器をモデル化した。 

ａ．炉心燃料 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：炉心の全てに燃料がある状態

○燃料有効長：約 3.7m

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，エネルギ 5群

○線源材質：燃料及び水（密度 g／cm３） 

○線源強度：文献値※１に記載のエネルギ当たりの線源強

度を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積当たりの線源強

度を式①で算出

このときの線源条件は以下となる。なお，使用してい

る文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114年）と，

東海第二発電所の実績を包絡した条件で評価されて

おり，東海第二発電所に関する本評価においても適用

可能である。 

・燃料照射期間：10６時間

・原子炉停止後の期間：停止 12 時間※２（原子炉未開

放状態での実績を考慮して設定した値）

・燃料集合体当たりの熱出力：4.31MW／体（９×９燃

料（Ａ型））

・燃料集合体体積：約 7.2E＋04cm３（９×９燃料（Ａ

型））

※1 Blizard E.P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B,SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS,New 

（１）炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度 

  放射線源として燃料，上部格子板，気水分離器及び蒸気乾燥

器をモデル化した。 

a.炉心燃料

評価条件を以下に示す。

○ 線源形状：円柱線源（炉心のすべてに燃料がある状態）

○ 燃料棒有効長（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，エネル

ギ５群 

○ 線源材質：燃料及び水（密度：  g/cm3） 

○ 線源強度：文献値※１に記載のエネルギあたりの線源強度

を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積あたりの

線源強度を式①で算出 

このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使用

している文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114年）と，

島根２号炉の実績を包絡した条件で評価されており，島

根２号炉に関する本評価においても適用可能である。 

・燃料照射期間：106時間（無限照射）

・原子炉停止後の期間※２：停止後 12時間（原子炉未開放

状態での実績を考慮して設定した値）

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃料（Ａ

型）） 

・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ型）） 

※ １  Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B, SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, London, 1962” 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料

照射実績を包絡する値

として，文献値（無限

照射）を用いている。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

・設備設計の相違

【東海第二】 

)／体cm()MeV(

)／体W()s)・(W／MeV(
)s・cm・γ(

3

1-3-

燃料集合体体積各群のエネルギ

出力燃料集合体当たりの熱文献に記載の線源強度
＝線源強度
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※ 停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示してい

る。通常停止操作において原子炉の出力は全制御棒全挿

入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させるが、線

源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬

時に出力を低下させる保守的な評価条件となっている。

線量率評価モデルを図 3 に示す。また，評価により求めた線源

強度を表 1 に示す。 

図 3 燃料の線量率評価モデル 

York,London,1962” 

※2 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子

炉の出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解

列以前から徐々に低下させるが，線源強度評価

は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時

に出力を低下させる保守的な計算条件となっ

ている。 

○計算モデル：円柱線源

線量率計算モデルを第 3図に示す。また，式①で算

出した体積当たりの線源強度を第 1表に示す。 

第 3図 燃料の線量率計算モデル 

※２ 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示

している。通常停止操作において原子炉の出力は全制

御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下さ

せるが，線源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラム

のような瞬時に出力を低下させる保守的な評価条件と

なっている。 

○ 評価モデル：円柱線源

線量率評価モデルを図３に示す。また，式①で算出した体

積あたりの線源強度を表１に示す。 

図３ 燃料の線量率評価モデル 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表 1 燃料の線源強度 第 1表 燃料の線源強度 

エネルギ

（MeV） 

線源強度 

（γ・cm－３・s－１） 

1.0 9.6E+11 

2.0 1.6E+11 

3.0 4.6E+09 

4.0 7.2E+07 

5.0 1.9E+07 

表１ 燃料の線源強度 

ガンマ線 

エネルギ（MeV）

線源強度 

（cm-3・s-1） 

1.0 9.8×1011 

2.0 1.6×1011 

3.0 4.7×109 

4.0 7.3×107 

5.0 2.0×107 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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b. 上部格子板

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 60Co

を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※)

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用

○ 線源強度は，機器表面の実測値（ Sv/h）より

2.1×109(Bq/cm3)と算出

線量率評価モデルを図４に示す。 

図４ 上部格子板の線量率評価モデル 

ｂ．上部格子板 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化

○線源の高さ：約0.4m

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ

－60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※）

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小

となる 100℃の値を採用

○線源強度：機器表面の実測値（  Sv／h）より7.3E

＋09Bq／cm３と算出した。

線量計算モデルを第 4図に示す。 

第 4図 上部格子板の線量率計算モデル 

b.上部格子板

評価条件を以下に示す。

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Coを想定して 1.5MeV 

○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※）

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用

○ 線源強度は，機器表面の実測値（  Sv/h）より 8.7

×109 Bq/cm3と算出

線量率評価モデルを図４に示す。 

図４ 上部格子板の線量率評価モデル 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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c. 気水分離器

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Co を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※)

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用

○ 線源強度は，機器表面の実測値（ Sv/h）より

5.2×105(Bq/cm3)と算出

線量率評価モデルを図５に示す。 

図５ 気水分離器の線量率評価モデル 

ｃ．シュラウドヘッド 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化

○線源の高さ：約5.2m※１

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ

－60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※２）

※2 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小

となる 100℃の値を採用 

○線源強度：機器表面の実測値（  Sv／h）※１より6.7E

＋05Bq／cm３と算出した。

線量計算モデルを第 5図に示す。 

※1 シュラウドヘッドの線量率の計算モデルでは，

気水分離器を線源に含めたモデルとしており，

機器表面の実測値についても気水分離器からの

寄与を含んでいる。 

第 5図 シュラウドヘッドの線量率計算モデル 

c.気水分離器

評価条件を以下に示す。

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Coを想定して 1.5MeV 

○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※）

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用

○ 線源強度は，機器表面の実測値（  mSv/h）より 1.3×

106 Bq/cm3と算出

線量率評価モデルを図５に示す。 

図５ 気水分離器の線量率評価モデル 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違
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d. 蒸気乾燥器

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Co を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※)

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用

○ 線源強度は，機器表面の実測値（ Sv/h）より

2.3×105(Bq/cm3)と算出

線量率評価モデルを図６に示す。 

図６ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル 

ｄ．蒸気乾燥器 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化

○線源の高さ：約5.5m

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ

－60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※）

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小

となる 100℃の値を採用

○線源強度：機器表面の実測値（   Sv／h）より2.7E

＋05Bq／cm３と算出した。 

線量計算モデルを第 6図に示す。 

第 6図 蒸気乾燥器の線量率計算モデル 

d.蒸気乾燥器

評価条件を以下に示す。

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種
60Coを想定して 1.5MeV 

○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※）

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用

○ 線源強度は，機器表面の実測値（  mSv/h）より 1.3×

106 Bq/cm3と算出

線量率評価モデルを図６に示す。 

図６ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違
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（２） 遮蔽物の評価モデル

原子炉圧力容器内の原子炉冷却材以外に放射線を遮蔽する構造

物として，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器をモデル

化した。なお，蒸気乾燥器及び気水分離器は構造が複雑であり，

放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするとストリーミング（放

射線漏れ）の影響により非保守的な評価となるため，線源を覆う

ような構造物のみ遮蔽物として考慮した。 

a. 原子炉圧力容器蓋

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状 ：円柱線源としてモデル化

○ 遮蔽物の厚さ（mm）：   （圧力容器蓋の最薄部厚さ） 

○ 線源材質 ：   平板(密度   g/cm3) ※ 

※圧力容器鋼板 の密度は，同等である  で代

表した 

線量率評価モデル(遮蔽)を図 3～7 に示す。 

図 7 原子炉圧力容器蓋の線量率評価モデル（遮蔽） 

(2) 遮蔽物の評価モデル

原子炉内の冷却材以外に放射線を遮蔽する構造物として，

原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器，シュラウドヘッドをモデル

化した。なお，蒸気乾燥器及びシュラウドヘッドは構造が複

雑であり，放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするストリ

ーミング（放射線漏れ）の影響により非保守的な評価となる

ため，線源を覆うような構造物のみ遮蔽物として考慮した。 

ａ. 原子炉圧力容器蓋 

遮蔽物形状 ：円柱遮蔽物としてモデル化 

遮蔽物の高さ：    mm（圧力容器蓋の最薄部厚さ） 

線源材料  ：    平板（密度     g／cm３）※ 

※ 原子炉圧力容器鋼板 の密度は，同等である

で代表した 

線量率計算モデル（遮蔽）を第 3～6図に示す。 

（２）遮蔽物の評価モデル 

  原子炉圧力容器内の原子炉冷却材以外に放射線を遮蔽する構

造物として，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器をモ

デル化した。なお，蒸気乾燥器及び気水分離器は構造が複雑で

あり，放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするとストリーミ

ング（放射線漏れ）の影響により非保守的な評価となるため，

線源を覆うような構造物のみ遮蔽物として考慮した。 

a.原子炉圧力容器蓋

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化

○ 遮蔽物の高さ（mm）： （圧力容器蓋の最薄部厚さ）

○ 遮蔽物材質： 平板（密度：   g/cm3）※ 

※ 原子炉圧力容器鋼板 の密度は，同等である 

で代表した

  線量率評価モデル（遮蔽）を図３～７に示す。 

図７ 原子炉圧力容器蓋の線量率評価モデル（遮蔽） 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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b. 蒸気乾燥器

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状 ：円柱線源としてモデル化

○ 遮蔽物の厚さ（mm）：  （フード部の最薄部厚さ） 

○ 線源材質 ：    平板(密度   g/cm3) ※ 

※蒸気乾燥器の材質 の密度は，同等である  

で代表した 

線量率評価モデル(遮蔽)を図 3～5 及び 8 に示す。 

図 8 蒸気乾燥器の線量率評価モデル（遮蔽） 

ｂ. 蒸気乾燥器 

遮蔽物形状 ：円柱遮蔽物としてモデル化 

遮蔽物の高さ：  mm（フード部の最薄部厚さ） 

線源材料  ： 平板（密度  g／cm３）※ 

※ 蒸気乾燥器の材質 の密度は，同等である 

で代表した 

線量率計算モデル（遮蔽）を第 3～5図に示す。 

b.蒸気乾燥器

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化

○ 遮蔽物の高さ（mm）： （フード部の最薄部厚さ）

○ 遮蔽物材質： 平板（密度：   g/cm3）※ 

※ 蒸気乾燥器の材質（ ）の密度は，同等である 

で代表した

  線量率評価モデル（遮蔽）を図３～５及び８に示す。 

図８ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル（遮蔽） 

・評価条件の相違
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c. 気水分離器

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状 ：円柱線源としてモデル化

○ 遮蔽物の厚さ（mm）： （シュラウドヘッドの厚さ（ベーン

スワラによる遮蔽も考慮））

○ 線源材質 ：    平板(密度 g/cm3) ※ 

※気水分離器の材質 の密度は，同等である  

で代表した 

線量率評価モデル(遮蔽)を図 3,4 及び 9 に示す。 

図 9 気水分離器の線量率評価モデル（遮蔽） 

（３） 現場の線量率の評価結果

（１），（２）の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量率

の関係を図 10 に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv/h

※）は以下の仮定のもとで「有効燃料棒頂部の約 2.0m 上」と求め

た。 

※必要な遮蔽の目安は緊急作業時の被ばく限度(100mSv)と比べ，

十分余裕のある値（10mSv/h）とする。 

ｃ. シュラウドヘッド 

遮蔽物形状 ：円柱遮蔽物としてモデル化 

遮蔽物の高さ： ㎜（シュラウドヘッドの厚さ（スワ

ラによる遮蔽も考慮））

線源材質  ： 平板（密度  g／cm３）※ 

※ シュラウドヘッドの材質  の密度は，同等であ

る      で代表した 

線量率計算モデル（遮蔽）を第 3，4図に示す。 

(3) 現場の線量率の評価結果

(1)，(2)の条件を用いて評価した現場の線量率と原子炉水位

の関係を第 7図に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv

／h）は，「燃料有効長頂部の約 1.7m上」とした。 

c.気水分離器

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化

○ 遮蔽物の高さ（mm）： （シュラウドヘッドの厚さ（気

水分離器スワラーによる遮蔽も考

慮）） 

○ 遮蔽物材質： 平板（密度：  g/cm3）※ 

※ 気水分離器の材質 の密度は，同等である 

で代表した

  線量率評価モデル（遮蔽）を図３，４及び９に示す。 

図９ 気水分離器の線量率評価モデル（遮蔽） 

（３）現場の線量率の評価結果 

  (１)，(２)の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量

率の関係を図 10に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える

10mSv/h）は以下の仮定のもとで「燃料棒有効長頂部の約 1.8m

上」と求めた。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違
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図 10 原子炉水位と炉心燃料及び上部格子板からの線量率 

第 7図 原子炉水位と線量率 

図 10 原子炉水位と炉心燃料及び上部格子板等からの線量率 

・評価結果の相違
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（４） 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時の事故発生時

から放射線の遮蔽維持に必要な水位到達までの時間を, 「添付資

料 5.1.1」の 1. 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果を考慮しない計算を用いて求めた。 

計算は後述する「添付資料 5.1.7」の評価条件の不確かさを踏

まえ，原子炉停止後 12 時間後と 1 日後の２ケースを実施した。 

 

評価条件及び評価結果を表２に示す。 

評価結果より，原子炉停止 1 日後においては崩壊熱除去機能喪

失時の注水までの想定時間 2 時間，全交流動力電源喪失時の注水

までの想定時間約 2.5 時間（145 分）に対して十分であることが

確認された。 

 

 

 

また，原子炉停止後 12 時間後においては，上述の保守的な計

算方法を用いた場合，現場の線量率が目安と考える 10mSv/h を約

2.0 時間後に超えることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失から放射線

の遮蔽維持に必要な水位到達までの時間を，「添付資料

5.1.3」の計算を用いて求めた。 

 

計算は後述する「添付資料 5.1.8」の評価条件の不確かさ

を踏まえ，原子炉停止から 12 時間後と 1 日後の 2 ケースを

実施した。 

算出条件及び算出結果を第 2表に示す。 

その結果，原子炉停止 1日後における必要な遮蔽を確保で

きる水位到達までの時間余裕は，崩壊熱除去機能喪失時の注

水開始までの時間（2時間），全交流動力電源喪失時の注水準

備完了までの時間（25分）に対して十分な余裕があることを

確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕 

 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時の事故発生

時から放射線の遮蔽維持に必要な水位到達までの時間を，「添

付資料 5.1.1 1．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の

抑制効果を考慮しない計算」を用いて求めた。 

 計算は後述する「添付資料 5.1.7」の評価条件の不確かさを

踏まえ，原子炉停止後 12 時間後と１日後の２ケースを実施し

た。 

 評価条件及び評価結果を表２に示す。 

 評価結果より，原子炉停止 12 時間後及び原子炉停止１日後

においては崩壊熱除去機能喪失時の注水までの想定時間であ

る事象発生から２時間後，全交流動力電源喪失時の注水までの

想定時間である事象発生から２時間後に対して十分であるこ

とが確認された。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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表２ 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕の評

価条件と結果 

5.事故時の退避について

事故発生時の原子炉建屋オペレーティングフロア又は原子炉

格納容器内にいる現場作業員の退避について確認した。 

事象発生時，当直長のページングによる退避指示，又は現場の

状況変化により，作業員は異常状態を認知し，1 時間以内に原子

炉建屋オペレーティングフロア又は原子炉格納容器内より退避

する。 

第2表 必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕の 

算出条件及び算出結果 

5. 事故時の退避について

事故発生時の現場作業員の退避について確認した。

事象発生時，作業員は，当直発電長の送受話器（ページング）

による退避指示により現場からの退避を開始し，全ての現場作

業員の退避が完了するまでの時間は，1時間程度である。 

また，運転員は作業員の退避が完了したことを確認し，逃が

し安全弁の開操作を開始する。 

表２ 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕の

評価条件と結果 

原子炉停

止後の時

間 

原子炉

初期水

温（℃） 

崩壊熱 

（kW） 

必要な遮

蔽を確保

できる水

位到達ま

での時間

余裕※1 

燃料棒有

効長頂部

到達まで

の時間余

裕 

残留熱除

去機能喪

失時の注

水までの

想定時間 

全交流動

力電源喪

失時の注

水までの

想定時間 

12時間 

（不確か

さで確認

するケー

ス） 

100 1.67×104 
約 2.7時

間 

約 4.2時

間 
２時間 ２時間 

24時間 

（有効性

評価で確

認するケ

ース） 

52 1.40×104 
約 4.3時

間 

約 6.1時

間 
２時間 ２時間 

※１ 「添付資料 5.1.1 2.原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸

発の抑制効果を考慮した計算」に示すように，原子炉の減圧

操作実施までは，発生した崩壊熱の多くが飽和水の顕熱とし

て吸収されるため，必要な遮蔽を確保できる水位到達までの

時間余裕はさらに長くなる（原子炉停止 12 時間後でも４時

間以上の時間余裕がある）。 

５.事故時の退避について

事故発生時の原子炉建物原子炉棟４階又は原子炉格納容器内

にいる現場作業員の退避について確認した。 

事象発生時，当直長のページングによる退避指示，又は現場の

状況変化により，作業員は異常状態を認知し，２時間以内に原子

炉建物原子炉棟４階又は原子炉格納容器内より退避する。 

また，運転員は作業員の退避が完了したことを確認し，自動減

圧機能付き逃がし安全弁の開操作を開始する。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の運転員

及び重大事故等対応要

員による作業時間並び

に現場作業員の退避時
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全交流動力電源喪失により現場の照明設備が消灯することも考

えられるが，作業員はヘッドライト等のバッテリー式の照明を保

有しており，線量が上昇する前（4．より最短約 2 時間）の退避

が十分可能である。 

なお，作業者の避難が必要な場合は，避難指示及び立ち入り制

限が実施されるため, 作業者は緊急作業を除き現場の安全性が

確認される前に再入域することはない。 

復旧に際しては放射能汚染等を確認し、現場の安全性が確認さ

れた後実施する。 

 

6.原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系の設計として，作動には 1.03MPa[gage]以

上の原子炉圧力を必要としており，原子炉停止時の初期圧力は大

気圧程度まで低下しているため,評価において原子炉隔離時冷却

系による注水に期待していない。ただし，有効性評価で想定して

いるような原子炉未開放状態において事象進展とともに原子炉

の圧力が上昇し，原子炉隔離時冷却系による注水が可能となるこ

とが考えられる。なお，原子炉隔離時冷却系の点検の準備として

弁の電源等に隔離操作（アイソレーション）を実施していること

も考えられるが，これらの事故時に原子炉隔離時冷却系での注水

を必要とした際は運転員がただちに復旧を実施することが可能

であるため，原子炉隔離時冷却系の使用の問題とならない。 

 

7.まとめ 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時で想定する原

子炉停止１日後において，必要な遮蔽を確保できる水位を下回る

ことはない。 

 

 

また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12 時間後の

状態を想定した場合でも，現場の作業員の退避を考慮すると 4.

で評価した必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕で

ある２時間に比べ十分時間がある。さらに，これらの時間余裕は

「添付資料 5.1.1 ２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の

 

 

 

 

 

 

一旦避難指示が出ると管理区域内への入域制限が実施され

るため，作業員は緊急作業を除き現場の安全性が確認される前

に再入域することはない。 

（添付資料 5.1.5） 

 

 

6. 原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系（以下「ＲＣＩＣ」という。）の設計と

して，作動には約 1.04MPa[gage]以上の原子炉圧力を必要とし

ており，停止時の原子炉の初期圧力は大気圧程度まで低下して

いるため，評価においてＲＣＩＣによる注水に期待していな

い。ただし，有効性評価で想定しているような原子炉未開放状

態において事象進展とともに原子炉の圧力が上昇し，ＲＣＩＣ

による注水が可能となることが考えられる。なお，ＲＣＩＣの

点検の準備として弁の電源等に隔離操作を実施していること

も考えられるが，これらの事故時にＲＣＩＣでの注水を必要と

した際は，運転員がただちに復旧を実施することが可能である

ため，ＲＣＩＣの使用の問題とならない。 

 

7. まとめ 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失で想定する原

子炉停止 1日後において，必要な遮蔽を確保できる水位到達ま

での時間余裕は，崩壊熱除去機能喪失時の注水開始までの時間

（2 時間），全交流動力電源喪失時の注水準備完了までの時間

（25分）に対して十分な余裕があることを確認した。 

また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12時間後，

原子炉初期水温 100℃の状態を想定した場合でも，ＰＯＳ－Ａ

に比べて約 1.7時間短くなるものの，放射線の遮蔽に必要な水

位は維持される。 

 

 

 

全交流動力電源喪失により現場の照明設備が消灯することも考

えられるが，作業員はヘッドライト等のバッテリー式の照明を保

有しており，線量が上昇する前（4．より事象発生から最短約 2.7

時間）の退避が十分可能である。 

なお，作業者の避難が必要な場合は，避難指示及び立ち入り制

限が実施されるため，作業者は緊急作業を除き現場の安全性が確

認される前に再入域することはない。 

復旧に際しては放射線汚染等を確認し，現場の安全性が確認さ

れた後実施する。 

 

６.原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系の設計として，作動には 0.74MPa[gage]以

上の原子炉圧力を必要としており，原子炉停止時の初期圧力は大

気圧程度まで低下しているため，評価において原子炉隔離時冷却

系による注水に期待していない。ただし，有効性評価で想定して

いるような原子炉未開放状態において事象進展とともに原子炉

の圧力が上昇し，原子炉隔離時冷却系による注水が可能となるこ

とが考えられる。なお，原子炉隔離時冷却系の点検の準備として

弁の電源等に隔離操作（アイソレーション）を実施していること

も考えられるが，これらの事故時に原子炉隔離時冷却系での注水

を必要とした際は運転員がただちに復旧を実施することが可能

であるため，原子炉隔離時冷却系の使用の問題とならない。 

 

７.まとめ 

 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時で想定する原

子炉停止１日後において，必要な遮蔽を確保できる水位を下回る

ことはない。 

  

 

また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12 時間後，原

子炉初期水温 100℃の状態を想定した場合でも，４．で評価した

必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕である約 2.7時

間に比べ十分時間がある。さらに，これらの時間余裕は「添付資

料 5.1.1 ２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果

間を考慮した評価結

果。 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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抑制効果を考慮した計算」のとおり，原子炉圧力上昇による原子

炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮することでさらに長くなる。 

以上より，運転員及び作業員が現場にいる間，放射線の遮蔽は

維持される。 

 

を考慮した計算」のとおり，原子炉圧力上昇による原子炉冷却材

蒸発の抑制効果を考慮することでさらに長くなる。 

 以上より，運転員及び作業員が現場にいる間，放射線の遮蔽は

維持される。 
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・相違理由は本文参照
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.8〕 
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7 
日
間
に
お
け
る
燃
料
の
対
応
に
つ
い
て
（
運
転
停
止
中
 崩

壊
熱
除
去
機
能
喪
失
）

添付資料 5.1.9 

7日間における燃料の対応について 

（運転停止中 崩壊熱除去機能喪失） 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

添付資料 5.1.8 

７日間における燃料の対応について 

（運転停止中（崩壊熱除去機能喪失）） 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，①「外部電源喪失＋直流電源喪失＋崩壊

熱除去・注水系失敗」及び②「外部電源喪失＋交流電源喪失

＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原

子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失することにより，

原子炉の注水機能及び除熱機能が喪失することを想定する。

このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発すること

から，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下に

より燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，常設代替交流電源設備による電源供給，低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによって，

燃料損傷の防止を図る。また，代替原子炉補機冷却系を介し

た残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による最終的な

熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱す

る。 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた対策と

5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，①「外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊

熱除去・炉心冷却失敗」及び②「外部電源喪失＋直流電源失

敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原

子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失することにより，

原子炉の注水機能及び除熱機能が喪失することを想定する。

このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発すること

から，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下に

より燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，常設代替交流電源設備による電源供給，低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによって，

燃料損傷の防止を図る。また，緊急用海水系を用いた残留熱

除去系（原子炉停止時冷却系）による最終的な熱の逃がし場

へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた対策と

5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源喪失」及び「外

部電源喪失＋直流電源喪失」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原

子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失することにより，

原子炉の注水機能及び除熱機能が喪失することを想定する。

このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発すること

から，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下に

より燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，常設代替交流電源設備による電源供給，低圧

原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによ

って，燃料損傷の防止を図る。また，原子炉補機代替冷却系

を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による最

終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を

除熱する。 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

ＰＲＡで考慮する設

備の相違により，イベン

トツリーに相違が生じ

ている。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系の補機冷却系と

して原子炉補機代替冷

却系を整備している。  

（以降，同様な相違につ

いては記載省略） 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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して代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子

炉除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第 5.2.1 

図及び第 5.2.2 図に，手順の概要を第 5.2.3 図に示すととも

に，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等

対策における設備と操作手順の関係を第 5.2.1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，事象発生 10 時間までの 6 号及び 7 号炉同時の重大

事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時

対策要員で構成され，合計 16名である。その内訳は次のとお

りである。中央制御室の運転員は，当直長 1 名（6 号及び 7 号

炉兼任），当直副長 2名，運転操作対応を行う運転員 6名であ

る。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行

う緊急時対策本部要員は 5 名，緊急時対策要員（現場）は 2

名である。 

また，事象発生 10 時間以降に追加で必要な要員は代替原

子炉補機冷却系作業を行うための参集要員 26 名である。必

要な要員と作業項目について第 5.2.4 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，16名で対処可能である。 

ａ．全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による崩壊熱

除去機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

して緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）による原子炉除熱手段を整備する。これらの対策の概略

系統図を第 5.2－1図に，手順の概要を第 5.2－2 図に示すと

ともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事

故等対策における設備と操作手順の関係を第 5.2－1 表に示

す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員（初

動）20 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室

の運転員は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名及び運転操

作対応を行う当直運転員 3 名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は 4 名及び現場操作

を行う重大事故等対応要員は 11 名である。必要な要員と作

業項目について第 5.2－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，20 名で対処可能である。 

ａ．全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止による崩壊熱除去

機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止による崩

対策として原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱手段を整備する。

これらの対策の概略系統図を第 5.2.1－1(1)図及び第 5.2.1

－1 (2)図に，手順の概要を第 5.2.1－2 図に示すとともに，

重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策

における設備と操作手順の関係を第 5.2.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，緊急時対策要員 29

名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転

員は，当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を行う運転

員３名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報

連絡等を行う要員は５名，復旧班要員 19名である。必要な要

員と作業項目について第 5.2.1－3図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，29名で対処可能である。 

ａ. 全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による崩壊熱

除去機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の

相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 29 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 運用及び設備の相違

に伴う，必要要員数の相

違。 
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る崩壊熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備

は，残留熱除去系系統流量である。 

ｂ．早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用デ

ィーゼル発電機の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断す

る。これにより，常設代替交流電源設備，代替原子炉補機

冷却系，低圧代替注水系（常設）の準備を開始する。 

ｃ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

り原子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇するこ

とから，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御

室からの遠隔操作により逃がし安全弁 1 個を開操作する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

る原子炉水温の上昇を確認するために必要な計装設備は，

原子炉圧力容器温度である。 

逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉圧力等である。 

ｄ．低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，中

央制御室からの遠隔操作により復水移送ポンプ 1 台を手動

起動し，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始

する。これにより，原子炉水位が回復する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉水位及び復水補給水系流量

（RHR B 系代替注水流量）等である。 

壊熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残

留熱除去系系統流量である。 

ｂ．早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用デ

ィーゼル発電機等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断す

る。これにより，常設代替交流電源設備及び低圧代替注水

系（常設）の準備を開始する。 

ｃ．逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態

維持 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止により原

子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇することか

ら，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御室か

らの遠隔操作により逃がし安全弁（自動減圧機能）1 個を

開操作する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止による原

子炉水温の上昇を確認するために必要な計装設備は，原子

炉圧力容器温度である。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態

維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力等で

ある。 

ｄ．低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

中央制御室からの遠隔操作により常設代替交流電源設備

による緊急用母線への交流電源供給を開始する。また，常

設低圧代替注水系ポンプ 1 台を手動起動し，原子炉水位の

低下時は低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を実施

する。これにより，原子炉水位を通常運転水位付近に維持

する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域）及び低圧代

替注水系原子炉注水流量（常設ライン狭帯域用）等である。 

る崩壊熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備

は，残留熱除去ポンプ出口流量である。 

ｂ. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用デ

ィーゼル発電機等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断す

る。これにより，常設代替交流電源設備，原子炉補機代替

冷却系，低圧原子炉代替注水系（常設）の準備を開始する。 

ｃ．自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉の低圧状態

維持 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

り原子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇するこ

とから，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御

室からの遠隔操作により自動減圧機能付き逃がし安全弁１

個を開操作する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

る原子炉水温の上昇を確認するために必要な計装設備は，

原子炉圧力容器温度（ＳＡ）である。 

自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉の低圧状態

維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力（Ｓ

Ａ），原子炉圧力等である。 

ｄ．低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，中

央制御室からの遠隔操作により低圧原子炉代替注水ポンプ

を手動起動し，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子

炉注水を開始する。これにより，原子炉水位が回復する。 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を確認

するために必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域），代替

注水流量（常設）等である。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。

・評価結果の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

水位が低下した後に原

子炉注水を開始する。 

東海第二は，原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の準

備操作が完了するため，

蒸発量に応じた注水を

実施することにより，原
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ｅ．残留熱除去系(原子炉停止時冷却モード)運転による崩壊

熱除去機能回復 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系の準備が完

了後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）運転を再開する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転の再開を

確認するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器

入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁を全閉とし，原子

炉低圧状態の維持を停止する。 

ｅ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による崩壊熱

除去機能回復 

常設代替交流電源設備から非常用高圧母線への交流電源

供給の準備が完了後，中央制御室からの遠隔操作により緊

急用海水ポンプ 1 台を起動後，残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）運転を再開する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転の再開を確認

するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器入口

温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能）

による原子炉の低圧状態維持を停止するため，逃がし安全

弁（自動減圧機能）を全閉とする。 

ｅ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩

壊熱除去機能回復 

原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系の準備が完

了後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）運転を再開する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転の再開を

確認するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器

入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，自動減圧機能付き逃がし安全弁

を全閉とし，原子炉低圧状態の維持を停止する。 

子炉水位を通常運転水

位付近に維持。 

・運用及び設備設計の相

違 

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系の補機冷却系と

して原子炉補機代替冷

却系を整備している。 

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・

注水系失敗」である。 

なお，5.1「崩壊熱除去機能喪失」で考慮している事故シー

ケンス（「崩壊熱除去機能喪失（補機冷却系機能喪失[フロン

トライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」及び「崩壊熱除去機

能喪失（代替除熱機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」）は，事象進展が同様なので併せて本重要事故シ

ーケンスにおいて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子

炉冷却材及び注水手段の多様性の観点から，「POS A PCV/RPV 

開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」が有効燃料棒頂部

の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の

確保に対して，最も厳しい想定である。したがって，当該プ

ラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮した想定に

おいて評価項目を満足することを確認することにより，運転

停止中の他のプラント状態においても，評価項目を満足でき

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗」である。 

なお，「5.1.1 崩壊熱除去機能喪失」で考慮している事故シ

ーケンス（残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗）は，事象進展が同様なので併せて本重要

事故シーケンスにおいて燃料損傷防止対策の有効性を確認す

る。 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子

炉冷却材及び注水手段の多様性の観点から，「ＰＯＳ－Ａ Ｐ

ＣＶ／ＲＰＶ開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」が燃

料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保

及び未臨界の確保に対して，最も厳しい想定である。したが

って，当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考

慮した想定において評価項目を満足することを確認すること

により，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項

目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源喪失」である。 

なお，「5.1崩壊熱除去機能喪失」で考慮している原子炉補

機冷却機能喪失により残留熱除去機能が喪失した場合につい

ては，事象進展が同様なので併せて本重要事故シーケンスに

おいて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子

炉冷却材及び注水手段の多様性の観点から，「ＰＯＳ－Ａ 格

納容器及び原子炉圧力容器の開放並びに原子炉ウェル満水へ

の移行状態」が燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維

持される水位の確保及び未臨界の確保に対して，最も厳しい

想定である。したがって，当該プラント状態を基本とし，他

のプラント状態も考慮した想定において評価項目を満足する

ことを確認することにより，運転停止中の他のプラント状態

においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

ＰＲＡにより抽出さ

れる事故シーケンスの

相違。 
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評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.1,5.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.2.2 表に示す。また，主要な評価条件について，

本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS-5.1-1979 の式に

基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，

原子炉停止 1 日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱

は約 22MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約

37m3/h である。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉初期水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※1。 

※1 実操作では低圧注水系の注水準備が完了した後で原

子炉減圧を実施することとなり，低圧代替注水系（常

設）の注水特性に応じて大気圧より高い圧力で注水が

開始されることとなる。大気圧より高い圧力下での原

子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と比べ小さくなるた

め，原子炉圧力が大気圧に維持されているとした評価

は保守的な条件となる。 

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.2－2 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ／ＡＮＳ－5.1－

1979 の式に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積

もるために，原子炉停止 1 日後の崩壊熱を用いる。この

ときの崩壊熱は約 19MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約 32m

３／h である。 

（添付資料 5.1.3，5.1.4） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※。 

※ 実操作では低圧代替注水系（常設）の注水準備が完了

した後で原子炉減圧を実施することとなり，低圧代替

注水系（常設）の注水特性に応じて大気圧より高い圧

力で注水が開始されることとなる。大気圧より高い圧

力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と比べ小

さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持されている

とした評価は保守的な条件となる。

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.1，5.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.2.2－1表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧

力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水量の

観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ/ＡＮＳ-5.1-1979の

式に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるため

に，原子炉停止１日後の崩壊熱を用いる。このときの崩

壊熱は約 14.0MWである。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約

23m3/hである。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子

炉水温は 52℃とする。

(d) 原子炉圧力

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※１。 

※１ 実操作では低圧原子炉代替注水系（常設）の注水準

備が完了した後で原子炉減圧を実施することとなり，

低圧原子炉代替注水系（常設）の注水特性に応じて大

気圧より高い圧力で注水が開始されることとなる。大

気圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大

気圧下と比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に

維持されているとした評価は保守的な条件となる。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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b．事故条件 

(a) 起因事象

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障

等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定し，

全交流動力電源を喪失するものとする。 

(c) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象と

して，外部電源を喪失するものとしている。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧代替注水系（常設）

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水流量は

150m3/h とする。 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象

起因事象として，送電系統の故障等によって，外部電

源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定

し，全交流動力電源を喪失するものとする。 

また，残留熱除去系海水系の機能喪失を重畳させるも

のとする。 

(c) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象と

して，外部電源を喪失するものとしている。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧代替注水系（常設）

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水流量は，蒸

発量に応じた注水流量として 27m３／h とする。 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障

等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定

すべての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定

し，全交流動力電源を喪失するものとする。 

また，原子炉補機冷却系の機能喪失を重畳させるもの

とする。 

(c) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象とし

て，外部電源を喪失するものとしている。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水流量

は 200m3/hとする。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，「5.1

崩壊熱除去機能喪失」で

考慮している原子炉補

機冷却機能喪失により

残留熱除去機能が喪失

した場合についても本

重要事故シーケンスに

おいて燃料損傷防止対

策の有効性を確認する

ために，原子炉補機冷却

系の機能喪失を重畳す

ることを明記している。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違

【東海第二】
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(b) 代替原子炉補機冷却系

伝熱容量は約 23MW（原子炉冷却材温度 100℃，海水温

度 30℃において）とする。 

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（原子炉冷却

材温度 52℃，海水温度 30℃において）とする。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a)事象発生 145 分までに常設代替交流電源設備によって交

流電源の供給を開始する。

(b)低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，事象

発生 145分後から開始する。

(c)残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は軸受等の冷

却が必要となるため，代替原子炉補機冷却系の準備が完

了する事象発生 20時間後から開始する。

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.2.5図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.2.6図に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能

が喪失することにより原子炉水温が上昇し，約 1 時間後に

沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低下し始める。常

設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始し，事象

(b) 緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）

伝熱容量は熱交換器 1 基当たり約 24MW（原子炉冷却材

温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 事象発生 21 分までに中央制御室からの遠隔操作により

常設代替交流電源設備によって交流電源の供給を開始

する。

(b) 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備操作は事

象発生 25 分までに完了するが，原子炉注水操作は原子

炉水位が低下し始める約 1.1 時間後から開始する。

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）は軸受等の冷却が

必要となるため，緊急用海水系の準備が完了する事象発

生 4 時間 10 分後から開始する。

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.2

－4 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.2－5 図に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能

が喪失することにより原子炉水温が上昇し，約 1.1 時間後

に沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低下し始める。

常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始し，事

(b) 原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器１基あたり約 15.7MW（原子炉冷

却材温度 100℃，海水温度 30℃において）とする。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a)事象発生２時間までに常設代替交流電源設備によって交

流電源の供給を開始する。

(b)低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，

事象発生２時間後から開始する。

(c)残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，軸受等の

冷却が必要となるため，原子炉補機代替冷却系の準備が

完了する事象発生 10時間後から開始する。

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.2.2－1 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.2.2－2 図

に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能

が喪失することにより原子炉水温が上昇し，事象発生から

約 0.9 時間後に沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低

下し始める。常設代替交流電源設備による交流電源の供給

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

伝熱容量の相違。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，常設代

替交流電源設備からの

受電操作の所要時間を

踏まえ，原子炉注水開始

を事象発生２時間後と

している。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

・評価結果の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

3287



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

発生から 145 分経過した時点で，低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水を行うことによって，原子炉水位は有効

燃料棒頂部の約 2.9m上まで低下するにとどまる。原子炉水

位回復後は，蒸発量に応じた注水を実施することによって，

原子炉水位を適切に維持することができる。 

事象発生から 20 時間経過した時点で，代替原子炉補機

冷却系を介した残留熱除去系による原子炉除熱を開始する

ことによって，原子炉水温は低下する。 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2.5 図に示すとおり，有効燃料棒頂

部の約 2.9m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水を維持

する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2.6 図に示すとお

り，必要な遮蔽※2 を確保できる水位である有効燃料棒頂

部の約 2.0m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋オペレー

ティングフロアの床付近としている。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放

射線影響については現場環境が悪化する前に退避が可能で

あるため，影響はない。 

事象発生 145 分後から，常設代替交流電源設備により電

源を供給された低圧代替注水系（常設）の安定した原子炉

注水を継続することから，長期的に原子炉圧力容器及び原

子炉格納容器の安定状態を継続できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。全

交流動力電源喪失における原子炉建屋オペレーティン

グフロアでの作業時間及び作業員の退避は 1 時間以内

であり，作業員の被ばく量は最大でも 10mSv となるた

め，緊急作業時における被ばく限度の 100mSv に対して

象発生から約 1.1 時間後以降は，低圧代替注水系（常設）

により蒸発量に応じた注水を実施することによって，原子

炉水位を通常運転水位付近に維持することができる。 

事象発生から 4 時間 10 分経過した時点で，緊急用海水

系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原

子炉除熱を開始することによって，原子炉水温は低下する。 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2－4 図に示すとおり，蒸発量に応

じた注水を実施することによって原子炉水位を通常運転水

位付近に維持することができ，燃料は冠水を維持する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2－5 図に示すと

おり，必要な遮蔽※が維持される水位である燃料有効長頂部

の約 1.7m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維

持される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋原子炉棟 6 階

の床付近としている。また，全制御棒全挿入状態が維持さ

れているため，未臨界は確保されている。 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放

射線影響については現場環境が悪化する前に退避が可能で

あるため，影響はない。 

事象発生 25 分後から，常設代替交流電源設備により電

源を供給された低圧代替注水系（常設）の安定した原子炉

注水を継続することから，長期的に原子炉圧力容器及び格

納容器の安定状態を継続できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。全

交流動力電源喪失における原子炉建屋原子炉棟 6 階で

の作業時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，

作業員の被ばく量は最大でも 22mSvとなるため，緊急作

業時における被ばく限度の 100mSv に対して余裕があ

を開始し，事象発生から２時間経過した時点で，低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによっ

て，原子炉水位は燃料棒有効長頂部の約 4.0m上まで低下す

るにとどまる。原子炉水位回復後は，蒸発量に応じた注水

を実施することによって，原子炉水位を適切に維持するこ

とができる。 

事象発生から 10時間経過した時点で，原子炉補機代替冷

却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に

よる原子炉除熱を開始することによって，原子炉水温は低

下する。 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2.2－1図に示すとおり，燃料棒有効

長頂部の約 4.0m上まで低下するに留まり，燃料は冠水を維

持する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2.2－2図に示すと

おり，必要な遮蔽※２が維持される水位である燃料棒有効長

頂部の約 1.8m上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟

４階の燃料取替機台車床としている。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放

射線影響については現場環境が悪化する前に退避が可能で

あるため，影響はない。 

事象発生２時間後から，常設代替交流電源設備により電

源を供給された低圧原子炉代替注水系（常設）の安定した

原子炉注水を継続することから，長期的に原子炉圧力容器

及び原子炉格納容器の安定状態を継続できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※２ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/hとする。全交

流動力電源喪失における原子炉建物原子炉棟４階での

作業時間及び作業員の退避は２時間以内であり，作業員

の被ばく量は最大でも 20mSvとなるため，緊急作業時に

おける被ばく限度の 100mSvに対して，余裕がある。 

水位が低下した後に原

子炉注水を開始する。 

東海第二では原子炉

水位が低下する前に低

圧代替注水系（常設）の

準備操作が完了する。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉での運転
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余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

屋オペレーティングフロアでの操作を必要な作業とし

ていないが，燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘ

ッダ）を使用した使用済燃料プールへの注水について仮

に考慮し，可搬型スプレイヘッダ及びホースの設置にか

かる作業時間を想定した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期検査

作業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおけ

る線量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は有効燃料棒頂部の約 2.0m 上

（通常水位から約 2.4m下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.5, 5.1.6, 5.2.1） 

る。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

屋原子炉棟 6階での操作を必要な作業としていないが，

可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水

系（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プー

ルスプレイの準備操作について仮に考慮し，可搬型スプ

レイノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定

した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定

期検査作業時での原子炉建屋原子炉棟 6 階における線

量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約 1.7m 上

（通常水位から約 3.5m 下）の位置である。 

（添付資料 5.1.5，5.1.7，5.2.1） 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

物原子炉棟４階での操作を必要な作業としていないが，

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）を

使用した燃料プールへの注水について仮に考慮し，可搬

型スプレイノズル及びホースの設置にかかる作業時間

を想定した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期事業

者検査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線

量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約 1.8m

上（通常水位から約 3.3m下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2，5.1.5，5.1.6，5.2.1） 

員及び重大事故等対応

要員による作業時間並

びに現場作業員の退避

時間を考慮した評価結

果。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電

源が喪失し，残留熱除去系等による崩壊熱除去機能を喪失するこ

とが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作

は，常設代替交流電源設備による受電及び低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電

源が喪失し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）等による崩壊

熱除去機能を喪失することが特徴である。また，不確かさの影響

を確認する運転員等操作は，常設代替交流電源設備による受電及

び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電源

が喪失し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）等による崩壊

熱除去機能を喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を

確認する運転員等操作は，常設代替交流電源設備による受電及び

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作並びに原子

炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による原子炉除熱操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，事象進

展に有意な影響を与え

られると考えられる操

作として，原子炉補機代

替冷却系を介した残留

熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）による原子

炉除熱操作についても

明記。 
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条件は，第 5.2.2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら,その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

 

(a)運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MWに対

して最確条件は約 22MW以下であり，本評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上

昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や給

電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全交

流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするもので

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h※2 が維持される水位）である有効燃料棒頂

部の約 2.0m上の高さに到達するまでの時間は約 2時間と

なることから，評価条件である原子炉水温が 52℃，原子

炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間

余裕は短くなるが，注水操作や給電操作は原子炉水温に

応じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失

による異常の認知を起点とするものであることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が有効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなるが，注水

操作や給電操作は原子炉水位に応じた対応をとるもので

はなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点

条件は，第 5.2－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MWに対し

て最確条件は約 18.8MW未満であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び

原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や給電操作は

崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全交流動力電源

の喪失による異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確

条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子

炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩

壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必

要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv

／h が維持される水位）である燃料有効長頂部の約 1.7m上

の高さに到達するまでの時間は約 2.8 時間となることか

ら，評価条件である原子炉水温が 52℃，原子炉停止から 1 

日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余裕は短くなる

が，注水操作や給電操作は原子炉水温に応じた対応をとる

ものではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対

して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，本評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条

件で設定している原子炉水位より低くなる場合があるた

め，原子炉水位が燃料有効長頂部まで低下する時間は短く

なる場合があるが，注水操作や給電操作は原子炉水位に応

じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失によ

条件は，第 5.2.2－1表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら,その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

 

(a)  運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MWに対

して最確条件は約 14.0MW以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や

給電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全

交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするもの

であることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が 52℃，原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場

合の評価より時間余裕は短くなるが，注水操作や給電操

作は原子炉水温に応じた対応をとるものではなく，全交

流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするもので

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，注

水操作や給電操作は原子炉水位に応じた対応をとるもの

ではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

 

 

 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の最確条

件を記載。 
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とする操作であることから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作や給電操作は原子炉圧力に応

じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失に

よる異常の認知を起点とする操作ものであることから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，評価条件の不確かさとして，原子炉

圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子

炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小

さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

(b)評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MWに対

して最確条件は約 22MW以下であり，本評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上

昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，

原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合

は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価項目

に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12時間後の

燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価

すると，必要な遮蔽を確保できる水位（必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h※2 が確保される水位）である有効燃料

棒頂部の約 2.0m上の高さに到達するまでの時間は約 2時

間，有効燃料棒頂部到達まで約 3 時間となることから，

評価条件である原子炉停止 1 日後の評価より時間余裕は

短くなる。ただし，本時間に対して作業員が現場から退

る異常の認知を起点とするものであることから，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進展

に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，

沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は緩和される

が，注水操作や給電操作は原子炉圧力に応じた対応をとる

ものではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉

圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異な

るものであり，評価条件の不確かさとして，原子炉圧力容

器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事象進展に

与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が

不要となるが，事象進展に与える影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MWに対し

て最確条件は約 18.8MW未満であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び

原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，原子炉停止

後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合は，注水まで

の時間余裕が短くなることから，評価項目に対する余裕は

小さくなる。原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱を

用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮

蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv／h が

維持される水位）である燃料有効長頂部の約 1.7m 上の高

さに到達するまでの時間は約 2.8 時間，燃料有効長頂部到

達まで約 4.2 時間となることから，評価条件である原子炉

停止 1 日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，本時

間に対して作業員が現場から退避するまでの時間及び原子

点とする操作であることから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進

展に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場

合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は緩

和されるが，注水操作や給電操作は原子炉圧力に応じた

対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失による

異常の認知を起点とするものであることから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，評価条件の不確かさとして，原子炉

圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子

炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小

さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MWに対

して最確条件は約 14.0MW以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，

原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合

は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価項目

に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12時間後の

燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価

すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効

長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象

発生から約 2.7 時間，燃料棒有効長頂部到達まで事象発

生から約 4.2 時間となることから，評価条件である原子

炉停止１日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，
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避するまでの時間及び原子炉注水までの時間は確保され

ているため放射線の遮蔽は維持され，原子炉水位が有効

燃料棒頂部を下回ることはないことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h※2 が維持される水位）である有効燃料棒頂

部の約 2.0m上の高さに到達するまでの時間は約 2時間と

なることから，評価条件である原子炉水温が 52℃かつ原

子炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時

間余裕は短くなる。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水

までの時間余裕も十分な時間が確保されていることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が有効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水

位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる※3。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

炉注水までの時間は確保されているため放射線の遮蔽は維

持され，原子炉水位が燃料有効長頂部を下回ることはない

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確

条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子

炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩

壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必

要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv

／h が維持される水位）である燃料有効長頂部の約 1.7m 上

の高さに到達するまでの時間は約 2.8 時間となることか

ら，評価条件である原子炉水温が 52℃かつ原子炉停止から

1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余裕は短くな

る。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水ま

での時間余裕も十分な時間が確保されていることから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対

して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，本評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条

件で設定している原子炉水位より低くなる場合があるが，

原子炉水位のゆらぎによる変動量は，事象発生後の水位低

下量に対して十分小さいことから，評価項目となるパラメ

ータに対する影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，最

確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進

展に与える影響はないことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる※。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉

圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異な

るものであり，本評価条件の不確かさとして，原子炉圧力

容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事象進展

本時間に対して作業員が現場から退避するまでの時間及

び原子炉注水までの時間は確保されているため放射線の

遮蔽は維持され，原子炉水位が燃料棒有効長頂部を下回

ることはないことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が52℃かつ原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の

場合の評価より時間余裕は短くなる。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水

までの時間余裕も十分な時間が確保されていることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対

して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定

している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位が燃料

棒有効長頂部まで低下する時間は長くなることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，最

確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進

展に与える影響はないことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる※３。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

・実績値の相違
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事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※3 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果

を考慮した評価。

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，評価上の

操作開始時間として，事象発生から 145 分後を設定して

いる。運転員等操作時間に与える影響として，常設代替

交流電源設備からの受電操作については 2 系列の非常用

高圧母線の電源回復を想定しているが，低圧代替注水系

(常設)は非常用高圧母線 D 系の電源回復後に運転可能で

あり，原子炉注水操作開始の時間が早まり，原子炉水位

の回復が早まる可能性があることから，運転員等操作時

間に対する余裕は大きくなる。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，復

水移送ポンプの起動操作が常設代替交流電源設備からの

受電操作の影響を受けるが，低圧代替注水系（常設）は

非常用高圧母線 D 系の電源回復後に運転可能であり，原

子炉注水操作開始の時間が早まり，原子炉水位の回復が

早まる可能性があることから，運転員等操作時間に対す

る余裕は大きくなる。 

に与える影響はないことから，評価項目となるパラメータ

に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉

減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小さい

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

※ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を

考慮した評価。

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水準備操作は，評価

上の操作開始時間として，事象発生から 25分後を設定し

ている。運転員等操作時間に与える影響として，常設代

替交流電源設備からの受電操作については実態の操作時

間が評価上の操作開始時間とほぼ同等であることから，

運転員等操作開始時間に与える影響は小さい。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，原子

炉水位が低下し始める事象発生から約 1.1 時間後に開始す

る。運転員等操作時間に与える影響として，実態の運転操

作においては，原子炉水位を監視しながら原子炉注水操作

を実施するため，原子炉水温の上昇が放熱等の影響により

緩やかとなり，沸騰による原子炉水位低下の開始時間が遅

れた場合には原子炉注水開始時間が遅れるが，他の並列操

作はないことから，他の操作に与える影響はない。 

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※３ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した評価。 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，評

価上の操作開始時間として，事象発生から２時間後を設

定している。運転員等操作時間に与える影響として，常

設代替交流電源設備からの受電操作についてはＳＡ低圧

母線及び２系列の非常用高圧母線の電源回復を想定して

いるが，低圧原子炉代替注水系（常設）はＳＡ低圧母線

の電源回復後に運転可能であり，原子炉注水操作開始の

時間が早まり，原子炉水位の回復が早まる可能性がある

ことから，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作

は，低圧原子炉代替注水ポンプの起動操作が常設代替交

流電源設備からの受電操作の影響を受けるが，低圧原子

炉代替注水系（常設）はＳＡ低圧母線の電源回復後に運

転可能であり，原子炉注水操作開始の時間が早まり，原

子炉水位の回復が早まる可能性があることから，運転員

等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，常設代

替交流電源設備からの

受電操作の所要時間を

踏まえ，原子炉注水開始

を事象発生２時間後と

している。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

水位が低下した後に原

子炉注水を開始する。 

東海第二では原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の準

備操作が完了する。 

3293



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

操作条件の代替原子炉補機冷却系の運転操作は，評価

上の操作開始時間として，事象発生から 20時間後を設定

している。運転員等操作時間に与える影響として，代替

原子炉補機冷却系の準備は，緊急時対策要員の参集に 10

時間，その後の作業に 10 時間の合計 20 時間を想定して

いるが，準備操作が想定より短い時間で完了することで

操作開始時間が早まる可能性があることから，運転員等

操作時間に対する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運転員等

操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早

まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性があることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系の運転操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，操作開始時間は評価

上の想定より早まる可能性があるが，原子炉への注水を

すでに実施していることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替

注水系（常設）による原子炉注水操作は，通常運転水位から

放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は

事象発生から約 3 時間，原子炉水位が有効燃料棒頂部まで低

下する時間は約 5 時間であり，事故を認知して注水を開始す

るまでの時間が 145 分であるため，準備時間が確保できるこ

とから，時間余裕がある。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，事象発生約

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉

停止時冷却系）による原子炉除熱操作は，評価上の操作開

始時間として，事象発生から 4 時間 10 分後を設定してい

る。運転員等操作時間に与える影響として，準備操作が想

定より短い時間で完了することで操作開始時間が早まる可

能性があることから，運転員等操作時間に対する余裕は大

きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電並びに低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備操作及び原

子炉注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作時間は評価上の設定とほぼ同等であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子

炉停止時冷却系）による原子炉除熱操作は，運転員等操

作時間に与える影響として，操作開始時間は評価上の想

定より早まる可能性があるが，原子炉への注水をすでに

実施していることから，評価項目となるパラメータに与

える影響はない。 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替

注水系（常設）による原子炉注水操作は，通常運転水位から

放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は

事象発生から約 4.5 時間，原子炉水位が燃料有効長頂部まで

低下する時間は約 6.3 時間であり，事故を認知して注水を開

始するまでの時間が約 1.1 時間であるため，準備時間が確保

できることから，時間余裕がある。 

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱操作は，

評価上の操作開始時間として，事象発生から 10時間後を

設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

準備操作が想定より短い時間で完了することで操作開始

時間が早まる可能性があることから，運転員等操作時間

に対する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時

間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性がある

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱操作は，

運転員等操作時間に与える影響として，操作開始時間は

評価上の想定より早まる可能性があるが，原子炉への注

水をすでに実施していることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認

できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示

す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，通常運転水

位から放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの

時間は事象発生から約 4.3 時間，原子炉水位が燃料棒有効長

頂部まで低下する時間は事象発生から約 6.1 時間であり，事

故を認知して注水を開始するまでの時間が事象発生から２時

間後であるため，準備時間が確保できることから，時間余裕

がある。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

・評価結果の相違

【東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】

・運用の相違 
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20時間後の操作であるため，準備時間が確保できることから，

時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，低圧代替注水

系（常設）による原子炉への注水は継続する。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

止時冷却系）運転による原子炉除熱操作は，事象発生 4 時間

10 分後の操作であるため，準備時間が確保できることから，

時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，低圧代替注水

系（常設）による原子炉への注水は継続する。 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

（添付資料 5.2.2，5.2.3） 

（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱操作は，事象

発生から 10時間後の操作であるため，準備時間が確保できる

ことから，時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，低

圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉への注水は継続す

る。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及

び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確かさが

運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合において

も，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策時における事象発生 10

時間までの必要な要員は，「5.2.1(3)燃料損傷防止対策」に示

すとおり 16 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員

の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策要員等の 64

名で対処可能である。 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

重大事故等対策時における必要な要員は，「5.2.1(3) 燃料損

傷防止対策」に示すとおり 20 名である。「6.2 重大事故等対

策時に必要な要員の評価結果」で説明している災害対策要員

（初動）の 37 名で対処可能である。 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

重大事故等対策時に必要な要員は，「5.2.1(3) 燃料損傷防止

対策」に示すとおり 29 名である。「6.2 重大事故等対策時に

必要な要員の評価結果」で説明している緊急時対策要員の 43

名で対処可能である。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の

相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 29 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 
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また，事象発生 10 時間以降に必要な参集要員は 26 名であ

り，発電所構外から 10時間以内に参集可能な要員の 106名で

確保可能である。 

(2) 必要な資源の評価

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて

評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，7

日間の対応を考慮すると，号炉あたり約 700m3 の水が必要

となる。6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮すると，合計約

1,400m3の水が必要である。水源として，各号炉の復水貯蔵

槽に約 1,700m3及び淡水貯水池に約 18,000m3の水量を保有

している。これにより，6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮

しても，注水によって復水貯蔵槽を枯渇させることなく，

必要な水量が確保可能であり，7 日間の継続実施が可能で

ある。 

（添付資料 5.2.3） 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守

的に事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転

継続に 6 号及び 7 号炉において合計約 504kL の軽油が必要

となる。代替原子炉補機冷却系専用の電源車については，

保守的に事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の

運転継続に号炉あたり約 37kLの軽油が必要となる。代替原

子炉補機冷却系用の大容量送水車（熱交換器ユニット用）

については，保守的に事象発生直後からの大容量送水車（熱

交換器ユニット用）の運転を想定すると，7 日間の運転継

続に号炉あたり約 11kLの軽油が必要となる。5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及びモニタリング・

ポスト用発電機による電源供給については，事象発生直後

からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に合計約 13kL

の軽油が必要となる。（6号及び 7号炉合計約 613kL) 

(2) 必要な資源の評価

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件に

て評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，7 

日間の対応を考慮すると，合計約 90m３の水が必要である。

水源として，代替淡水貯槽に約 4,300m３の水量を保有して

いる。これにより，注水によって代替淡水貯槽を枯渇させ

ることなく，必要な水量が確保可能であり，7 日間の継続

実施が可能である。 

（添付資料 5.2.4） 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）に

よる電源供給については，保守的に事象発生直後からの運

転を想定すると，7 日間の運転継続に合計約 352.8kL の軽

油が必要となる。軽油貯蔵タンクにて約 800kL の軽油を保

有しており，この使用が可能であることから，常設代替交

流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）による電源供給

について，7 日間の継続が可能である。 

(2) 必要な資源の評価

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件に

て評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水につい

ては，７日間の対応を考慮すると，約 300m3の水が必要とな

る。水源として，低圧原子炉代替注水槽に約 740m3及び輪谷

貯水槽（西１／西２）に約 7,000m3の水を保有している。こ

れにより，必要な水源は確保可能である。また，事象発生

２時間 30分後以降に輪谷貯水槽（西１／西２）の水を大量

送水車により低圧原子炉代替注水槽へ給水することで，低

圧原子炉代替注水槽を枯渇させることなく低圧原子炉代替

注水槽を水源とした７日間の継続実施が可能である。 

（添付資料 5.2.3） 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守

的に事象発生直後からの運転を想定すると，７日間の運転

継続に約 352m3の軽油が必要となる。ガスタービン発電機用

軽油タンクにて約 450m3の軽油を保有しており，これらの使

用が可能であることから，常設代替交流電源設備による電

源供給について，７日間の継続が可能である。 

大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給水につい

ては，保守的に事象発生直後からの大量送水車の運転を想

定すると，７日間の運転継続に約 11m3の軽油が必要となる。

原子炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車については，事

象発生直後からの大型送水ポンプ車の運転を想定すると，

７日間の運転継続に約 53m3 の軽油が必要となる。合計約

64m3 の軽油が必要となる。ディーゼル燃料貯蔵タンクにて

約 730m3の軽油を保有しており，これらの使用が可能である

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は
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6 号及び 7 号炉の各軽油タンク（約 1,020kL）及び常設

代替交流電源設備用燃料タンク（約 100kL）にて合計約

2,140kL の軽油を保有しており，これらの使用が可能であ

ることから，常設代替交流電源設備による電源供給，代替

原子炉補機冷却系の運転，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策

所用可搬型電源設備による電源供給及びモニタリング・ポ

スト用発電機による電源供給について，7 日間の継続が可

能である。 

（添付資料 5.2.4） 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

対策等に必要な負荷として，6 号炉で約 1,594kW，7 号炉

で約 1,560kW 必要となるが，常設代替交流電源設備は連続

定格容量が 1 台あたり 2,950kW であり，必要負荷に対して

の電源供給が可能である。 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備及びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を

想定しても，不要な直流負荷の切り離し等を行うことによ

り，24時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.5） 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約 75kL の軽油を保有しており，この使用

が可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源

供給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.2.5） 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

等対策に必要な負荷として，約 3,276kW 必要となるが，常

設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の連続

定格容量は約 5,520kW であり，必要負荷に対しての電源供

給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を

想定しても，不要な直流負荷の切離しを行うことにより，

24 時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.6） 

ことから，大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給

水及び原子炉補機代替冷却系の運転について，７日間の継

続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約

８m3の軽油が必要となる。緊急時対策所用燃料地下タンク

にて約45m3の軽油を保有しており，この使用が可能である

ことから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，

７日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.2.4） 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

対策等に必要な負荷として，約 2,406kW 必要となるが，常

設代替交流電源設備は連続定格容量が約 4,800kW であり，

必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を

想定しても，不要な直流負荷の切り離し等を行うことによ

り，24時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.5） 

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃

料タンクを有している。

また，モニタリングポス

トは非常用交流電源設

備又は常設代替交流電

源設備による電源供給

が可能である。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

電源設備容量の相違。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 
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